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第１ 報 告 の 概 要 
 

各監査・審査の結果に基づき知事等が講じた措置について、表１のとおり、執行機関から通知

があった。今回、通知を受けた件数は１７２件（指摘：１６２件、意見・要望：１０件）であり、

残る８９件の監査結果については、執行部所において改善の取組途上、又は改善策を検討中とな

っている。 

 

（表１）講じた措置の件数 

  区     分 監査実施期間 結果内訳
措置対象

A
措置済 

B 
今回通知 

C 
改善中
A-(B+C)

指 摘 ３２ － ３１ １
意見・要望 ２ － ２ ０平成２３年 工事監査 平成23.1.18 

  ～平成24.1.12
計 ３４ － ３３ １

指 摘 ７１ － ４８ ２３
意見・要望 ３ － １ ２平成２３年 

 財政援助団体等監査 
平成23.9.1 
  ～平成24.1.26

計 ７４ － ４９ ２５
指 摘 ７７ － ５３ ２４

意見・要望 ３ － ２ １
平成２３年 
各会計定例監査 

（平成２２年度執行分） 
平成23.1.7 

～平成24.1.26
計 ８０ － ５５ ２５

指 摘 １９ １０ ７ ２
意見・要望 － － － －

平成２２年度 
 決算審査 
（各会計歳入歳出） 

平成23.7.14 
～平成23.9.5

計 １９ １０ ７ ２
指 摘 ２２ ５ ７ １０

意見・要望 ２ ２ － －
平成２２年 行政監査 
（債権管理について） 

平成22.8.23 
 ～平成23.1.13

計 ２４ ７ ７ １０
指 摘 ３５ ３５ － －

意見・要望 １ ０ ０ １平成２２年 
 財政援助団体等監査 

平成22.8.27 
  ～平成23.1.13

計 ３６ ３５ ０ １
指 摘 ７４ ５８ ５ １１

意見・要望 ４ １ ０ ３
平成２２年 
各会計定例監査 

（平成２１年度執行分） 
平成22.1.14 

～平成22.9.2
計 ７８ ５９ ５ １４

指 摘 ６５ ６４ １ ０
意見・要望 － － － －

平成２１年 行政監査 
（都立学校の経営について） 

平成21.9.15 
  ～平成22.2.3 

計 ６５ ６４ １ ０
指 摘 ２０ １９ １ ０

意見・要望 １４ １３ ０  １
平成２１年 行政監査 
（東京港臨海地域における公の
施設の管理運営について） 

平成21.9.14 
  ～平成22.2.3 

計 ３４ ３２ １ １
指 摘 ３８ ３８ － －

意見・要望 ３ １ １ １平成２１年 
 財政援助団体等監査 

平成21.9.4 
  ～平成22.1.20

計 ４１ ３９ １ １
指 摘 １２３ １１１ ８ ４

意見・要望 １０ ６ ２ ２
平成２１年 
各会計定例監査 

（平成２０年度執行分） 
平成21.1.16 

～平成21.8.28
計 １３３ １１７ １０ ６

指 摘 １５ １３ １ １
意見・要望 １ １ － －

平成２０年度 
 決算審査 
（各会計歳入歳出） 

平成21.7.16 
～平成21.8.28

計 １６ １４ １ １
指 摘 ３ ２ ０ １

意見・要望 － － － －
平成２０年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成21.6.1 
～平成21.8.28

計 ３ ２ ０ １
指 摘 ６５ ６５ － －

意見・要望 ９ ７ ２ ０
平成２０年 
財政援助団体等監査 

平成20.9.17 
～平成21.1.21

計 ７４ ７２ ２ ０
指 摘 １０３ １０３ － －

意見・要望 ６ ５ ０ １
平成２０年 
各会計定例監査 

（平成１９年度執行分） 
平成20.1.17 

～平成20.9.5
計 １０９ １０８ ０ １

指 摘 ７６２ ５２３ １６２ ７７
意見・要望 ５８ ３６ １０ １２合          計 

計 ８２０ ５５９ １７２ ８９

（注）件数については、一つの指摘が複数の局（団体）にある場合、局（団体）ごとに件数を数えている。 
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第２ 報 告 の 内 容 

 

〔平成２３年工事監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

テレビ共

聴設備の設

計を適切に

行うべきも

の 

都立墨東病院（Ｈ２２）地上デジタル

放送受信対応工事は、地上波テレビ放送

のデジタル化に対応するため、都立墨東

病院のテレビ共聴設備の改修を行うもの

である。 

このうち、増幅器の取替え工事の設計

について見ると、既設と同様に増幅器９

１台の設置としている。 

しかしながら、地上波テレビ放送がデ

ジタル化したことにより、テレビ受像機

が優良な画質を得るために必要な電波電

界強度は、アナログ放送時より大幅に下

がる。したがって、増幅器の設置数は既

設より低減できることがある。 

このことにより、本改修のような系統

で地上波テレビ放送電波を分配・分岐し

ている場合、必要な増幅器の数は、約６

０台であるにも係わらず、その低減を行

っていない。このため、増幅器約３０台

は過剰な設計となっている。 

仮に、増幅器３０台を低減した場合、

設計額約６２４万円が縮減できる。 

本部としては、当該案件を含む指摘

内容や注意事項の周知及び再発防止

の強化を図るため、以下のことを行っ

た。 

① 平成２３年１２月１日に開催し

た施設担当係長会において、サービ

ス推進部患者サービス課長から、工

事監査の過程で受けた指摘事項や

注意事項を周知した。 

② 平成２４年１月１３日付サービ

ス推進部患者サービス課長から病

院経営本部内所管課長及び各都立

病院施設担当課長宛の「適正な施設

関係事務の徹底について」により、

各所属における施工管理及び施工

関係事務の適正化を図るよう再度

周知を行った。 

③ 平成２４年１月１６日開催の係

会において、設計に当たり、複数の

技術職員のクロスチェックを行い、

チェック体制の強化を図ることと

した。なお、クロスチェックを行う

際、設計チェックシートを活用する

こととする。 

 

財務局 天井撤去

費の積算を

適正に行う

べきもの 

都立日比谷高等学校（２２）体育館増

築及び改修工事における、体育館の天井

撤去費について見ると、内部下地撤去費

及び天井仕上撤去費を計上している。 

しかしながら、局基準によれば天井撤

去費の積算は、内部下地撤去費の中に天

井仕上撤去費が含むものとしているた

め、天井仕上撤去費を別途計上している

ことは適正でない。 

このため、積算額約９９万円が過大な

ものとなっている。 

建築保全部では平成２３年１２月

２２日及び平成２４年１月２４日に

監査指摘事項再発防止検討会を開き、

指摘事項の周知及び再発防止策の検

討を行った。 

検討の結果、改修工事の設計は、正

確に状況を把握し、適切な単価選定と

実情に応じた代価設定が重要なこと

から、再発防止策として、積算チェッ

クリストに、代価設定の妥当性を加

え、複数の職員で単価を確認し確実性

を期すこととした。 

なお、再発防止策の実施について

は、平成２４年１月３０日に技術管理

課より各課に周知した。さらに、積算

業務における研修及び基準類の説明

会の際に、チェックリストの活用を促

し、実務の強化を図ることとした。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
生活文化局 搬入費及

び運搬費の

積算を適正

に行うべき

もの 

東京文化会館（２２）舞台照明設備改

修工事は、文化会館の大ホール及び小ホ

ールにある舞台照明を改修するとともに

演出用の照明設備を追加するものであ

る。 

このうち、積算内容について見ると、

照明機器等の現場輸送搬入費を見積りに

より計上している。 

しかしながら、局積算基準では、搬入

費と運搬費とをそれぞれ計上することと

している。 

本工事では搬入費に該当する施工はな

く、運搬費は、局基準に従って積み上げ

て積算することが適切である。 

このため、積算額約３３８万円が過大

なものとなっている。 

平成２３年８月２３日に、工事担当

部署である総務部総務課施設係内に

て打合せ会を行った。 

今回の指摘内容を踏まえ、見積りに

よる積算の適用について、見積書の項

目・内容を十分精査し、適正に算定す

るよう周知徹底した。今後の誤りを防

ぐため、不明な点は財務局技術管理課

へ確認を徹底し、適切に積算すること

とした。 

また、チェック体制についても係

員、係長職のダブルチェックを確実に

実施する。 

平成２４年１月２０日局議にて、局

幹部に説明し、指摘の再発防止につい

て、問題意識を高めた。 

 

スポーツ振

興局 

見積りに

よる機器等

の単価設定

を適正に行

うべきもの 

駒沢オリンピック公園総合運動場（２

２）陸上競技場大型映像表示装置改修そ

の他工事は、陸上競技場の経年劣化した

大型映像装置等の改修を行うものであ

る。 

このうち、機器等の単価について見る

と、３社の諸経費を含めた工事全体の見

積りを、比較・検討し、最低の見積価格

をもとに単価を決定している。 

しかしながら、諸経費等は局基準によ

り積算されることから、諸経費等を除き、

実際に採用する機器等の見積り合計額を

比較し、最低の見積価格を採用して単価

設定することが適正である。 

このため、積算額約３７８万円が過大

なものとなっている。 

 

平成２３年７月２５日、スポーツ事

業部内の技術職員を集め、指摘内容を

踏まえた再発防止策について次のこ

とを周知、徹底することとした。 

① 工事起案前に、複数の職員によっ

て積算内容をチェックして適正化

を図ることとし、局基準の「工事別

積算チェックリスト」を活用して、

共通費計算の考え方、単価の適用方

法、見積の取得や適用方法をチェッ

クする。 

② 各局の技術研修等に積極的に参

加し、積算の適正化に資する知識を

取得する。最近では、平成２３年１

１月２１日に開催された東京都市

町村職員研修所主催の「平成２３年

度スポット研修 技術職研修」に職

員を派遣した。 

③ 部内技術職員の会議を定期的に

開催し、積算情報の共有化を図るこ

ととした。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
スポーツ振

興局 

撤去費の

積算を適正

に行うべき

もの 

味の素スタジアム（２２）第１種陸

上競技場化改修大型映像設備工事は、

味の素スタジアムの第１種陸上競技場

化に併せて、経年劣化した大型映像装

置等の改修を行うものである。 

このうち、オペレーションルーム内

機器の撤去費について見ると、労務単

価を誤り、局の単価を適用していない

ため、積算額約１２３万円が過大なも

のとなっている。 

平成２３年７月２５日、スポーツ事業

部内の技術職員を集め、指摘内容を踏ま

えた再発防止策について次のことを周

知、徹底することとした。 

① 工事起案前に、複数の職員によって

積算内容をチェックして適正化を図

ることとし、局基準の「工事別積算チ

ェックリスト」を活用して、共通費計

算の考え方、単価の適用方法、見積の

取得や適用方法をチェックする。 

② 各局の技術研修等に積極的に参加

し、積算の適正化に資する知識を取得

する。最近では、平成２３年１１月２

１日に開催された東京都市町村職員

研修所主催の「平成２３年度スポット

研修 技術職研修」に職員を派遣し

た。 

③ 部内技術職員の会議を定期的に開

催し、積算情報の共有化を図ることと

した。 

 

都市整備局 街きょ下

基礎の積算

を適切に行

うべきもの 

街路築造工事（２２有－３）（江東

区有明一丁目）は、有明地区内の都市

計画道路補助第３１５号線（延長約４

２０ｍ、幅員４０ｍ）の道路境界縁石、

街きょ、中央分離帯、車道及び歩道舗

装等を新設するものである。 

このうち、街きょ下基礎の積算につ

いて見ると、砕石基礎については、構

造上車道舗装の路盤と一体で施工する

ことから、機械施工とすべきところを

人力施工で計上している。 

また、調整コンクリートの型枠につ

いては、均し基礎コンクリート型枠工

の単価とすべきところ、小型構造物工

事に用いるコンクリート型枠工（直線）

の単価を計上している。 

このため、積算額約１３６万円が過

大なものとなっている。 

 

１ 指摘事項の再発防止策 

① 第一区画整理事務所は、平成２３年

１２月１３日「工事安全対策小委員会

（第２回）」を開催し、「再発防止対

策」として、速やかに指摘事項を踏ま

えた「照査記録表」の活用の徹底を関

係職員に周知した。 

② 第一区画整理事務所は、平成２４年

１月３１日「工事課全体会」を開催し、

照査記録表の活用の徹底と共に、適正

な設計を行うことを改めて周知徹底

した。 

 

２ 再発防止に向けた職員への周知 

① 第一区画整理事務所は、平成２３年

７月１９日「工事安全対策小委員会

（第１回）」、平成２３年８月３０日

「工事課全体会」を開催し、関係職員

に指摘事項を説明し、今後適正な設計

を行うことを周知徹底した。 

② 局は、平成２３年９月１５日「土木

技術交流会」を開催し、本件指摘事項

及び各部所から監査受検報告を行い、

局内横断的な周知徹底を図った。 

③ 局は、平成２４年２月９日「平成２

３年工事監査報告会」を開催し、当該

案件のほか全指摘案件を周知徹底し

た。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
環境局 法面整形

工の単価設

定を適切に

行うべきも

の 

平成２２年度東京港臨海道路Ⅱ期整備に伴

う動線変更及び施設移設工事（その１）におけ

る、盛土の法面整形工の単価設定について見る

と、機械による土の敷均し、締固め及び整形を

行う、「築立（土羽）整形工」を採用し、この

単価を用いて積算している。 

しかしながら、局基準では、本工事のように

築立（土羽）部が盛土本体と同一材料で施工さ

れる場合には、機械により盛土法面部を削取り

ながら整形を行う「削取り整形工」を採用する

こととしていることから、この単価により積算

することが適切である。 

仮に、この「削取り整形工」を用いて積算す

ると、約１１２万円を縮減することができる。

 

１ 局における対応 

① 平成２３年１０月２８日工

事担当者会の開催 

工事実務担当者に対する２

３年指摘予定案件の周知と再

発防止の注意喚起を行った。 

② 平成２４年１月１７日工事

関係部課長会を開催 

監査結果の報告と再発防止

実施状況の報告を行った。 

 

２ 廃棄物埋立管理事務所にお

ける対応 

下記の内容を実施し、設計・

積算担当者のスキルアップ及び

チェック能力の強化を図った。 

① 設計・積算に関する研修の

積極的受講 

② 土木技術支援センター等の

技術相談窓口の活用 

この他、設計・積算に必要な

資料について再精査し、充実を

図った。 

 

病院経営本

部 

特命随意

契約におけ

る積算を適

正に行うべ

きもの 

がん・感染症医療センター（仮称）の整備に

伴う都立病院情報システム等配線工事（その

２）は、別途ＰＦＩ事業で建設中の、がん・感

染症医療センター（仮称）に都立病院情報シス

テム等の配線工事を行うもので、ＳＰＣへの出

資企業であるＡと特命随意契約を締結してい

る。 

ところで、部では積算に当たり、単価の設定

を以下の順で決定することとしている。 

ア 標準単価 

イ 建設資材定期刊行物 

ウ 公表価格（カタログ価格） 

エ 見積価格 

本工事の積算について見ると、工事場所の図

面を作成せずに、契約を予定した相手方の材料

数量及び見積価格を用いて単価設定を行って

いるが、使用する材料等は、標準単価、建設資

材定期刊行物及びカタログに掲載されている

ものであり、見積りにより単価設定を行うこと

は適正でない。 

このため、積算額約３９１万円が過大なもの

となっている。 

 

（注）ＳＰＣ 

ある特別の事業（本件ではＰＦＩ事業）を行

うために設立された事業会社のこと。 

平成２４年１月１３日付サー

ビス推進部患者サービス課長よ

り、病院経営本部内所管課長及

び各都立病院施設担当課長宛て

「適正な施設関係事務の徹底に

ついて」により、施工管理及び

施工関係事務の適正化を図るよ

う周知を行った。 

本部としては、標準的な工事

における単価設定については、

精査した設計図書をもとに「工

事積算標準等」に従い積算を行

う。その際、チェックの実施者

を定め、工種別積算チェックリ

ストを用いて、積算内容の確認

を行うこととした。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
産業労働局 鋼製グレ

ーチングの

単価設定を

適正に行う

べきもの 

真名井林道災害復旧工事（西多摩郡奥

多摩町大丹波地内）における、鋼製グレ

ーチング（Ｌ＝９９５ｍｍ）の単価設定

について見ると、１０ｍ当たりの使用枚

数が１０枚であるにもかかわらず、誤っ

て２倍の２０枚を計上している。 

このため、積算額約１４８万円が過大

なものとなっている。 

局では、平成２４年１月１１日、農

林水産部が土木工事関係課を招集し

て、「平成２３年工事監査指摘事項報

告会」を開催し、指摘事項を報告・周

知するとともに、指摘内容を踏まえ、

今後、積算を適正に行うよう周知した。

また、再発防止のために、今後、工事

実施時の設計・積算について、複数人

でチェックを行うことを関係職員に指

示した。 

担当部署では、平成２３年４月２１

日に農林水産部森林課主催の「平成２

３年度林道事業打合せ会議」を開催し、

指摘内容を踏まえ、設計・積算及び施

工管理等に関し、適正に行うよう土木

工事関係職員に周知徹底した。 

 

建設局 見積り積

算方式にお

ける見積り

精査の検討

について 

駒沢オリンピック公園橋耐震補強工

事（その７）は、駒沢オリンピック公園

１号橋の耐震性能を向上させるため、橋

脚及び支承の更新を行い、併せて橋面舗

装と伸縮装置の更新を行うものである。

このうち、工事の積算について見る

と、ジャッキにより桁を持ち上げる作業

の特殊性や以前に同様の工事が不調と

なったなどの理由から、事務所に審査委

員会を設置し、見積り積算方式により行

われている。 

見積り積算方式は、局が定める「見積

り積算方式試行要領」により、施工条件

が厳しいなど、発注者の標準的な積算と

受注者の見積りとの間に著しい乖離が

あり、入札不調が予測される場合に適用

される。また、見積り業者に対してヒア

リングを行い、見積り額の妥当性を確認

し、標準積算と比較のうえ委員会におい

て価格決定するものである。 

しかしながら、本工事のうち伸縮装置

工、橋脚コンクリート工、ベント工につ

いては、業者へのヒアリングは行われて

いるものの、見積り結果は、材料費も含

めて一式で計上されており、内容の精査

が困難である。 

仮に、局の積算基準（標準的な積算）

に基づき上記３工種を積算すると、積算

額約２，１３７万円もの差異が生じるこ

ととなる。 

見積り積算方式における見積り精査

の検討が望まれる。 

 

１ 局における対応 

平成２４年１月２７日開催の建設局

実務研修で、指摘内容の周知及び適正

かつ効率的に設計・積算を行うよう指

導した。さらに、平成２４年２月７日

の公園設計工事担当課長会及び２月８

日の技術担当課長会で、監査結果につ

いて報告した。意見・要望内容を踏ま

え、見積り積算方式の採用にあたって

は、見積りは標準積算との比較検討を

行うとともに、種別ごとに極力一式計

上しない等、内容の精査が可能となる

見積り依頼をするよう周知徹底を図っ

た。 

 

２ 東部公園緑地事務所における対応 

平成２４年１月１０日の所内課長会

を通じ、意見・要望の趣旨を審査委員

会及び所内の関係職員に周知した。今

後、見積り積算方式を採用する場合に

は、種別ごとに実情に即した形で精査

し、極力一式計上としないように徹底

を図っていく。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 空調設備

工事におけ

る総合調整

費の積算を

適正に行う

べきもの 

日比谷公園施設空調設備改修工事

（その２）は、日比谷公園内施設の市

民カレッジと日比谷茶廊の老朽化した

空調設備等の改修を行うものである。 

このうち、総合調整費の積算につい

て見ると、誤って、ユニット型空気調

和設備を対象とする単価を用いて、ビ

ル用マルチエアコン等の試運転調整を

行うための費用を計上している。 

しかしながら、局基準によれば、工

事全体の総合調整が必要な場合に総合

調整費を計上するとされており、ビル

用マルチエアコン等の設置工事におい

て、これを計上していることは適正で

ない。 

このため、積算額約１３６万円が過

大なものとなっている。 

 

１ 局における対応 

平成２３年１１月９日に、東部及び西

部公園緑地事務所の設備担当職員を召

集して、公園緑地部主催の「平成２３年

度第４回公園設備職情報連絡会」を開催

し、指摘内容を踏まえ、空調、換気及び

排煙設備における総合調整費の注意点

等について周知徹底した。平成２４年１

月６日には、空調、換気及び排煙設備に

おける総合調整費の積算について解り

易くまとめた資料を配布した。さらに、

平成２４年１月２７日開催の建設局実

務研修で、指摘内容の周知及び適正かつ

効率的に設計・積算を行うよう指導し

た。また、平成２４年２月８日の技術担

当課長会で、監査結果について報告する

とともに、再発防止を徹底するよう注意

喚起を行った。 

 

２ 東部公園緑地事務所における対応 

平成２４年１月１１日の設計、工事担

当者連絡会議で、機械設備設計に携わ

る、特に機械職以外の技術職員への注意

喚起を図ると共に、設計、積算業務に携

わる際には、工事積算標準にあるチェッ

クリストの活用並びに専門職種職員の

チェックを受けるなどにより設計精度

の向上に努めるよう、周知徹底を図っ

た。 

 

建設局 全熱交換

式換気扇の

単価設定を

適正に行う

べきもの 

第一建設事務所空調設備改修工事に

おける、室内天井に取り付ける全熱交

換式換気扇の積算について見ると、同

機器材は局で定めた単価がないため、

見積りにより単価を設定している。 

しかしながら、局基準では、局で定

めた標準価格のない単価は、次のアか

らウの順位で採用することになってい

る。 

ア 建設資材定期刊行物 

イ 公表価格（カタログ価格） 

ウ 見積価格 

当工事の全熱交換式換気扇の単価

は、アの建設資材定期刊行物に掲載さ

れており、これにより単価設定を行う

べきである。 

このため、積算額約１１８万円が過

大なものとなっている。 

 

１ 局における対応 

平成２４年１月２７日開催の建設局

実務研修で、指摘内容の周知及び適正か

つ効率的に設計・積算を行うよう指導し

た。さらに、平成２４年２月８日の技術

担当課長会で、監査結果について報告す

るとともに、再発防止を徹底するよう注

意喚起を行った。 

 

２ 総務部における対応 

今後は設計書の確認にあたって、設

計・照査の複数によるチェックを徹底す

ることによって、単価設定を適正に行

う。 

また、工事積算標準にあるチェックリ

ストの活用により設計精度の向上を図

るとともに、部内の専門職員の協力を依

頼し、適正な設計となっているかを確認

することとした。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
港湾局 

  

ＯＡフロ

アの単価設

定を適正に

行うべきも

の 

平成２１年度東京へリポート管理事

務所新築工事における、ＯＡフロアの

単価設定について見ると、鋼製のＯＡ

フロアで設計しているにもかかわら

ず、誤って割高なアルミ製のＯＡフロ

アで単価設定している。 

このため、積算額約１８１万円が過

大なものとなっている。 

 

局では、平成２３年１１月８日開催の

港湾局実務研修（港湾技術編）や平成２

４年１月１３日開催の工務関係係長会

を通じて、指摘内容の周知及び適正かつ

効率的に設計・積算を行うよう指導を行

った。 

また、再発防止策として、建築工事の

照査に当たり、設計書上の仕様と採用単

価の整合性など、特に注意して確認する

項目を整備すると共に複数の職員によ

り設計照査を徹底することとした。 

 

港湾局 縁石基礎

コンクリー

トに用いる

型枠工の単

価設定を適

正に行うべ

きもの 

平成２２年度シンボルプロムナード

公園整備工事（その２）（江東区青海

一丁目地内）における、縁石基礎コン

クリートに用いる型枠工の単価設定に

ついて見ると、局積算基準では、均し

基礎コンクリート型枠工の単価を用い

ることとしているが、誤って側溝や笠

コンクリートなどの小型構造物工事に

用いるコンクリート型枠工（直線）の

単価を計上している。 

このため、積算額約１６７万円が過

大なものとなっている。 

 

局では、平成２３年１１月８日に開催

した「港湾局実務研修（港湾技術編）」

や平成２４年１月１３日開催の工務関

係係長会の場を通じて、指摘内容の周知

及び適正かつ効率的に設計・積算を行う

よう指導した。 

また、東京港管理事務所では、再発防

止策として「設計・積算チェック体制検

討会」を設置し、平成２３年３月２日か

ら４回開催し、「設計・積算照査マニュ

アル」を作成した。臨海地域管理課では

再発防止策として「積算ミス防止対策会

議」を平成２３年２月１５日から７回開

催し、指摘事項の課内での認識を深め、

「設計・積算照査マニュアル」の周知を

図り、チェック体制を確立した。 

 

東京消防庁 照明器具

の単価設定

を適正に行

うべきもの 

牛込消防署（２１）照明器具改修工

事は、牛込消防署の照明器具を取り替

えるものであるが、天井埋込形の照明

器具の積算について見ると、カタログ

に受注生産品と掲載されていたため、

見積りにより単価を設定している。 

しかしながら、この照明器具の単価

は、庁標準単価に設定されており、見

積りを用いて単価を設定し積算してい

ることは適正でない。 

このため、積算額約８８万円が過大

なものとなっている。 

 

平成２３年３月２４日及び同年５月

１９日に施設課内検討会を開催し、平成

２３年工事監査結果を課員に周知徹底

した。 

再発防止に向けて、本庁、１０方面本

部及び８１消防署を対象とした施設関

係事務説明会を平成２３年５月２４日

から３０日までの５日間及び同年１０

月１３日から１８日までの４日間開催

し、平成２３年工事監査結果の周知徹底

を図るとともに、積算要領について演習

し、各所属担当者の知識・技術の向上を

図った。 

また、積算要領等のマニュアルを整備

し、庁内電子掲示板に掲載して、積算要

領の標準化を図った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 トンネル

内配管にお

ける工事照

明の設備費

の積算を適

正に行うべ

きもの 

八王子市椚田町５４５番地から町田

市相原町２７８１番地先間送水管（１５

００ｍｍ）トンネル内配管及び立坑築造

工事における、トンネル内配管における

工事照明の設備費の単価設定を見たと

ころ、トンネル内の工事照明の設備はト

ンネル築造工事で設置しているため、本

工事は撤去のみの施工となり、設置費用

を計上する必要はないにもかかわらず、

照明設備の設置・撤去の単価を用いて積

算したため、積算額約３２５万円が過大

なものとなっている。 

 

指摘内容（工事照明設備費）の再発

防止策として、平成２３年７月２７日

付けで設計チェックリストの「工事照

明費」の項目を改訂し、多摩水道改革

推進本部施設部関係職員に周知徹底し

た。 

また、平成２３年７月２８日に多摩

水道改革推進本部施設部設計課職員を

対象とした全体会議を開催し、指摘事

項を報告するとともに、改訂チェック

リストを活用し、複数職員によるチェ

ックを行うよう周知徹底を図った。 

 

病院経営本

部 

 

土工事の

積算を適正

に行うべき

もの 

都立墨東病院保育棟整備工事におけ

る、基礎築造に伴う土工事の積算につい

て見ると、以下の誤りが認められた。 

① 数量算出について、根切り２０３．

２㎥、埋め戻し２６．２㎥として計上

すべきところ、内訳書には数量計算を

誤り、根切り８１㎥、埋め戻し４５０

㎥を計上している。 

② 埋め戻しの単価設定について、機械

施工が可能であるにもかかわらず、誤

って割高な人力施工の費用を計上し

ている。 

③ 発生土運搬処分の費用が計上され

ていない。 

このため、積算額約１３２万円が過大

なものとなっている。 

 

平成２４年１月１３日付サービス推

進部患者サービス課長より、各都立病

院施設担当課長及び病院経営本部内所

管課長宛の「適正な施設関係事務の徹

底について」により、施工管理及び施

工関係事務の適正化を図るよう周知を

行った。 

墨東病院としては、今後の再発防止

策として、工種別積算チェックリスト

を用いて確認をより慎重に行う。また、

本部並びに財務局建築保全部などの技

術に精通した部門や職員の指導・助言

を受けることとし、正確な設計に努め

る。 

 

交通局 鉄骨工事

の溶接部検

査費の積算

を適正に行

うべきもの 

志村総合庁舎（仮称）新築工事におけ

る、鉄骨工事の工場溶接部の完全溶け込

み溶接第三者検査について見ると、設計

では溶接箇所の３０％について超音波

探傷検査を行うこととし構造図に明記

しているが、誤って溶接箇所全数の検査

費を計上したため、積算額約２２９万円

が過大なものとなっている。 

 

（注）完全溶け込み溶接 

溶接継手において、継手の板厚全ての

領域にわたっている溶込みのこと。 

建設工務部では、平成２３年３月１

日に対策会議を開催し、指摘の趣旨と

再発防止策について検討し、今後の対

応を関係職員に周知した。  

建築課では、平成２３年３月８日に

係長会を開催し、再発防止に努めるよ

う周知徹底した。また、平成２３年３

月９日に課内会議を開催し、技術管理

担当から課職員に周知した。 

局は、平成２３年３月１１日、指摘

の原因としてチェックに見落としがあ

ったことから、チェックリストに新た

に超音波探傷試験の項目を追加した。 

さらに、平成２３年工事監査の講評

（平成２４年１月１２日）後、局は、

平成２４年１月２６日に庶務担当課長

会を開催し周知した。これを受け、平

成２４年１月３０日に建築課係長会で

再度、再発防止に努めるよう周知した。
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
生活文化局 労務費の

比率が著し

く少ない工

事の積算を

適正に行う

べきもの 

東京文化会館（２２）電気設備改修工事は、

東京文化会館の特高受変電設備のうち、老朽

化した特高の真空遮断器及び高圧進相コン

デンサ等を取り替えるものである。 

このうち、積算内容について見ると、現場

での作業が少ない工場製作機器の更新工事

であり、工事費のほとんどが機器費である。

局基準では、このように労務費の比率が著

しく少ない工事を単独で発注する場合は、当

該工事の共通費のうち、共通仮設費及び現場

管理費を低減することとしている。 

しかしながら、これを行っていないことは

適正でない。 

このため、積算額約９２万円が過大なもの

となっている。 

 

平成２３年８月２３日に、工事

担当部署である総務部総務課施設

係内にて打合せ会を行った。 

今回の指摘内容を踏まえ、工事

積算標準の該当箇所を確認し再発

防止を図った。今後の誤りを防ぐ

ため、不明な点は財務局技術管理

課へ確認を徹底し、適切に積算す

ることとした。 

また、チェック体制についても

係員、係長職のダブルチェックを

確実に実施する。 

平成２４年１月２０日局議に

て、局幹部に説明し、指摘の再発

防止について、問題意識を高めた。

 

中央卸売市

場 

太陽光発

電設備設置

工事におけ

る共通費の

積算を適正

に行うべき

もの 

北足立市場（２２）太陽光発電設備設置工

事は、北足立市場青果棟の屋根に２００ｋＷ

の太陽光発電設備を設置するものであるが、

このうち共通費の共通仮設費及び現場管理

費について見ると、工事内容が既存青果棟へ

の太陽光発電設備の新規設置であることか

ら共通費を「新築工事」として積算している。

しかしながら、公共建築工事標準単価積算

基準（国土交通省）によれば、「新築工事」

の積算は建築物等の新築及び増築に係わる

電気設備工事に適用するとしていることか

ら、既存の青果棟に設置する発電設備工事

は、「新築工事」ではなく「改修工事」とし

て積算することが適正である。 

このため、改修工事で積算した場合に比べ

積算額約７８９万円が過大なものとなって

いる。 

 

局内「工事担当係長・維持管理

担当者合同会議」において、監査

のポイントを説明し、注意喚起を

行った。なお、工事積算チェック

シートに「共通費計算シート（新

築・改修）の確認」の項目を追加

し、再発防止に努める。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 安全費の

積算につい

て 

街路築造工事に伴う下水シールド変状防

止等補助工事（２２北南－府中３・４・７清

水が丘）（府中市清水が丘二丁目地内から同

市若松一丁目地内）は、府中清瀬線の道路構

造物を構築するに当たり、近接する下水道幹

線の変位を計測するため、下水道幹線内に変

位計及び沈下計等を設置するものである。 

ところで、局基準によると、工事の共通仮

設費率分に含まれる安全費として、以下の内

容を明記している。 

ア 工事地域内全般の安全管理上の監視、あ

るいは連絡等に要する費用 

イ 酸素欠乏症の予防に要する費用 

しかしながら、本工事の積算では、管路内

作業補助として、①管路内有毒ガスの測定、

②送風機及び送風管の設置・撤去、③常時、

送風機による換気を行うための監視、④下水

シールド内作業員との連絡に要する費用を

見積りにて計上している。 

この管路内作業補助について見ると、①に

ついては、イに該当し、③及び④については、

アに該当すると考えられ、②以外の費用につ

いては、本工事の共通仮設費率分に含まれて

いると見ることもできる。 

仮に、管路内作業補助として局基準に基づ

き②の費用のみを計上すると、約３２６万円

を縮減することができる。 

安全費の積算について検討が望まれる。 

 

１ 局における対応 

平成２４年１月２７日開催の建

設局実務研修で、指摘内容の周知

及び適正かつ効率的に設計・積算

を行うよう指導した。 

さらに、平成２４年２月８日の

技術担当課長会で、監査結果につ

いて報告するとともに、再発防止

を徹底するよう注意喚起を行っ

た。 

 

２ 北多摩南部建設事務所におけ

る対応 

平成２３年１２月２１日に意

見・要望の趣旨および今後の共通

仮設費の率計算分に含まれる項目

について周知した。 

また、技術担当課長会での報告

を受け、平成２４年２月１４日の

課内会議で改めて再発防止の注意

喚起を行った。 

 

港湾局 太陽光発

電設備設置

工事におけ

る共通費の

積算を適正

に行うべき

もの 

平成２２年度辰巳ふ頭雑貨上屋太陽光発

電設備設置工事における、共通費の共通仮設

費及び現場管理費について見ると、工事内容

が既存ふ頭雑貨上屋への太陽光発電設備の

新規設置であることから共通費を「新築工

事」として積算している。 

しかしながら、公共建築工事標準単価積算

基準（国土交通省）によれば、「新築工事」

の積算は建築物等の新築及び増築に係わる

電気設備工事に適用するとしていることか

ら、既存のふ頭雑貨上屋に設置する発電設備

工事は、「新築工事」ではなく「改修工事」

として積算することが適正である。 

このため、改修工事で積算した場合に比べ

積算額約４３８万円が過大なものとなって

いる。 

 

局における対応として、以下の

対策を講じた。 

① 局内への周知を徹底するた

め、平成２３年１０月１７日文

書による注意喚起や平成２３年

１１月８日の港湾局実務研修

（港湾技術編）や平成２４年１

月１３日の工務関係係長会を通

じて周知を徹底した。 

② 積算チェックシートに経費対

象の項目に「新築」「改修」の

項目を設け、照査時の確認を容

易にし、再発防止の強化を図る

こととした。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
下水道局 覆蓋工事

における共

通費の積算

を適正に行

うべきもの 

芝浦水再生センター中央系水処理施設覆

蓋建設その２工事は、雨天時貯留池の上部利

用に伴い、新第二沈でん池の上部に覆蓋を設

置するものである。 

ところで、局基準では建設発生土等の処分

費を共通費の対象外として積算することと

しているが、本工事では、建設発生土等の処

分費を共通費の対象として積算したため、積

算額約４５２万円が過大なものとなってい

る。 

 

（注）覆蓋（ふくがい）  

沈でん池の上部に載せる蓋形状のもの。 

 

再発防止策として、建設部では、

設計チェックリストを改定し、処

分費を共通費の対象外として積算

しているかの項目を追加し、平成

２３年７月１３日の係長会におい

て周知した。 

また、処分費が共通費の対象外

として自動計算されるよう、積算

システムを改善し、平成２３年９

月３０日、１０月３日の積算基準

説明会において、関係職員に周知

した。 

さらに、総括講評を受け、平成

２４年１月１９日に工事監査フォ

ローアップ研修を実施し、監査事

務局の工事監査事例集を用いて、

共通費の他、積算上留意すべき事

項についても関係職員に周知し

た。 

 

産業労働局 

（島しょ） 

機器単体

費の積算を

適正に行う

べきもの 

平成２１年度小笠原ソーラーシステム拡

充工事（小笠原村母島字西浦ほか３箇所）は、

母島の農業用かんがい施設に設置された、揚

水ポンプや制御機器を稼動させるための経

年劣化した太陽光発電設備の機能向上を目

的として整備を行うものである。 

このうち、機器単体費について見ると、局

基準に基づき、太陽光モジュール及び制御用

鉛蓄電池を機器単体費として設定している

が、誤って共通仮設費、現場管理費及び一般

管理費等の対象としているため、積算額約９

５０万円が過大なものとなっている。 

 

局では、平成２４年１月１１日、

農林水産部が設備工事担当職員を

招集して、「平成２３年工事監査

指摘事項報告会」を開催し、指摘

事項を報告・周知するとともに、

指摘内容を踏まえ、設備工事にお

ける諸経費の積算に機器単体費は

対象に含めないことを周知徹底し

た。また、再発防止のために、今

後設備工事実施時の積算について

は、局技術担当等と相互協力体制

を取り、適正な積算をするよう関

係部署に指示した。 

担当部署では、再発防止のため、

平成２３年８月１５日に農業振興

課内設備関係職員を対象とした監

査指摘案件説明会を開き、指摘内

容について報告するとともに、再

発防止のため複数人でチェックを

行うよう周知徹底した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 工事の安

全管理につ

いて請負者

を適切に指

導、監督す

べきもの 

街路築造工事及び電線共同溝設置工事（２

２南西－日野３・４・３百草）（日野市百草

地内から同市落川地内）は、既設道路の拡幅

に伴い街きょや路面舗装、電線共同溝等の設

置を行うものである。 

このうち、電線共同溝の施工状況について

見ると、深さ１．５ｍ以上の掘削作業が連続

するにもかかわらず、建設工事公衆災害防止

対策要綱（土木工事編）等に定められている

土留工等、切土面の崩落を防止するために必

要な措置が講じられていない施工が認めら

れた。 

このような状況は、切土面の崩落事故につ

ながりかねない危険なものであり、工事を安

全に施工するためには、関係法令等を守った

安全対策を確実に実施すべきである。 

工事の安全管理について請負者を適切に

指導、監督されたい。 

 

１ 局における対応 

平成２４年１月２７日開催の建

設局実務研修で、指摘内容の周知

及び工事の安全管理について請負

者を適切に指導、監督するよう指

導した。 

さらに、平成２４年２月８日の

技術担当課長会で、監査結果につ

いて報告するとともに、再発防止

を徹底するよう注意喚起を行っ

た。 

 

２ 南多摩西部建設事務所におけ

る対応 

再発防止のため、平成２３年１

０月２８日に工事安全対策委員会

で工事課、補修課及び管理工区の

職員を対象に指摘事項を報告する

とともに、工事の安全管理につい

て請負者を適切に指導、監督する

ように周知した。 

また、同年１１月２５日に工事

安全対策講習会で各請負者に、指

摘事項を報告するとともに、安全

管理を徹底するように指導した。 

 

建設局 透水性舗

装の施工管

理について

請負者を適

切に指導、

監督すべき

もの 

交差点改良工事（２２五－２葛西橋東詰）

（江戸川区西葛西一丁目地内から同区西葛

西三丁目地内）は、横断歩道の新設に伴い、

交差点の改良を行うものである。 

このうち、歩道の透水性舗装について見る

と、設計では、路盤と路床の間に設けるフィ

ルター層に、しゃ断層用砂を用いることとし

ている。 

しかしながら、請負者の提出書類を見る

と、しゃ断層用砂ではなく、再生砂（ＲＣ－

１０）を用いている。 

局では、再生砂は、長期の透水能力につい

て明確な検証結果が確認できていないため、

局の「道路工事設計基準」においてしゃ断層

用砂を用いることとしており、再生砂を用い

ていることは適切でない。 

透水性舗装の施工管理について請負者を

適切に指導、監督されたい。 

 

１ 局における対応 

平成２４年１月２７日開催の建

設局実務研修で、指摘内容の周知

及び施工管理について請負者を適

切に指導、監督するよう指導した。

さらに、平成２４年２月８日の

技術担当課長会で、監査結果につ

いて報告するとともに、再発防止

を徹底するよう注意喚起を行っ

た。 

 

２ 第五建設事務所における対応 

平成２３年度の透水性舗装の工

事について、使用材料を施工前に

確認するため、施工計画書検討会

を実施し、請負者を指導している。
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
東京消防庁 アスファ

ルト防水工

事の工法変

更に伴う協

議を適正に

行うべきも

の 

本部庁舎（２２）屋上防水その他工事は、

経年劣化した本部庁舎の屋上防水の改修及

び鉄塔の塗装などを行うものであるが、この

うち、屋上のアスファルト防水の設計につい

て見ると、「熱工法」では設置が困難と判断

されたことから、割高な「トーチ工法」を採

用し、契約図書に明記している。 

しかしながら、工事請負者から提出された

施工計画書では、一般的な「熱工法」により

施工することになっており、実際の工事も

「熱工法」により施工されているにもかかわ

らず、工法変更の協議を行っていないことが

認められた。 

契約図書に明記されている工法を変更す

る場合は、工法変更等の協議が必要であるこ

とから、この協議を行わないまま「熱工法」

を承諾し施工させていることは適切でない。

仮に、庁単価を用いて「熱工法」で積算す

ると、約１，３４４万円の縮減が見込まれる。

 

平成２３年３月２４日及び同年

５月１９日に施設課内検討会を開

催し、平成２３年工事監査結果を

課員に周知徹底するとともに、契

約図書に明記されている施工内容

の指示徹底及び書面による協議の

徹底等、監督員としての遵守事項

について再確認した。 

また、再発防止に向けて、平成

２３年度予算案件より、起工時に

決定関与者（協議者含む。）及び

資格を有する専務的非常勤によ

り、工法等特記仕様書記載内容の

確認を実施する体制を整備した。

また大規模な改修工事について工

事監理業務委託を導入するなど協

議等における技術的判断能力の向

上を図った。 

東京消防庁 仮設土留

工の施工管

理について

請負者を適

切に指導、

監督すべき

もの 

２２防火水槽撤去工事（荻窪消防署）では、

民有地内に整備した既設防火水槽が、道路及

び住宅の建設に支障となるため、仮設土留を

設置して深さ約４．８ｍまで掘削しながら、

防火水槽全体の撤去工事を行っている。 

このうち、仮設土留について見ると、請負

者から提出された施工承諾願により、地上か

ら下方１ｍの位置に支保材を設けて仮設土

留の設計計算を行い、掘削完了時にも仮設土

留が安定することを確認している。 

しかしながら、工事記録写真では、地上か

ら下方１ｍの位置に支保材を一度は設置し

ているものの、その後の作業である防火水槽

の壊し、掘削及び掘削完了時には、支保材を

撤去していることが認められた。 

このような状況は、土留の崩壊事故等につ

ながりかねない大変危険なものである。 

仮設土留工の施工管理について請負者を

適切に指導、監督されたい。 

 

平成２３年４月４日の係員会議

並びに平成２３年５月２６日、２

７日、３０日及び６月１日に、各

消防署を対象とした定例の水利事

務説明会において、指摘趣旨につ

いて、周知を行った。 

再発防止に向け、平成２３年８

月３０日水利課長通知により工事

監理の徹底について各消防署水利

事務主管課長に通知し、仮設工が

設計図書及び施工計画書の条件を

満たしていることの現地確認を徹

底する旨を周知した。 

また、請負者を適切に指導・監

督を行うに当たり、消防署担当者

の技術能力の向上を図る必要があ

ることから、土木技術に特化した

教養を毎年度開催することとし、

今年度は平成２３年１１月１７

日、１８日に開催し、工種別チェ

ックポイントや土留め崩壊事故の

事例の説明を行った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
交通局 改修工事

における産

業廃棄物の

処理を適正

に行うべき

もの 

産業廃棄物の処理について、発注者は、産

業廃棄物に係る許可証の写し、産業廃棄物処

理委託契約書等の写しの内容を確認すると

ともに、マニフェスト（産業廃棄物管理票）

で適正に処理されているかの確認をするこ

ととされている。 

ところで、多摩川第三発電所遮断器修繕工

事における産業廃棄物の処理について見る

と、局は不法投棄等の不適切な処理を防止す

る面から、産業廃棄物が最終処理に至るま

で、適切に処理されたことを確認するべきで

あるにもかかわらず、これを怠っていること

は適正でない。 

 

「監査指摘事項に対する会議」

（平成２３年９月５日開催）にお

いて、車両電気部内の発電係職員

及び発電事務所職員が出席し、指

摘内容の説明及び産業廃棄物の処

理に関する事項について再確認を

した。これを受けて、「発電事務

所連絡会」（平成２３年９月７日

開催）において発電事務所職員に

同様の周知を図った。      

局は再発防止策として、産業廃

棄物処理の流れ図を新たに作成

し、平成２４年１月２６日の庶務

担当課長会において、これに従っ

て処理することを周知した。また、

「環境局廃棄物処理契約の適正化

講習会」（平成２３年１２月２２

日開催）に関係職員を参加させ、

産業廃棄物処理の適正化に関する

知識を習得させた。 

 

教育庁 

（島しょ） 

職員住宅

の改修工事

における産

業廃棄物の

処理を適正

に行うべき

もの 

東京都教職員三宅（大里東）住宅内装改修

工事ほか７件は、経年劣化した職員住宅の建

具や設備等を改修するものである。 

ところで、都は東京都建設リサイクルガイ

ドライン等により都が発注する工事におい

て、請負者及び発注者が産業廃棄物を適正に

処分するために行うべき事項を定めている。

産業廃棄物の処理については、請負業者の責

任で行うものであるが、発注者は産業廃棄物

に係る許可証の写し、産業廃棄物処理委託契

約書等の写しの内容を確認するとともに、マ

ニフェスト（産業廃棄物管理票）で適正に処

理されているかを確認することとされてい

る。 

しかしながら、庁は産業廃棄物が適正に処

理されたことを確認しておらず、不法投棄等

の不適切な処理を防止する面からも、これを

怠っていることは適正でない。 

 

庁は、平成２３年９月３０日に

教職員住宅担当者会議を開催し、

指摘内容を周知した。 

また、再発防止策として都立学

校教育部の技術職員から島しょの

職員住宅工事担当者へ、工事積算

手法や新たに作成したマニフェス

トの流れ図を用いて建設廃棄物の

処理について指導した。 

さらに、平成２４年２月２４日

に、教職員住宅担当者会議を開催

するとともに、その後の工事の廃

棄物の適正処理の実施状況につい

て、都立学校教育部の技術職員が

確認した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

特命随意

契約におけ

る契約図書

の作成を適

正に行うべ

きもの 

駒込病院はＰＦＩ事業により、がん・感染症

医療センター（仮称）として改修工事を行って

いる。がん・感染症医療センター（仮称）の整

備に伴う都立病院情報システム等配線工事（請

負金額：２，４９１万６，５００円）は、都立

駒込病院改修工事に合わせて、都立病院情報シ

ステム等の移設に伴うネットワーク機器の設置

及びＬＡＮケーブルの配線を行うものである

が、ＰＦＩ事業者との事業契約書の規定により、

本部が設計図面の所有権を有していないとし

て、図面を明示できないことを理由に、ＳＰＣ

への出資企業であるＡに特命随意契約されてい

る。 

ところで、本工事契約書について見ると、そ

の工事内容を明示すべき図面が添付されておら

ず、発注者が設定すべき契約目途額は、Ａから

提出された見積りの数量、金額に妥当性がある

として見積額をそのまま契約目途額としている

が、本部は、業務要求水準書に従いＰＦＩ事業

者に図面の提出を要求し、提出された図面に基

づき工事内容を確定させ、本部基準に基づく積

算を行い、契約目途額を決定すべきであり、見

積り合わせ後の契約図書には、積算根拠となっ

た図面の添付が必要である。 

本工事のように図面のない工事内容の不明確

な契約は、発注者、受注者双方が不利益を受け

る恐れがあり、建設業における契約の適正化に

も反するものである。 

特命随意契約における契約図書の作成を適正

に行われたい。 

 

平成２４年１月１３日付サ

ービス推進部患者サービス課

長より、病院経営本部内所管課

長及び各都立病院施設担当課

長宛て「適正な施設関係事務の

徹底について」により、施工管

理及び施工関係事務の適正化

を図るよう周知を行った。 

本部としては、今後、同様の

工事を実施する場合には、ＳＰ

Ｃから提供された設計図書の

さらなる精査を行うとともに、

新たに作成した工事契約関係

書類チェックシートによる確

認の上で契約図書を完成させ、

工事内容等の明確化を図る。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

請負工事

及び保守点

検業務委託

における契

約締結の方

法を適正に

すべきもの 

１ 都立大塚病院におけるＰＨＳ設備保守点検

委託（請負金額：２８７万７，０００円）を

見たところ、ＰＨＳ子機の障害時等における

代替機の番号情報設定を他社では実施できな

い等の理由でＡと特命随意契約をしている。

しかし、番号情報設定については、Ａでなく

ても容易に実施できるものであり、他に挙げ

ている理由だけでは、法令で定められた随意

契約ができる場合に該当しない。 

２ 都立大塚病院駐車場管制設備更新工事（請

負金額：２，４９９万円）については、設備

内容を熟知している、製造者であるため経済

的である、等の理由により、Ｂと特命随意契

約をしている。 

しかしながら、今回の更新工事では既設配

線だけを残し、設備機器を全て新たに取り替

える工事であり、本工事の契約において、挙

げられている理由は適用できない。 

 

１及び２は、随意契約ができる場合に該当し

ないとともに、契約の透明性や公平性の観点か

ら、特命随意契約ではなく、競争入札により契

約締結をすべきである。 

 

平成２４年１月１３日付サ

ービス推進部患者サービス課

長より、各都立病院施設担当課

長及び病院経営本部内所管課

長宛の「適正な施設関係事務の

徹底について」により、施工管

理及び施工関係事務の適正化

を図るよう周知を行った。 

大塚病院としては、監査指摘

を重く受け止め、指摘対象とな

ったＰＨＳ設備保守点検委託

については、平成２４年度から

は特命随意契約を行わないこ

ととした。 

また、今後同様の工事を実施

する場合には、競争入札により

受託者を決定する。 

 

教育庁 建設副産

物情報交換

システムの

登録におけ

る事務処理

を適正に行

うべきもの 

都立葛飾盲学校（東２１）中庭改修その他工

事は、都立葛飾盲学校において、コンクリート

塊等が混入している中庭の土の入替え等を行う

ものである。 

このうち、東京都建設発生土再利用センター

（以下「センター」という。）に搬出すること

としている建設発生土について見ると、設計で

は、建設副産物情報交換システム（以下「ＣＯ

ＢＲＩＳ」という。）への登録が必要なことか

ら、「本工事は、ＣＯＢＲＩＳの登録対象工事

であり、請負者は、施工計画作成時、工事完了

時及び登録情報の変更が生じた場合は、速やか

にＣＯＢＲＩＳにデータの入力を行い、その都

度「建設副産物情報交換システム登録証明書」

を監督員に提出し、内容の確認を受けること」

とし、特記仕様書に記載している。 

しかしながら、施工では、請負者からセンタ

ーへ搬出することを理由にＣＯＢＲＩＳへの登

録免除の協議書が提出されたことを受け、登録

が必要であるにもかかわらず、誤ってこれを免

除していることは適正でない。 

 

東部学校経営支援センター

は、平成２３年９月１４日に、

ＣＯＢＲＩＳ研修でシステム

の概要、業者への登録指導等の

説明を行うとともに、指摘趣旨

を周知した。 

また、平成２３年９月３０日

には、当該部署工事担当者が、

教職員住宅担当者会議に参加

し、工事積算、廃棄物の適正な

処理等について営繕課の技術

職員から指導を受けた。また、

施工の各段階における点検・確

認ルールを定め、特記仕様書記

載事項どおりに施工されてい

ることを定期的に点検・確認す

ることとした。 
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〔平成２３年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
生活文化局  補助対象

を明確に規

定すべきも

の 

公益財団法人東京都歴史文化財団が行う運営

費補助金の申請は、交付要綱に基づいて、財団

が実施する補助対象事業の全てについて収入及

び支出の状況を明らかにしたうえで、その差額

（＝支出－（基本財産運用収入＋事業収入＋雑

収入＋特定資産取崩収入））を算定することに

より行わせる必要がある。 

ところで、財団が平成２１年度に実施したプ

ロムナードギャラリー事業については、本補助

金の算定に含めて積算するべき事業と考えられ

るが、当該事業を補助対象とすることについて

明確な規定が見当たらなかった。 

これは、局が、財団の自主事業のうち、補助

対象となるものについて、要綱において具体的

な補助要件を規定していないことによるもので

あり、適切でない。 

局は、運営費補助金の交付に当たり、要綱に

具体的な補助要件を規定されたい。 

 

平成２４年３月６日付２３

生文企第１０９４号により平

成２４年度運営費補助金交付

要綱を改訂し、財団の自主財

源、負担金等により経費を全額

補うことを予定している事業

については補助の対象としな

いことを規定した。 

 

生活文化局 

＜公益財団

法人東京都

歴史文化財

団＞ 

 物品の管

理を適正に

行うべきも

の 

局は、財団との間で指定管理業務の委託に当

たり、財団と基本協定を交わし、財団が指定管

理料を用いて購入した物品は、局に帰属するも

のと定めている。 

このため、財団は、指定管理期間中、年度ご

とに、物品の購入実績を局に報告するよう義務

づけられている。 

ところで、財団において、物品の購入状況を

見たところ、財団は、平成２１年度において、

購入金額１００万円を越える重要物品を含む物

品を購入している。 

しかしながら、財団による局への報告実績に

ついて確認したところ、監査日現在、財団は、

当該物品を購入したことを局に報告しておらず

適正でない。 

また、局が、結果として、物品を、都の物品

管理システムに登録していないことも、適正で

ない。 

 

財団は、平成２３年１１月８

日付２３歴文事財第３０３号

により報告漏れとなった当該

物品について局へ報告した。 

局は、平成２３年１１月２８

日付けで当該物品を物品管理

システムに登録するとともに、

２３生文企第７５０号通知に

より、財団に対して、今後適正

に物品の管理を行うよう指導

の徹底を図った。 

なお、財団では、平成２３年

１２月１９日付２３歴文事財

第３４７号通知により、全館に

適正な物品管理業務を行うよ

う周知徹底した。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
福祉保健局 要綱を改

正する等手

続きを整備

すべきもの 

局は、心身障害者施設用地取得費貸付等事業（以下

「貸付事業」という。）実施要綱及び心身障害者施設

用地取得費借入金償還経費補助（以下「償還補助」と

いう。）要綱に基づき、心身障害者施設の設置促進を

図ることを目的として、社会福祉法人の用地取得に要

する資金の貸付けを、財団法人東京都福祉保健財団

（以下「財団」という。）を通じて行うとともに、貸

付金の償還に対して法人に経費補助を行っている。 

ところで、この貸付事業を利用して取得した施設の

土地権利等について見たところ、知事の承認を受けず

に、①社会福祉・医療事業団（現：独立行政法人福祉

医療機構、以下「事業団」という。）の抵当権に供し、

さらに財団の抵当権と順位を入れ替え、財団の抵当権

を２番順位に変更していたもの、②元地主である大蔵

省（現：財務省）の買戻し特約に関する権利が登記さ

れていたものが認められた。 

一方で、福祉事業を新規に運営もしくは安定的に継

続運営させるためには、国有地の取得や事業団からの

借入れが必須となる場合も多く、局も事実上、これら

の場合に限っては、事業団に対する都からの意見書や

担保余力が認められることを条件に、知事承認を行わ

ずに、抵当権の設定等を認めているのが実態である。 

しかしながら、このような現状は、要綱の規定と、

実際の取扱いが異なるものであることから、局は、要

綱を改正する等手続きを整備されたい。 

 

国による買戻し特約や

独立行政法人福祉医療機

構への抵当権設定につい

ては認めるよう、心身障

害者施設用地取得費貸付

等事業実施要綱及び心身

障害者施設用地取得費借

入金償還経費補助要綱を

改正した。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人済美会

＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、指定身体障害者療護

施設等の運営等に要する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

基本補助項目の各障害程度区分及び努力・実績加算項

目の知的障害者施設（通所）重度障害者加算に係る対

象者数等を誤って算定したことから、２６万円が過大

に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年

１２月２１日に法人より

返還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人済美会

＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、指定身体障害者療護

施設等の運営等に要する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

基本補助項目の各障害程度区分及び努力・実績加算項

目の知的障害者施設（通所）重度障害者加算に係る対

象者数を誤って算定したことから、５８万７０００円

が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年

１２月２１日に法人より

返還された。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
福祉保健局 

＜社会福祉

法人台東つ

ばさ福祉会

＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、指定身体障害者療護

施設等の運営等に要する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力実績加算項目の身体障害者施設（通所）重度障害

者加算に係る対象者数を誤って算定したことから、９

万３，０００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年

１２月２１日に法人より

返還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人ときわ

会＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、指定身体障害者療護

施設等の運営等に要する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

基本補助項目の各障害程度区分及び努力・実績加算項

目の知的障害者施設（通所）重度障害者加算に係る対

象者数を誤って算定したことから、５７万５，０００

円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年

１２月２０日に法人より

返還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人ときわ

会＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、指定身体障害者療護

施設等の運営等に要する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目の知的障害者施設（通所）重度障

害者加算に係る対象者数を誤って算定したことから、

５３万８，０００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年

１２月２１日に法人より

返還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人善光会

＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、指定身体障害者療護

施設等の運営等に要する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

基本補助項目の障害程度区分（Ａ）に係る対象者数を

誤って算定したことから、３０万７，０００円が過大

に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年

１２月２２日に法人より

返還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人南風会

＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、指定身体障害者療護

施設等の運営等に要する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

基本補助項目の障害程度区分（Ａ）に係る対象者数を

誤って算定したことから、１６万３，０００円が過大

に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年

１２月２１日に法人より

返還された。 

 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人福栄会

＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、指定身体障害者療護

施設等の運営等に要する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算の身体障害者施設重度障害者加算に係

る対象者数を誤って算定したことから、８６万２，０

００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年

１２月２１日に法人より

返還された。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
福祉保健局 

＜社会福祉

法人多摩養

育園＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

基本補助項目の年齢別入所児童数及び零歳児保育対

策実施かつ産休明け保育実施に係る在籍児童数を誤

って算定するなどしたことから、２８万９，０００円

が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１６日に法人より返

還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人昭島愛

育会＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目のうち、①延長保育事業（２時間・

３時間延長）加算において、利用児童数を誤って算定

した、②アレルギー児対応において、医師の診断書が

ない児童を対象児童数に含めて算定した、③在宅支援

活動（出前保育）において、参加者不在等で実施でき

なかったものも回数に含めてポイント数を算定した

ことから、１２９万円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１３日に法人より返

還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人昭島愛

育会＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目のうち異年齢児交流（小学生等と

の交流）及び在宅支援活動（子育てサークル支援）に

おいて、補助要件を満たしていないものを回数に含め

てポイント数を算定したことから、５０万円が過大に

交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１６日に法人より返

還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人昭島愛

育会＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目のうち、世代間交流（お年寄りと

の交流）及び在宅支援活動（子育てサークル支援）に

おいて、参加者不在等で実施できなかったものも回数

に含めてポイント数を算定したことから、１８万円が

過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１５日に法人より返

還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人若水会

＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目のうち、①アレルギー児対応にお

いて、医師の診断書がない児童を対象児童数に含めて

算定した、②外国人児童受入れにおいて、補助要件を

満たしていない児童を対象児童数に含めて算定した

ことから、３２万４，０００円が過大に交付されてい

る。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１６日に法人より返

還された。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
福祉保健局 

＜社会福祉

法人大龍会

＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

①基本補助項目の年齢別入所児童数及び努力・実績加

算項目のうち零歳児保育対策実施かつ産休明け保育

実施に係る在籍児童数を誤って算定した、②努力・実

績加算項目のうち外国人児童受入れにおいて、補助要

件を満たしていない児童を対象児童数に含めて算定

したことから、３１万２，０００円が過大に交付され

ている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１４日に法人より返

還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人大龍会

＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目のうち、①延長保育事業（零歳児

の延長保育）において、利用児童数を誤って算定した、

②異年齢児交流（小学校低学年児童受入れ）において、

補助要件を満たしていない児童を含めてポイント数

を算定したことから、２０万２，０００円が過大に交

付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１３日に法人より返

還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人村山苑

＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目のうち、①延長保育事業（零歳児

の延長保育）に係る利用児童数を誤って算定した、②

世代間交流（お年寄りとの交流）及び在宅支援活動（出

前保育）において、補助要件を満たしていないものを

回数に含めてポイント数を算定したことから、１２０

万５，０００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１６日に法人より返

還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人村山苑

＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目のうち零歳児保育対策実施かつ産

休明け保育実施及び零歳児保育対策実施かつ産休明

け保育未実施において、在籍児童数を誤って算定した

ことから、７３万１，０００円が過大に交付されてい

る。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１６日に法人より返

還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人こうほ

うえん＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目のうち①アレルギー児対応におい

て、医師の診断書がない児童を対象児童数に含めて算

定した、②異年齢児交流（小中高生の育児体験受入れ）

において、補助要件を満たしていないものを回数に含

めてポイント数を算定したことから、８８万３，００

０円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１６日に法人より返

還された。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
福祉保健局 

＜社会福祉

法人えどが

わ＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

①基本補助項目の年齢別入所児童数を誤って算定し

た、②努力・実績加算項目のうち保育拠点活動支援に

おいて、補助要件を満たしていない項目のポイント数

を算定したことから、１０万２，０００円が過大に交

付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１３日に法人より返

還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人恩賜財

団東京都同

胞援護会＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目のうち、①延長保育事業（零歳児

の延長保育）において、利用児童数を誤って算定した、

②アレルギー児対応において、医師の診断書がない児

童を対象児童数に含めて算定したことから、５万１，

０００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１３日に法人より返

還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人恩賜財

団東京都同

胞援護会＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目のうち、アレルギー児対応におい

て、医師の診断書がない児童を対象児童数に含めて算

定したことから、３６万１，０００円が過大に交付さ

れている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１４日に法人より返

還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人安立園

＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目のうち、①一時・特定保育事業に

おいて利用時間を誤って児童数を算定した、②アレル

ギー児対応において対象児童数を誤って算定した、③

保育所地域子育て支援推進加算の健康増進支援にお

いて補助要件を満たしていなかったことから、５６万

１，０００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１６日に法人より返

還された。 

福祉保健局 

＜社会福祉

法人アゼリ

ヤ会＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に要

する費用の一部を補助している。 

この補助金交付状況についてみたところ、法人は、

努力・実績加算項目の一時・特定保育事業において、

利用時間を誤って児童数を算定したことから、９万円

が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２４年

３月１５日に法人より返

還された。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
福祉保健局 

＜社会福祉

法人江東こ

とぶき会＞ 

 補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、軽費老人ホーム（ケアハウス）の利用

者の負担を軽減するため、軽費老人ホームを設

置する社会福祉法人等に対し補助金を交付し

ているが、この補助金は、入居者の収入に応じ、

法人が減額した施設利用料について、その減額

分を補助するものである。 

この補助金交付状況についてみたところ、法

人は、入居者からの徴収額の階層区分を誤った

ことから、利用料の減額が適正でない事例が認

められた。このため、補助金１２万円が過大に

交付されている。 

 

過大に交付した補助金につい

ては、平成２４年１月３０日に

法人より返還された。 

生活文化局 

＜学校法人

高輪学園＞ 

当該学校法人から平成２４年

１月３０日に過大交付となった

補助金の返還を受けた。 

また、学校法人が補助金に係

る事務を改善するよう見直した

ことを確認した。 

 

生活文化局 

＜学校法人

順天学園＞ 

当該学校法人から平成２４年

１月２３日に過大交付となった

補助金の返還を受けた。 

また、学校法人が補助金に係

る事務を改善するよう見直した

ことを確認した。 

 

生活文化局 

 

 国際化推

進補助に係

る補助金の

返還を求め

るべきもの 

 

局は、私立学校経常費補助金交付要綱によ

り、海外に在留していた児童又は生徒（引き続

き１年を超える期間の在留、帰国後３年以内の

者に限る。）の受入れを行った私立高等学校等

に対し、私立学校経常費補助の特別補助とし

て、１人当たり９万円の国際化推進補助を行っ

ている。 

ところで、学校法人における局からの補助金

交付状況を見たところ、複数の適正でない事例

が認められた。 

学校法人は、補助金の申請を適正に行われた

い。 

局は、補助金の交付に係る審査を適正に行う

とともに、各学校法人に対し、過大に交付した

補助金の返還を求められたい。 

 

（ア）局は、学校法人高輪学園に対して高輪中

学校分として補助金を交付しているが、平成２

１年度４名分３６万円、平成２２年度３名分２

７万円、合計６３万円過大であることが認めら

れた。 

（イ）局は学校法人順天学園に対して順天中学

校分として補助金を交付しているが、平成２１

年度１名分９万円過大であることが認められ

た。 

（ア）当該法人は、今後の事務

処理を適正に行うよう見直し

を図った。局としては、この

ことを平成２３年１０月２４

日付文書で確認した。 

平成２４年１月３０日付け

で法人から補助金の返還を受

けた。 

（イ）当該法人は、今後の事務

処理を適正に行うよう見直し

を図った。局としてはこのこ

とを平成２３年１１月１日付

文書で確認した。 

平成２４年１月２３日付け

で法人から補助金の返還を受

けた。 

局は、平成２４年２月２８日

付けの担当者会議で審査を適正

化するよう周知徹底を図った。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
生活文化局 

＜学校法人

佼成学園＞ 

当該学校法人から平成２４年

２月２８日に過大交付となった

補助金の返還を受けた。 

また、学校法人が補助金に係

る事務を改善するよう見直した

ことを確認した。 

 

生活文化局 

 

 私立学校

安全対策促

進事業に係

る補助金の

返還を求め

るべきもの 

  

局は、私立学校安全対策促進事業費補助金交

付要綱により、私立学校の校舎等の耐震補強工

事に対する補助金を交付している。 

ところで、学校法人佼成学園が平成２１年度

に行った校舎改修工事（補助対象の耐震補強工

事を含む）について見たところ、当初の見積書

及び要綱に基づき算出した９，６９９万８，０

００円について、補助金の交付申請及び実績報

告を行っている。 

しかしながら契約書を確認したところ、施工

業者は１％相当分を値引きしていたことから、

補助金の交付額が９７万円（監査事務局試算）

過大となっている。 

学校法人は、補助金の申請を適正に行われた

い。 

局は、補助金の交付に係る審査を適正に行う

とともに、学校法人に対し、過大に交付した補

助金の返還を求められたい。 

 

当該法人は、今後の事務処理

を適正に行うよう見直しを図っ

た。局としては、このことを平

成２３年１２月９日付文書で確

認した。 

平成２４年２月２８日付けで

法人から補助金の返還を受け

た。 

局は、同日付けの担当者会議

で審査を適正化するよう周知徹

底を図った。 

 

生活文化局 

＜学校法人

守屋育英学

園＞ 

当該学校法人から平成２３年

１２月２８日に過大交付となっ

た補助金の返還を受けた。 

また、学校法人が補助金に係

る事務を改善するよう見直した

ことを確認した。 

 

生活文化局 

 

 都内生就

学促進事業

に係る補助

金の返還を

求めるべき

もの 

局は、都内公立中学生の就学促進を目的とし

て、私立高等学校都内生就学促進補助金交付要

綱に基づき、都内に所在する私立高等学校が行

う生徒募集等に係る広報活動に要する経費に

対し、補助金を交付している。 

ところで、学校法人守屋育英学園の関東第一

高等学校において、申請・実績報告関係書類を

見たところ、学校案内パンフレットやポスター

作成等に要した広報活動経費のうちに、当該要

綱上では補助対象として認められない経費が

含まれていたことから、補助金の交付額が５０

０万円過大となっている。 

学校法人は、補助金の申請を適正に行われた

い。 

局は、補助金の交付に係る審査を適正に行う

とともに、学校法人に対し、過大に交付した補

助金の返還を求められたい。 

 

当該法人は、今後の事務処理

を適正に行うよう見直しを図っ

た。局としてはこのことを平成

２３年１１月１６日付文書で確

認した。 

平成２３年１２月２８日付け

で法人から補助金の返還を受け

た。 

局は、平成２４年２月２８日

付けの担当者会議で審査を適正

化するよう周知徹底を図った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局  補助対象

経費の基準

を明確にす

べきもの 

局は、法人等が設置する病院等に対して、運営等

に要する経費の一部を補助している。 

ところで、事業ごとの運営費に係る、補助対象経

費の基礎となる給与費等の算定方法について見た

ところ、病院により算定方法が異なった事例が、以

下のとおり認められた。 

ア 医師勤務環境改善事業 

医師勤務環境改善事業補助金交付要綱に基づ

き補助を行うものであるが、算定に当たり給与費

など対象とする経費の範囲が明示されていない

ため、病院により、法定福利費の算入に差異が見

られた。 

イ 東京都周産期母子医療センター運営費等補助

事業 

東京都周産期母子医療センター運営費等補助

金交付要綱に基づき補助を行うものであるが、算

定に当たり給与費など対象とする経費の範囲が

明示されていないため、病院により、退職給与引

当金の算入に差異が見られた。 

ウ 東京都救命救急センター施設整備等補助事業 

東京都救命救急センター施設整備等補助金交

付要綱に基づき補助を行うものであるが、算定に

当たり給与費など対象とする経費の範囲が明示

されていないため、病院により、退職給与引当金

の算入に差異が見られた。 

補助対象経費である給与費等は、補助金の算定根

拠であり、病院により算定が異なっている現状を踏

まえると、局は要綱等で明確な基準を示すべきであ

る。 

 

ア 医師勤務環境改善事業

については、要綱を改定

した。 

イ 東京都周産期母子医療

センター運営費等補助事

業については、質疑応答

集を改定した。 

ウ 東京都救命救急センタ

ー施設整備等補助事業に

ついては、質疑応答集を

作成した。 

 

以上を行うことにより補

助対象経費の基準をより明

確にした。 

 

福祉保健局  補助対象

経費の算定

基準の設定

を適正な手

続きにより

行うべきも

の 

局は、東京都がん診療連携拠点病院機能強化事業

補助金交付要綱に基づき、運営等に要する経費の一

部を補助している。 

その補助金算定の基礎に当たる人件費の算定状

況について見たところ、時間外手当の実績の捉え方

について、平成２１年度は、時間外手当支給の属す

る月（賃金台帳ベース）とし、平成２２年度は、時

間外手当が発生した月を属するものとして、対象経

費を算定している事例が認められた。 

このことについて確認したところ、病院から局へ

の照会があった際に、局担当係において、実績の発

生した月を算定基準とすると判断したためである。

しかしながら、この算定基準の決定については、

局内部において正式な手続きにより行われたもの

ではなく、他補助事業の補助要綱に基づく補助金の

交付事務に影響を及ぼすものであり適正でない。 

局は、補助対象経費の算定基準の設定を適正な手

続きにより行われたい。 

 

補助対象経費の算定基準

の設定については、設定内

容の確認及び対象施設への

通知に関して起案し、平成

２４年２月６日付けで決定

した。 

 



 - 27 -

 

対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
都市整備局 

＜財団法人

東京都新都

市建設公社

＞ 

下水道施

設の維持管

理における

緊急対応工

事を適正に

行うべきも

の 

財団法人東京都新都市建設公社は、八王子市

の下水道施設管理を受託しており、公社はこの

受託に伴いＡと八王子市公共下水道維持補修

工事（単価契約）を締結している。 

この契約の中で、突発的な事故など緊急かつ

迅速な対応が必要な場合には、公社が故障処理

票・緊急指示書の緊急指示書欄への記載をもっ

て緊急対応の指示を行うこととしており、これ

に要する費用は、通常の２５パーセント増しと

なっている。 

ところで、この緊急対応を見たところ、 

① 当該緊急対応工事の契約約款や単価契約

工事実施要領には、何時間以内に完了しなけ

ればならないなど緊急に対処する時間の定

めがないこと 

② 一部の工事において、緊急指示書の記載が

ないにもかかわらず、緊急対応したとして割

増しの費用を払っていること 

が見受けられた。 

また、工事の施工確認には、施工完了の確認

できる写真等が必要であるが、全ての緊急対応

工事において、施工完了年月日が確認できなか

った。 

緊急対応については、費用を増額しているこ

とから、緊急対応工事に対処する時間を単価契

約工事実施要領などに明文化し、契約時には特

記仕様書などに明示するとともに、施工確認を

適正に行うなど、取扱いを適正にする必要があ

る。 

 

①の指摘の件については、単

価契約工事実施要領の改定（平

成２３年１２月１５日適用）を

行い、その中で第３章（用語の

定義）５（緊急指示）に時間の

定めを追記した。 

②の指摘の件については、緊

急指示書の正規な取扱いの徹底

ついて、平成２３年９月２８日

付けの文書にて担当部署の職員

への周知を行った。 

また、施工年月日確認のため、

写真内での明示を平成２３年９

月３０日付けの文書（指示簿）

にて請負業者へ指示するととも

に、平成２３年１０月１３日付

けの文書により担当部署職員へ

の周知を行った。 

 

都市整備局 

＜財団法人

東京都新都

市建設公社

＞ 

労務単価

の積算を適

正に行うべ

きもの 

東京都建設発生土再利用センター土質改良

プラント電気設備更新その１工事における労

務単価の積算について見ると、作業効率の低下

が予想されるとして、公社の基準により危険作

業の補正を行っている。 

しかしながら、この基準は、高電圧充電部分

との離隔距離が２ｍ以内の作業に限り適用さ

れるものであり、本工事において、労務単価の

補正を行うことは適正でない。 

このため、積算額約６４８万円が過大なもの

となっている。 

 

平成２３年１２月１４日付け

で関係職員に対し、｢平成２３年

度財政支援団体等監査の指摘事

項に対する注意喚起｣の文書を

通知し、積算基準の適正な使用

について周知徹底した。 

更に、再発防止策として、平

成２４年１月１８日に発生土再

利用センター設計担当者・工事

担当監督員を対象とした研修を

開催し、指摘内容を踏まえ、設

計手順、設備設計・工事監督チ

ェックシート活用の指導及び工

事変更、設計変更の手続きを再

確認した。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
都市整備局 

＜財団法人

東京都新都

市建設公社

＞ 

工事の安

全管理につ

いて請負者

を適切に指

導、監督す

べきもの 

打越地区区画道路築造第２４号並びに整地

第１８号工事及び八王子市打越町６－２番地

先外下水道築造５４－公１工事（八王子市打越

土地区画整理地区内）他１件は、整地工事や下

水道管きょの布設工事等を行うものである。 

このうち、下水道管きょの布設工事に必要な

仮設工の施工状況について見ると、掘削深さが

１．５ｍを超えている場合、「建設工事公衆災

害防止対策要綱（土木工事編）」等の規定では、

安全な施工ができるよう適切な法勾配の確保

や土留工を設置することとしている。しかしな

がら、本工事の掘削工事において、掘削深さが

１．５ｍを超えているにもかかわらず、土留等

が設置されていない。 

工事を安全に施工するためには、関係法令等

を守った安全対策を確実に実施すべきである。

工事の安全管理について、請負者を適切に指

導、監督されたい。 

公社では、再発防止策として

平成２３年１０月６日に区画整

理部技術課長から工事担当者に

指摘事項に関する周知を徹底し

た。 

平成２３年１１月３０日に公

社工事担当職員、工事請負業者

安全管理責任者を対象に工事安

全管理者講習会を開催し、安全

管理の徹底を周知した。 

平成２３年１２月６日に区画

整理部技術課長から年末年始工

事の安全管理について工事担当

者に周知した。その際、安全管

理重点事項として崩落災害の防

止を挙げ 土留工の設置の徹底

を周知した。 

平成２３年１２月１４日に工

事安全パトロールを実施し、山

留工の設置を重点項目とし点検

を実施した。 

 

総務局 

＜公益財団

法人東京都

島しょ振興

公社＞ 

 補助金の

額の確定を

適正に行う

べきもの 

公社は、地域振興に係る補助金交付要綱に基

づき、島しょ地域の団体・グループが実施する

特産品に関する事業、観光に関する事業及び島

おこしを担う人材育成に関する事業に対し、概

算払いにより補助金を交付している。 

ところで、公社において、平成２２年度の補

助事業に係る補助金の額の確定事務について

見たところ、監査日現在、公社は、既に概算払

いとして補助金の全額を補助事業者に支払っ

ていたが、補助事業者から提出された事業実績

報告に不備があったことから、補助金の精算と

額の確定を行っていないことが認められた。 

確認したところ、補助事業者には、概算払い

を受けた補助金を、精算により、公社に返還す

る必要が認められなかったものの、公社が、補

助事業が終了し半年以上が経過してもなお、補

助金の額を確定できていないことは、適正でな

い。 

 

局としては、公社に対して、

補助金の額の確定を速やかに行

うよう指導を徹底するととも

に、補助金の交付要綱において、

事業実績報告書の提出期限を明

確にするなど、抜本的な改善策

を講じるよう指導した。 

公社は、未提出の事業実績報

告書等について、速やかに団体

からの提出を受け、平成２３年

１０月６日及び７日に補助金の

額の確定を行った。 

また、補助金交付要綱の一部

改正（平成２４年２月１７日一

部改正、４月１日施行）を行い、

事業実績報告書の提出期限を明

確にした。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
総務局 受託事業

における関

係機関との

調整につい

て 

公社は、「‘０９食博覧会・大阪」博覧会にお

いて、東京都ブースを設営し、島しょの物産を展

示・販売し、島しょ観光の集客効果を図るよう、

産業労働局から特命随意契約を受託した。 

ところで、公社は、東京都ブースの設営等のた

め、株式会社Ａとの間で委託契約を締結していた

が、産業労働局からの受託金額及び公社からの発

注金額について比較すると、公社は、当該受託事

業の履行において、７９万２，４４７円の赤字と

なっていることが認められた。 

局は、公社が出えん金の利息で自主事業を行っ

ているものの、近年、金利水準が低迷する厳しい

経営環境にあることを踏まえ、資金の貸付けを行

う等、財政支援を行っている状況にある。 

指導監督に当たる局には、公社の受託事業が赤

字となり、島しょ地域の振興を目指す自主事業の

運営に影響を及ぼさないよう、公社が事業を受託

するときに関係機関と適切な調整を行うことが

望まれる。 

 

都各局からの受託事業等が

あった場合、十分な調整を行

い、受託事業が自主事業に影

響を与えないよう、局として

指導を徹底していく。 

なお、平成２４年度実施予

定の受託事業については、公

社から事前に受託事業一覧表

を提出させ、局として実施内

容、採算性等を確認した。 

 

交通局 

＜東京交通

サービス株

式会社＞ 

償却資産

の管理に係

る事務手続

きを適正に

行うべきも

の 

東京交通サービス株式会社において、固定資産

台帳と償却資産課税台帳とを突合、確認したとこ

ろ、両台帳間には差額があることが認められた。

しかしながら、会社は、両台帳間には差額があ

り、資産管理が不適切な状況となっているにもか

かわらず、固定資産台帳との照合を行わないま

ま、償却資産課税台帳を基に、都税事務所に対し

て平成２３年度分償却資産申告書を提出したこ

とは、適切でない。 

会社は、差額が発生した原因となっている固定

資産を速やかに特定し、償却資産に係る管理を適

正に行う必要がある。 

 

平成２４年１月５日に現品

確認が終了し、両台帳間の差

額が特定されたので、固定資

産台帳を基に償却資産課税台

帳を訂正後、平成２４年１月

都税事務所に申告した。 

 

交通局 

＜東京交通

サービス株

式会社＞ 

契約事務

を適正に行

うべきもの

（浅草線日

本橋駅冷房

設備分解整

備ほか５

件） 

会社が局と競争入札により受託した浅草線日

本橋駅冷房設備分解整備ほか５件の契約につい

て見たところ、会社は、局から受託した冷房設備

分解整備等に係る業務を、当該業者が契約対象の

設備又は駅を担当する保守業者であり、長年の実

績があることを特命理由として、再委託してい

る。 

しかしながら、冷房設備、冷凍設備、換気設備

については、様々なメーカーの製品の結合品であ

り、会社が安全管理のために立会いを行っている

ことから、一定の知識・経験を有する業者であれ

ば受託可能と認められ、会社が特命随意契約とし

ていることは、適正でない。 

 

１ 交通局 

再委託がある場合には、そ

の再委託の選定に対して競争

性の導入を検討するよう指導

する。 

 

２ 東京交通サービス 

平成２３年１２月以降、全

案件競争入札を実施してい

る。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
福祉保健局 

＜地方独立

行政法人東

京都健康長

寿医療セン

ター＞ 

治験の受

託に関する

契約の各経

費を適切に

請求すべき

もの 

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センタ

ーは、Ａ外２社と治験の受託に関する契約を締結

している。契約金額は、治験の実施に伴い必要と

なる臨床試験研究経費、治験薬等管理経費及び事

務管理経費等からなり、それぞれ業務の進行に応

じ、委託者から収入している。 

ところで、これら３契約それぞれの経費の収入

状況についてみたところ、平成２２年度における

受託業務の履行が完了しているにもかかわらず、

監査日現在、治験薬等管理経費及び事務管理経費

の請求を行っておらず、５０２万９,７１０円が

収入されていない。 

 

今回請求漏れを指摘された

３件について請求を行い、平

成２３年１１月３０日まで

に、５０２万９,７１０円全額

が入金された。 

水道局 ハンディ

ターミナル

の消耗品を

経済的に購

入すべきも

の 

局は、株式会社ＰＵＣ（以下、「会社」という。）

と「水道料金ネットワークシステムに係る運用管

理委託」を特命随意契約で締結している。 

局は、検針業務に使用するハンディターミナル

の本体と、消耗品とを一体的に保守管理する必要

があるとして、この契約に、当該消耗品（本体バ

ッテリパック等）の購入を含めている。 

会社は、これらの消耗品について、局から調達

数量、時期等の指示を受け、納入業者と契約し、

局が検針業務を委託している会社（３社）に納品

させている。 

ところで、これらの消耗品について、消耗品相

当額（局の積算額×落札比率）と会社が業者と契

約している調達額とを比較したところ、消耗品相

当額が調達額に比べて、監査対象期間の合計で

１，６０８万４，４７９円（監査事務局試算）高

額となっていることが認められた。 

これらの消耗品は、局が検針業務を委託してい

る会社に納品され、使用されるものであるため、

局が直接に調達することも可能なものである。 

局は、ハンディターミナルの消耗品を直接調達

するよう見直すなど、消耗品を経済的に購入され

たい。 

 

本件については、監査指摘

に基づき、次回調達時は、局

にて消耗品を直接購入する。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
水道局 

＜株式会社

ＰＵＣ＞ 

サービス

ステーショ

ン用制服の

在庫管理を

適切に行う

べきもの 

会社は、局からサービスステーションにおける

営業業務を受託しており、サービスステーション

用制服貸与規程に基づき社員に制服を貸与し、貸

与状況を「貸与品の貸与・返却台帳」で管理して

いる。 

ところで、制服の在庫管理の状況について見た

ところ、監査日現在、実際の在庫数と在庫状況表

の在庫数とが一致していない状況が認められた。

これは、在庫に関して、①日々の受入れ、払出

しを記載した管理台帳を作成していないこと、②

定期的に在庫確認を行っていないことが原因と

なっている。 

局職員等を装った詐欺や悪質な訪問販売等も

発生しており、制服の管理は重要である。 

会社は、サービスステーション用制服の在庫管

理を適切に行われたい。 

 

入出庫履歴を記録する制服

等在庫管理表を作成し、その

都度制服等の在庫状況集計表

に反映させ、日々の管理を徹

底するとともに、在庫状況集

計表と実際の在庫数との棚卸

しにより、定期的に確認を行

うよう管理規程を改定した。 

また、本指摘内容と改善措

置について、平成２４年１月

２０日の管理部長会及び同日

付総務部通知にて社員へ周知

徹底を図った。 

なお、改定後の規程に基づ

き、平成２４年２月３日に制

服等に関する棚卸しを実施

し、在庫管理が適正に運用さ

れていることを確認した。 

 

水道局 

＜株式会社

ＰＵＣ＞ 

システム

改善に関わ

る委託契約

を適切に行

うべきもの 

会社は、局から、平成２１年度に「勤務時間の

短縮及び労基法改正に係る超過勤務割増率変更

対応等に伴う給与計算事務システム改善委託」、

平成２２年度に「専務的非常勤制度導入等に伴う

人事情報管理システム改善委託」をそれぞれ受託

しており、会社はそれぞれの受託契約業務の一部

を再委託している。 

これらの契約について見たところ、局との契約

以前に再委託契約を締結し、局との契約日以降、

再委託の申請を提出しているものの、再委託期間

は、事実と異なる内容で申請されている状態とな

っている。 

会社は、再委託申請前の期間については、両シ

ステムに係るシステム運用を別個に受託してい

るため、仕様変更や改善要望に対する影響調査等

の範囲として、テスト環境にかかる業務を再委託

先に行わせたもので、再委託申請には該当せず、

申請内容は問題がないとしているが、局の契約の

履行を前提とし、この結果を履行に活用している

ことから、再委託と認められる。 

再委託の手続きは、契約の受託先が局に事前申

請することにより、局は、再委託の理由や再委託

先への委託内容等を把握、検討したうえで、承認

を行うものであり、これにより、委託に伴うデー

タ管理の適正性をも担保するものとなっている。

これらを勘案すると、会社が局との契約以前に

再委託契約を締結し、業務を行わせていることは

適切でない。 

 

顧客との受託契約業務にお

いて、再委託申請が必要とな

る委託契約について、十分に

内容を確認するとともに、調

達稟議起案時には、顧客との

契約、再委託申請等の提出を

担当している営業部門の部長

を協議先に指定するよう改善

し、チェック機能を強化した。

また、本指摘内容と改善措

置について、平成２４年１月

２０日の管理部長会及び同日

付総務部通知にて社員へ周知

徹底を図った。さらに、上記

改善措置について、再委託申

請が必要となる委託契約に関

するガイドラインを作成・公

開し、社員への更なる周知徹

底を図った。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
産業労働局 

＜公益財団

法人東京し

ごと財団＞ 

 託児サー

ビスにおけ

る個人情報

の取扱いを

厳正に行う

べきもの 

公益財団法人しごと財団は、平成１９年度よ

り、センター内に託児室を設置し、保育専門会社

と年間委託契約を締結し、利用者に無料で託児サ

ービスを提供している。 

ところで、利用日当日、託児室において利用者

と委託会社との間で児童受渡しの伝票を取り交

わしているが、伝票には、利用者・児童の住所、

氏名等の個人情報が記載されていることもさる

ことながら、幼児を保育する中で就業の意思を有

し、センターの就業支援を受けているという個人

的な意思や事情を含んでおり、利用者個人にとっ

て秘匿性の高い情報である。 

このような情報は、これを漏えい・流失した場

合には、都及び財団の信頼を失墜するとともに、

重大な責任問題となることとなるため、特に取扱

いに注意を要する個人情報である。 

しかしながら、財団は、この伝票を保育会社社

員の当日の業務連絡票として、会社に持ち帰らせ

たままにしており、財団が厳重に保管・管理すべ

き情報を、現実には財団が保有していない実態と

なっている。 

さらに、当該委託契約においても、受託者は委

託業務完了後には速やかに収集した個人情報に

係る資料を返還することとされているにもかか

わらず、財団はこの返還も求めていない。 

また、多摩地域の支所「しごとセンター多摩」

（所在地：国分寺市）においてセミナーに参加す

る託児希望者のため、臨時的に託児室を年に数回

委託契約により開設しているが、伝票の取扱いに

ついては全く同様の状況となっていた。 

財団は、託児サービスにおける個人情報の取扱

いを厳正に行われたい。 

局は、財団の指導所管局として、東京都個人情

報の保護に関する条例（平成２年東京都条例第１

１３号）に基づき、財団への指導を徹底されたい。

 

平成２３年度については、

託児サービス開始以降の利用

者の個人情報について回収を

行い、全件回収の確認を行っ

た。また、契約書の「個人情

報に関する特記事項」等に基

づき、受託者と各事務手続き

における利用者の個人情報の

取扱方法を確認し、受託者側

が利用者の個人情報を外部に

持ち出すことを禁止した。 

平成２４年度については、

利用者の個人情報等につい

て、しごとセンター内での利

用に限定し、外部への持ち出

し禁止を仕様書等に明記する

こととし、個人情報の取扱い

を徹底させた。 

局は、託児サービスにおけ

る個人情報の取扱いを厳正に

行うよう、財団に対する指導

を行った。 

 

交通局  契約に関

する積算を

適正に行う

べきもの 

局が株式会社はとバスと締結している、都バス

杉並自動車営業所・臨海自動車営業所・青戸自動

車営業所・港南自動車営業所及び新宿自動車営業

所に係る管理の受委託に関する実施契約につい

て、局は、年度ごとに積算単価を調査し、それを

基に積算を行っている。 

ところで、平成２１年度における積算を確認し

たところ、最新の積算単価を用いて算出すべきと

ころ、前年度の積算単価を誤って用いて算出して

いる部分がある。そのため、局の積算金額が３，

５１０万余円過大となっており、契約金額が正し

い積算金額を上回ることとなっている。 

局は、契約に関する積算を適正に行われたい。

 

積算における誤り等を防止

するため、「委託積算チェッ

クシート」を作成し、担当者

だけでなく複数人で確認して

いくようにした。 
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〔平成２３年各会計定例監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
財務局 緊急修理

が必要な場

合における

事務を適正

に行うべき

もの 

建築保全部は、都庁第二本庁舎ほか昇降機保守

委託契約を、Ａと締結している（契約期間：平成

２２．４．１～平成２３．３．３１）。 

ところで、提出されている点検実施報告書を確

認したところ、当該契約の中では対応しないこと

となっている震災対応復旧のガバナワイヤーロ

ープの取替えについて、平成２３年３月２２日に

業者から報告を受け、同日に修理を完了させてい

る。 

しかしながら、部では、この修理について、契

約期間を平成２３年３月２９日から同月３１日

とした「都庁第二本庁舎３１号昇降機修理契約」

を締結し、平成２３年３月３１日付の修理完了届

を受けているのは、適正ではない。 

部は、緊急修理が必要な場合における事務を適

正に行われたい。 

 

（注）ガバナ（調速機） 

昇降速度がある一定以上になることを防ぐと

ともに、巻上げロープが切断されたときに緊急停

止させる機器 

 

本件については、震災直後

の庁舎機能の維持復旧で極め

て繁忙であった中において、

緊急修理の実施時に、修理の

実施部署と契約・計理担当部

署との間で十分な連絡が為さ

れなかったため、不適正な状

態となったものである。 

このため、再発防止に向け

て、緊急時においても事務処

理を適正に行うため、事務の

チャート図を作成し、事務の

手順を再度確認するととも

に、緊急修理連絡票を作成し、

緊急時において施工担当部署

が契約担当部署に遅滞なく連

絡できるよう、連絡方法等に

ついて改善を図った。 

なお、再発防止の検討結果

は、平成２４年２月２１日課

内係長会において職員に周知

徹底した。 

 

生活文化局 リース契

約に係る保

守料の積算

を適切に行

うべきもの 

総務部は、パーソナルコンピュータ等の賃借契

約を行っているが、本契約の保守料に係る積算内

訳について見たところ、ライセンス契約により保

守が含まれているために改めて積算する必要の

ない市販ソフト（オフィス統合ソフト等）につい

ての保守料を誤って加えていることから、リース

期間合計で７１万余円（監査事務局試算）が過大

となっている。 

 

部は、平成２４年２月２日

に開催した担当者会議におい

て、リース契約を行うに当た

り、適切に保守料を把握し、

積算を行うよう周知徹底し

た。 

 

生活文化局 リース契

約の積算根

拠となる資

料の取扱い

を見直すべ

きもの 

広報広聴部が行ったリース契約について見た

ところ、下記の状況が認められた。 

① リース当初における起案文書は、局が定めた

文書保存期間表により、事業の継続期間中は、

保存年限にかかわらず常用保存としなければ

ならないとされているが、長期継続契約２件に

ついて、リース期間中であるにもかかわらず、

起案文書が廃棄されているために、当該契約に

係る積算等の検証を行うことができなかった。

② 単年度契約１件について、平成２２年度の契

約に係る起案文書に積算内訳が添付されてい

ないために、当該契約に係る積算等の検証を行

うことができなかった。 

部は、リース契約の積算根拠となる資料の取扱

いを見直されたい。 

部は、平成２３年２月１０

日に開催した担当者会議にお

いて、リース契約の起案文書

について、文書保存期間表に

基づき適正な保存を行うこと

及び積算内訳を添付すること

を周知徹底した。 

 



 - 34 -

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
生活文化局 リース契

約の積算根

拠となる資

料の取扱い

を見直すべ

きもの 

消費生活総合センターが行ったリース契約に

ついて見たところ、下記の状況が認められた。 

① リース当初における起案文書は、局が定めた

文書保存期間表により、事業の継続期間中は、

保存年限にかかわらず常用保存としなければ

ならないとされているが、長期継続契約１件に

ついて、リース期間中であるにもかかわらず、

起案文書が廃棄されているために、当該契約に

係る積算等の検証を行うことができなかった。

② 長期継続契約１件について、平成２０年度に

契約を締結した際の起案文書に積算内訳が添

付されていないために、当該契約に係る積算等

の検証を行うことができなかった。 

センターは、リース契約の積算根拠となる資料

の取扱いを見直されたい。 

 

センターは、平成２３年４月

１１日付２３消セ活第８７号

通知により、リース契約当初の

起案文書について、文書保存期

間表に基づき適正な保存を行

うこと及び積算内訳を添付す

ることを周知徹底した。 

 

生活文化局 リース契

約に係る保

守料の積算

を適切に行

うべきもの 

リース契約の積算において、リース料は、本体

価格と初期導入費用の合計にリース料率を乗じ

て、保守料は、本体価格と初期導入費用を明確に

区分し、本体価格のみに対して保守料率を乗じて

算出する必要がある。 

しかしながら、都民生活部が行ったリース契約

に関する積算について見たところ、本体価格だけ

でなく初期導入費用にも保守料率を乗じて算出

しているもの、保守料の積算の根拠が記載されて

いないものが認められた。 

 

部は、平成２３年２月３日付

事務連絡により、リース契約を

行うに当たり、本体価格と初期

導入経費を明確に区分し、保守

料の積算を適切に行うことを

周知徹底した。 

 

生活文化局 リース契

約における

契約金額の

内訳の把握

について 

局内のリースに係る契約手続きについて見た

ところ、５部・所の１２件について、契約金額に

おける料金の内訳（リース料・保守料）が不明と

なっている契約が見受けられた。 

これは、契約締結時において、契約相手から契

約金額の内訳書を徴していないことによるもの

である。 

リース期間終了後、再リースにより契約を継続

する場合には、当初リース契約におけるリース料

と保守料の内訳が再リース契約時の積算根拠と

なるものである。 

局の契約事務を統括する総務部には、各部所が

リース契約における料金の内訳を把握するよう

指導が望まれる。 

 

部は、平成２３年４月２２日

に開催した担当者会議におい

て、各部所に対し、リース契約

仕様書に「契約締結後、速やか

にリース料・保守料・導入時経

費の明細が記載された賃借内

訳書を提出する」旨を記載し、

契約の相手方より本内訳の提

出を求めるよう周知した。 

また、局契約及び財務局契約

案件について、各部所から契約

締結依頼のあったものに対し

ては、当該文言の記載を確認

し、記載のない場合には追記す

るよう指導を徹底している。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 仮設住宅

の使用許可

手続きを適

正に行うべ

きもの 

第一区画整理事務所及び第二区画整理事務所

では、東京都土地区画整理事業用仮設住宅等使用

規則及び東京都土地区画整理事業用仮設住宅等

使用要綱に基づき、区画整理事業の区域内に居

住・営業する者のうち、換地に居住等が可能とな

るまでの間、仮の住居等に移転することが困難な

者に対し、仮設住宅等（住宅、倉庫、店舗・事務

所等。以下「仮設住宅」という。）を設置し居住

等の用に供している｡ 

ところで、第二区画整理事務所における平成２

２年度及び監査日現在における仮設住宅使用者

２１戸の使用申込みから使用許可、入居使用まで

の事務手続きについて見たところ、 

① 要綱では、使用予定者の選考は、選定委員会

が行い、決定は所長が行うとしているが、現居

住者のうち３戸については、申込書と請書（誓

約書）を徴しているのみで、選定委員会の選考、

所長の決定等、一連の使用許可手続きを経ない

まま仮設住宅を使用させている 

② 要綱では、正当な理由により使用者が使用期

間の延長を申し出た場合には、使用期間を延長

できるとしているが、実際に延長している３戸

については、使用期間延長に必要な申請及び延

長許可手続きを行わないまま使用を継続させ

ている 

など、要綱に基づく必要な手続き及び意思決定を

行っていないことが認められた。 

 

ア ①について 

使用許可をしていない使用

者に対し、選定委員会において

選考を行い入居を決定し、使用

許可書を通知した。 

 

イ ②について 

指摘のあった３戸は既に退

去済みである。今後、使用者か

ら延長の申出があった場合は、

必要な許可手続きを行ってい

く。 

また、入居状況や退去時期を

一覧的に把握できる表を整備

するとともに、使用者ごとの入

居手続き等フロー図を作成し、

所内のチェック体制の強化を

図った。 

 

都市整備局 測量等事

務委託につ

いて競争入

札の導入を

検討すべき

もの 

都営住宅経営部は、都営住宅敷地等管理適正化

処理委託を、Ａを相手方として特命随意契約をし

ている。 

部は、業務内容が土地家屋調査士の業務に係る

大量な作業を短期間で行うものであり、Ａは組織

的に業務を処理できる唯一の法人組織であるこ

とを特命理由としている。 

しかしながら、土地家屋調査士法は有資格者間

の競争活性化のため平成１４年に改正され、Ａ以

外の土地家屋調査士法人も受託できる仕組みと

なっていること、大量な作業を短期間で行う業務

内容とは言えないことから、特命随意契約とする

必要性は認められない。 

 

平成２３年１１月の都営住

宅敷地等管理適正化処理委託

から希望制指名競争入札を導

入し、契約を締結した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 測量調査

委託を適正

に行うべき

もの 

多摩ニュータウン整備事務所は、所が管理する

土地の測量調査を、単価契約により委託してい

る。 

この中で、所は、建設局が発行した「測量委託

標準仕様書」による測量業務の他、「打合せ協議」

及び「作業費」を工種別内訳書に記載させ、見積

もりを徴取している。 

ところで、「打合せ協議」及び「作業費」の内

訳について契約書類を見たところ、次のとおり、

不適正な状況が認められた。 

① 指示書に、「打合せ協議」及び「作業費」

に関する指示の記載が無く、内容が確認でき

ない。 

② 「作業費」に関する内訳等が無く、積算根

拠が確認できない。 

③ 委託の完了届に、「打合せ協議」及び「作

業費」に関する履行内容が記載されていな

い。 

所は、測量調査委託を適正に行われたい。 

 

平成２４年度から、「打合せ

協議」については「指示書（内

訳書）」摘要欄に打合せ内容を

記載し、「完了届（完了内訳書）」

摘要欄には打合せ実施日を記

載する。更に、別途「打合せ記

録簿」も添付する。 

「作業費」については、「指

示書（内訳書）」摘要欄に指示

作業内容を記載し、別途、数量

の歩掛り及び積算資料を添付

する。 

また、「完了届（完了内訳書）」

摘要欄には作業年月日を記載

し、「履行内容・成果品」を添

付することとした。 

 

環境局 狩猟許可

に係る事務

を適正に取

り扱うべき

もの 

自然環境部及び多摩環境事務所は、鳥獣の保護

及び狩猟の適正化に関する法律（以下「鳥獣保護

法」という。）に基づき、狩猟免許試験等を行い、

狩猟免状を交付するなどの事務を行っている。 

免許申請書及び免許更新申請書（以下「申請書」

という。）には、受けようとする狩猟免許の種類

等の事項を記載するとともに、銃砲刀剣類所持等

取締法により銃器の所持について現に許可を受

けている者が申請する場合は、許可証の番号、交

付年月日も記載し、その写しを添付しなければな

らないとされている。また、免許を受ける場合に

は、狩猟免許試験を、免許を更新する場合には、

適性検査を受けることとされている。 

ところで、部において、第１種及び第２種銃猟

免許の申請書等を見たところ、 

① 所持許可期限の切れている銃器によって記

載申請した者 

② 申請書にライフルや散弾銃などの銃の種類

等が記載されておらず添付されている銃の所

持許可との関係が明確でない者 

③ 申請書に記載されている銃の一部の所持許

可が切れている者 

に関しても、申請書を受理し、狩猟免状を交付し

ている事例が認められた。 

当該狩猟免許は、銃器による狩猟を許可するも

のであることから、厳正に取り扱うことが必要で

ある。 

 

平成２３年１２月に本庁及

び多摩環境事務所において申

請受付業務に携わる職員によ

る会議を開き、事務の取扱いに

係る今回の指摘について説明

し、今後の事務取扱方法につい

て協議し、さらに、銃器による

狩猟免許を交付する者の心構

えについて再確認した。 

その後、今後の事務を改善す

るため、申請書の記載及び添付

資料について職員及び申請者

に確認してもらうためのチェ

ック表を作成した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 リース契

約に係る保

守料の積算

を適切に行

うべきもの 

少子社会対策部は、サーバリプレイスに伴う児

童相談所情報管理システムに要する機器等の借

入れに係るリース契約（契約金額：４，３５３万

３，０００円、リース期間：平成２１．４．１～

平成２６．３．３１）を締結しているが、保守を

必要としないサーバラックについて、部は保守料

を積算しており適正ではない。 

この結果、リース期間全体について試算する

と、積算額が２７万７，２００円、契約金額が７

万１，４００円、それぞれ過大となっている。 

 

保守料の積算について、局内

周知文を作成し、注意喚起を行

った。 

次回リース契約時には、総務

局のＩＴ経費適正化マニュア

ルを使用し、適正に予定価格の

積算を行うようにする。 

 

福祉保健局 情報機器

の再リース

に係る保守

料を適切に

積算すべき

もの 

萩山実務学校は、児童及び生徒のパソコン学習

のために、平成１７年度から１９年度までパーソ

ナルコンピューター（集団学習装置）をリースし、

平成２０年度以降再リースしている。 

ＩＴ経費適正化マニュアル（総務局作成。以下

「マニュアル」という。）によると、リース開始

後５年間については当初契約時の保守料６万３，

０００円と同程度の金額により積算すべきとこ

ろであるが、学校はリース開始後４、５年目に当

たる平成２０、２１年度において保守料を３４万

１，４６０円として契約しており、適正でない。

この結果、契約金額が５５万６，９２０円過大

となっている。 

 

平成２４年度の再リース契

約の積算に当たり、機器の保守

料を当初リース契約時の額ま

で引き下げ、平成２４年度契約

を締結した。 

 

 

福祉保健局 情報機器

の再リース

に係るリー

ス料を適切

に積算すべ

きもの 

再リース時のリース料は、ＩＴ経費適正化マニ

ュアル（総務局作成。以下「マニュアル」という。）

により、情報機器については、当初リース料に対

し、１／１０程度を乗じた金額となるとされてい

る。 

ところで、東村山老人ホームは、平成１８年度

から平成２１年度まで栄養管理システム用電子

計算装置（サーバ及びパソコン等）をリースし、

平成２２年度の１年間再リースしているが、再リ

ース契約について見たところ、当初リース時の１

０分の１としてリース料を積算すべきところ、当

初契約時の１０分の１を超える額で積算してお

り、適正でない。 

この結果、再リース契約における保守料は当初

リースと同額として試算すると、月額１万８，０

０２円、合計２１万６，０２４円が過大となって

いる。 

 

平成２３年９月１２日に開

催した運営方針会議において、

各課（科）長及び各課庶務担当

の係長に対し、改めてリース契

約に関して注意喚起するとと

もに、平成２４年度以降に情報

機器の再リース契約案件があ

る場合には、適切にリース料を

積算するよう周知徹底した。 

また、情報機器リース案件を

所管する事業執行課の担当及

び所内情報処理指導主任に対

し、ＩＴ経費適正化マニュアル

の内容の確認を促した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 情報機器

の再リース

に係る積算

を適切に行

うべきもの 

再リース時のリース料は、ＩＴ経費適正化マニ

ュアル（総務局作成。以下「マニュアル」という。）

により、情報機器については、当初リース料に対

し、１／１０程度を乗じた金額となり、保守費用

については、５年程度までは当初保守料と同程度

の場合が多くみられるとされている。 

ところで、児童会館は、平成１９年度から平成

２１年度まで来所者用パーソナルコンピュータ

（デスクトップパソコン等）をリースし、平成２

２年度の１年間再リースしている。 

会館は、当初契約において、機器リース料と保

守料とを分けることなく、月額２０万５，８００

円と積算している。また、再リースにあたっては、

月額６万３，８４０円とし、そのうち保守料を３

万８，６４０円と積算している。 

そこで、マニュアルに基づき、当初リースの保

守料と再リースの保守料とが同額として試算す

ると、再リース時のリース料が当初契約時の１０

分の１を超える額で積算していることとなり適

正でない。 

この結果、再リース契約について試算すると、

月額２万８，１５４円、合計３３万７，８４８円

が過大となっている。 

 

再リース契約の積算につい

て、局内周知文を作成し、注意

喚起を行った。 

今後、情報機器の再リース時

のリース料に係る積算の機会

にあっては、機器リース料と保

守料を明確にするとともに、Ｉ

Ｔ経費適正化マニュアルに基

づき適切に行うこととする。 

福祉保健局 契約の履

行を確認し

た上でリー

ス料を支出

すべきもの 

西多摩福祉事務所では、生活保護システム（以

下「システム」という。）を導入しており、平成

２２年度からはシステムを更新している。 

所は、新システムへの円滑な移行を図るため

に、平成２１年度まで稼働していたシステムを再

リースすることとし、借入期間を平成２２年４月

１日から同年９月３０日までとする契約を締結

している。 

ところで、この再リース契約について見たとこ

ろ、 

ア 再リース契約の履行を確認した上でリース

料を支出すべきところ、所は、平成２２年５月

２１日に契約金額の全額を支出している。 

イ 再リース契約における仕様書で、履行期間満

了後もシステムを無償で使用できるよう定め

ているが、所は、履行期間満了日以降、何ら手

続きをしないまま継続して使用しており、平成

２３年４月２５日まで使用できる状態となっ

ていた。 

所は、再リース契約の履行を確認した上でリー

ス料を支出するなど、契約事務を適切に行われた

い。 

 

ア 平成２２年１２月１日か

ら平成２７年１１月３０日

までのリース契約において

は、リースの実績を月ごとに

確認した上で、支払いを行う

よう改善した。 

イ リース契約期間満了とな

る平成２７年１１月３０日

以降、所が引続きシステム使

用を希望する場合は、適切に

契約書を取り交わすよう改

める。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 重度心身

障害者手当

過払金に係

る債権を適

正に管理す

べきもの 

心身障害者福祉センターは、重度心身障害者手

当の支給に関し、受給資格の有無を把握するた

め、定期的に手当受給者の生活状況調査を行って

おり、受給者の死亡等により、受給資格が消滅し

ていたにもかかわらず手当が支給された場合に

は、過払金としてその返還を求めている。 

センターは、福祉保健局滞納整理事務処理マニ

ュアルにより、督促後１か月経過しても納入が確

認できないときには、納入催告書を発行すること

とし、さらに、その後１か月経過しても納入が確

認できないときには、電話や実地訪問による催告

を併せて行うこととしているが、手当過払金に係

る債権の状況を見たところ、センターは、過払金

を平成２１年度以降に返還していない債務者（計

１８名、６８９万９，０００円分）に対して、平

成２２年度に催告等を行っていなかったことが

認められた。 

 

指摘の１８名に対し、催告状

の送付及び電話による催告を

行った。 

また、不達返戻となった債務

者について、住所を関係区市町

に照会した。 

 

福祉保健局 利用者負

担金等に係

る債権を適

正に管理す

べきもの 

利用者負担金等については、納期限までに納付

しない者に対して、東京都分担金等に係る督促及

び滞納処分並びに延滞金に関する条例（昭和３９

年条例第１３５号）等により、納期限経過後２０

日以内に督促状を発行して督促し、その督促状に

は、その発行の日から１５日以内において納付す

べき期限を指定することとされている。 

ところで、北療育医療センターにおける、利用

者Ｓに対する利用者負担金等について見たとこ

ろ、北療育医療センター滞納整理事務処理マニュ

アルに基づき、滞納額７１万３，３１９円（平成

１９．２～平成２２．２）を、平成２３年１月か

ら平成２４年２月まで１４回に分割して、毎月分

納することを認めている。 

Ｓは平成２２年３月以降も、センターを継続し

て利用していることから、平成２２年３月以降新

たに発生している利用者負担金等が適切に債権

管理されているかを確認したところ、Ｓは、監査

日（平成２３．５．１９）現在、利用者負担金等

１８万４，９２８円を滞納しているにもかかわら

ず、センターは、Ｓに対して適正に督促を行って

いない。 

 

Ｓに対して、平成２２年３月

から平成２３年２月までの利

用者負担金等の未納金につい

て督促の手続きを行った。 

また、これまでの未納金につ

いて納入状況等の確認をした

後、「徴収猶予申請書（分割納

入申請書）」を徴取した。 

今後は、これに基づき債権を

管理していく。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 利用者負

担金等に係

る債権を適

正に管理す

べきもの 

利用者負担金等については、納期限までに納付

しない者に対して、東京都分担金等に係る督促及

び滞納処分並びに延滞金に関する条例（昭和３９

年条例第１３５号）等により、納期限経過後２０

日以内に督促状を発行して督促し、その督促状に

は、その発行の日から１５日以内において納付す

べき期限を指定することとされている。 

ところで、府中療育センターにおける、利用者

２名に対する利用者負担金等に係る債権管理の

状況を確認したところ、それぞれ滞納となってい

る利用者負担金等１００万８，３６４円（平成２

１年７月分～平成２３年２月分）、４７万９，６

２８円（平成２１年１１月分～平成２３年２月

分）について、督促を行っていない。 

 

平成２３年６月２７日付で

督促状を送付した。今後は適正

に債権を管理していく。 

福祉保健局 建物管理

を適切に委

託すべきも

の 

心身障害者福祉センターは、児童相談センター

と同一敷地内で、建物が一体的な構造となってお

り、庁舎の設備監視、警備、清掃等について一体

的に行うことが合理的であることから、建物管理

に係る委託契約を一括して締結している。 

ところで、清掃業務等の履行状況について見た

ところ、次のとおり、適切でない状態が認められ

た。 

ア 心身障害者福祉センター及び児童相談セン

ターは、当該委託契約の積算に当たって、各自

で所管部分を積算している。各々の積算の内訳

を見たところ、同程度の清掃内容等であるにも

かかわらず、単価が相違している項目が複数認

められた。 

この結果、各項目においてより安価な単価を

採用して試算したところ、予定価格が４６万

５，４４１円過大となっている。 

イ 心身障害者福祉センターは、本館４階の３事

務室を、平成２２年４月１日から平成２２年９

月３０日までの間、事務所として使用許可して

いたところ、退去した後、床をはがした状態の

ままになっており、日常清掃や定期清掃ができ

る状態とは認められなかった。 

しかしながら、受託業者の清掃日誌には、契

約期間中、従前と同様に、日常清掃及び定期清

掃が行われていたと記入されていた。 

本来であれば、清掃面積が減少したことか

ら、契約変更等を行い、契約金額を適切に見直

す必要があったにもかかわらず、従前の契約金

額のままとしていたため、契約金額１２１万

５，０５３円（監査事務局試算）が過大となっ

ている。 

 

ア 平成２４年度契約に当た

り、各施設間で相違があった

清掃等に関する積算単価を

同額に揃えた。 

イ 平成２４年度契約に当た

り、施設の年間利用予定を踏

まえた仕様内容を作成し、適

切な積算を行った。 

今後は、清掃面積が変わる

同様の事例があれば、契約変

更により適切に対応する。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 予定価格

の単価設定

を適切に行

うべきもの 

東京都健康安全研究センターは、試験研究に

使用する動物の飼育等に係る業務について、平

成２２年度、指名競争入札により、動物飼育管

理業務委託契約（契約金額：３，２４０万７，

６２０円）を締結している。 

当該委託契約の仕様書を確認したところ、作

業時間について、平日は、８時３０分から１７

時１５分まで、土曜日・日曜日・祝祭日・年末

年始は、８時３０分から１２時４５分までとな

っているにもかかわらず、人件費のうち作業員

１人当たりの単価が、一律に同額で積算されて

いることが認められた。 

しかしながら、作業時間の異なる日に同一の

単価を設定していることは、適切でない。 

単価を稼働時間に応じた割合により計算（監

査事務局試算）すると、予定価格は、２，９３

３万５６３円となるため、契約金額（３，２４

０万７，６２０円）との差額３０７万７，０５

７円が過大となっている。 

 

平成２４年度契約では、指摘

内容を踏まえ、平日と土曜日・

日曜日・祝祭日・年末年始の作

業時間に応じた単価設定に基づ

く積算を行っている。 

病院経営本

部 

リース契

約の積算根

拠となる資

料の取扱い

を見直すべ

きもの 

サービス推進部におけるリース契約につい

て見たところ、契約３件について、積算に用い

た候補機種の標準価格が積算内訳書とメーカ

ーカタログとで一致していないものが認めら

れた。 

部は、これらについて根拠資料を残しておら

ず、積算が妥当であることを検証しているのか

確認できない状況となっており、適切でない。

また、大塚病院、駒込病院、墨東病院及び松

沢病院においても、積算の算定根拠が月額リー

ス料の参考見積りのみとなっているもの（９

件）、再リース契約に係る積算の根拠資料が残

されていないもの（１件）など、積算が妥当で

あることを検証しているのか確認できない事

例が認められた。 

部及び各病院は、積算が妥当であることを確

認できるよう、積算根拠となる資料の取扱いを

見直されたい。 

部は、複数の病院で適切でない事例が認めら

れていることから、各病院のリース契約事務に

ついて指導を徹底されたい。 

 

部におけるリース契約に関し

ては、２３年度第２四半期以降

に起案したリース契約につい

て、代表的なサーバ、端末の標

準価格資料やカタログ等、積算

根拠資料の保管を行った。 

また、病院に対しては、平成

２３年１１月２５日開催の用度

係長会において「システム関係

機器賃借・購入の積算について」

により、積算の手順、備えてお

くべき資料について説明した。

各病院には、本部で作成した

「リース契約チェック表」を配

付して関係資料の添付その他の

事項を確認のうえ、当該チェッ

ク表を原議に添付させることと

した。 

これを受け、大塚病院及び松

沢病院については、リース契約

に当たり「リース契約チェック

表」に基づいて一連の手続きの

確認を徹底している。 

また、駒込病院及び墨東病院

については、今後のリース契約

に当たり、「リース契約チェック

表」に基づいて一連の手続きの

確認を徹底していく。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

リース契

約に係るリ

ース料の積

算を適切に

行うべきも

の 

広尾病院におけるリース契約について見た

ところ、リース料率に通常含まれている金利、

固定資産税、保険料、手数料等を諸経費として

重複して算出したため、リース期間全体につい

て試算すると、４８万１，９３２円の過大積算

となっている。 

 

平成２３年１１月２５日に開

催された用度係長会において、

再度適正な契約手続きを実施す

るよう指導があり、その際配布

された資料を基に事務局内にお

いて周知徹底を図った。 

当該リース契約は、契約期間

が終了しており、平成２４年度

の再リース契約に関しては、上

記用度係長会において活用を指

導された「リース契約チェック

表」による確認を行うと同時に、

リース料率に通常含まれている

にもかかわらず重複して積算し

ていた部分を除外し、適正な積

算を行っている。 

 

病院経営本

部 

物品の使

用実態に応

じた調達方

法を検討す

べきもの 

松沢病院は、医事会計システム機器をリース

契約で借り入れている。その後、この機器にメ

モリを増設する必要が生じたため、オーダリン

グシステム用端末機等のリース契約（契約期

間：２０．２．１～平成２４．２．２９）に、

増設メモリ（２０台分）を含めて借り入れてい

る。 

ところで、医事会計システム機器の契約期間

満了後の増設メモリの使用状況について見た

ところ、平成２２年１２月１日以降、リース期

間を残したまま使用しておらず、病院に保管さ

れていることが認められた。 

ファイナンス・リースは途中解約ができず、

使用されていないリース物品が生じてもリー

ス料等を支払い続けなければならないため、病

院は、物品の使用実態に応じた調達方法を十分

に検討されたい。 

 

当該契約については、再リー

スする際、不要の増設メモリを

再リース対象から除外した。 

また、平成２３年１１月２５

日に開催された用度係長会にお

いて、再度適正な契約手続きを

実施するよう指導があり、その

際配布された資料を基に事務局

内において周知徹底を図った。 

さらに、システム関係リース

契約全般について、本部の指導

を受け、「リース契約チェック

表」による確認と本部への協議

を徹底することで、適切な実施

を図る。 

 

病院経営本

部 

適正な再

リース料に

より契約を

締結すべき

もの 

再リース時のリース料は、当初リース時のリ

ース料に対し、１０分の１程度を乗じた金額と

なる。 

ところで、駒込病院及び墨東病院において締

結している再リース契約について見たところ、

再リース時のリース料が当初リース時の１０

分の１になっておらず、適切でない。 

この結果、再リース期間全体について試算す

ると、駒込病院については１，２５８万５，４

３２円、墨東病院については１２万４，５０４

円、合計で１，２７０万９，９３６円が不経済

支出となっている。 

両病院は、再リース契約の締結に当たり適正

な再リース料により契約を締結されたい。 

 

平成２３年１１月２５日に開

催された用度係長会において、

再度適正な契約手続きを実施す

るよう指導があり、その際配布

された資料を基に事務局内にお

いて周知徹底を図った。 

両病院については、事務処理

の適正化及び統一化を図るた

め、本部が作成した「リース契

約チェック表」に基づいて一連

の手続きの確認を行い、再リー

ス価格を当初契約時の１０分の

１程度に減額することを徹底し

ている。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

ＰＦＩ事

業に係る支

払事務を適

正に行うべ

きもの 

病院経営本部は、多摩総合医療センター（以

下「多摩総合」という。）及び小児総合医療セ

ンター（以下「小児総合」という。）における

運営業務等をＰＦＩ事業として行っており、多

摩広域基幹病院（仮称）及び小児総合医療セン

ター（仮称）整備等事業に係る契約を締結し、

多摩総合及び小児総合は、当該契約に係る支払

事務などを行っている。 

当該契約における修理修繕業務は、計画的修

理修繕と計画外修理修繕とに分けられており、

計画外修理修繕の履行方法及び支払手続き等

については、「修繕に関する覚書」により定め

られ、この覚書では、支払手続きとして、ＳＰ

Ｃは修繕費用の相当性を根拠付ける資料を提

出すること、多摩総合及び小児総合はＳＰＣに

よる業務の履行の結果を確認し承認すること

などを定めている。 

ところで、多摩総合及び小児総合における計

画外修理修繕に係る支出関係書類について見

たところ、次のとおり、適正でない状況が認め

られた。 

ア 多摩総合及び小児総合は、覚書に基づく

履行の確認及び承認を行わずにＳＰＣに

修繕費用を支払っている。 

イ 多摩総合は、ＳＰＣが作成している請求

書とＳＰＣが修繕費用の根拠としている

施工業者作成の見積書との内訳が一致し

ていないなど、請求書の内訳が正確なもの

か照合できない状況となっているにもか

かわらず、ＳＰＣに修繕費用を支払ってい

る。 

多摩総合及び小児総合は、ＰＦＩ事業に係る

支払事務を適正に行われたい。 

 

当該案件については、 

① 契約担当が修繕の見積内容

を確認し発注する。 

② 診療部門の担当が履行確認

時に確認済の印を伝票に押印

する。 

③ 契約担当が請求内容を再確

認し、庶務課長の決定を得て

修繕費用を支払う。 

以上の一連の流れを徹底し、

再発防止を図っている。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

チェック

機能を十分

に果たし、

契約手続き

を適正に行

うべきもの 

墨東病院は、医療機器等の整備計

画の策定、機種選定、製品指定等を

適切に調査審議するため、墨東病院

機種選定委員会（以下「委員会」と

いう。）を設置し、例年は、７月以

降に数回開催している。 

ところで、病院において、医療機

器等に係る特命随意契約の締結状況

について見たところ、委員会に諮ら

ないまま、緊急の必要があるとして

特命随意契約を締結した案件が、平

成２２年度に６６件あったことが認

められた。 

これは、事務の遅延によって、競

争に付する期間が確保できなくなっ

たためなどとしているが、この兆候

は、例年７月頃に開催される委員会

が開催されていなかったことなどか

ら、確認することができたものであ

る。 

同様に、緊急の必要があるとした

特命随意契約は、監査日（平成２３．

５．２３）現在、平成２３年度にも

６７件が認められている。 

調達した全ての医療機器等は、本

来であれば、競争による契約によっ

て調達するべきものであることか

ら、特命随意契約を締結することは、

適正でない。 

病院、経営企画部及びサービス推

進部における、それぞれのチェック

機能が十分に働いていれば、適正で

ない処理は防げたものである。特に、

経営企画部及びサービス推進部は、

各病院の適正な契約事務を確保する

ために自己検査を強化しており、検

査員からの報告を有効に活用するべ

きであった。 

病院は、契約手続きを適正に行わ

れたい。 

病院及び両部は、それぞれの役割

であるチェック機能を十分に果たさ

れたい。 

１ 墨東病院 

墨東病院は、本部に「契約事務処理の適

正化に向けた取組について」を提出した。

当該計画に基づいて、平成２３年９月には

医療機器等整備委員会を設置し、医療機器

の整備計画を確定している。また、医療機

器の買入れ案件を総括表としてまとめ、院

内で進捗状況が確認できるよう改めてい

る。さらに、進捗状況の報告として、毎月

末までに購入実施原議の写しを本部に提

出している。 

これらの結果として、事務の遅滞による

医療機器等に係る特命随意契約の締結は

行われていない。 

 

２ 経営企画部 

経営企画部は、再発防止の取組として、

中間期決算見込みにおいて予算の執行計

画と執行実績を比較し、執行率が著しく低

い科目について、該当する病院の担当者に

説明を求めるという体制をとっている。 

今後とも、この取組を徹底し、予算執行

の側面からチェック機能を果たしていく。

なお、墨東病院については医療機器の買

入れ案件の計画表及び購入実施原議の写

しを提出させ、サービス推進部と連携して

契約の進捗状況を監視しており、契約手続

きの適正化が図れていることを確認して

いる。 

 

３ サービス推進部 

サービス推進部は、再発防止の取組とし

て、自己検査で発覚した改善を要する事案

について、各病院に対して遅滞なく改善報

告を提出させ、追跡調査を行っている。 

今後もこの取組を徹底し、自己検査を有

効に活用することでチェック機能を果た

していく。 

また、経営企画部から予算執行状況の情

報を入手し、予算執行が著しく低い病院に

対して契約の進捗状況等に関するヒアリ

ング等の機会を設け、契約手続きの側面か

らチェック機能を充実させていく。 

なお、墨東病院については、医療機器の

買入れ案件の計画表及び購入実施原議の

写しを提出させ、経営企画部と連携して契

約の進捗状況を監視しており、契約手続き

の適正化が図れていることを確認してい

る。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
産業労働局 労政会館

使用料の徴

収事務を適

正に行うべ

きもの 

雇用就業部は、所管する労働相談情報センタ

ー大崎事務所及び国分寺事務所内に設置され

た労政会館の使用料を徴収しているが、この徴

収事務について見たところ、各所は、部が定め

た複写式の使用申請書、承認書及び領収書（以

下「使用申請等様式」という。）を用いて事務

処理を行っているが、①連番を付すなどの発行

管理を行っていない、②書損分を保存せずに新

たな様式に差し替えている、③使用申請書に記

入された使用料金額が複写されない領収書と

なっている、などから、徴収すべき金額と収納

した現金の突合が行えず、この結果、収納した

現金の正確性が担保されない状況となってお

り適正でない。 

部は、使用申請等様式の取扱いを改めるな

ど、労政会館使用料の徴収事務を適正に行われ

たい。 

 

「使用申請等様式」に領収書

の複写様式を加えるなど徴収す

べき金額と収納した現金の突合

が適正に行えるよう様式の変更

を行った。また、申請書及び領

収書の連番管理、保管などの取

扱を適切に行うことを、平成２

３年７月１日開催の労政会館担

当係長会において周知徹底し

た。 

なお、平成２３年１２月から

全ての労政会館で新様式を使用

している。 

 

中央卸売市

場 

リース料

を積算すべ

きもの 

食肉市場が締結している「食肉市場仮設内臓

冷蔵庫他の賃貸借」契約について見たところ、

積算内訳には、物件ごとの月額リース料が記載

されているのみであり、リース料の積算根拠と

なるリース物件価格（本体価格及び初期導入経

費）、リース料率、保守料などの内訳が記載さ

れておらず、リース料の積算の根拠が不明確と

なっている。 

 

平成２４年度「食肉市場仮設

内臓冷蔵庫他の賃貸借」契約に

おいて、リース料の積算根拠と

して、リース物件価格、リース

料率、保守料などの内訳を記載

した。 

 

建設局 登記事務

に係る委託

契約につい

て競争入札

の導入を検

討すべきも

の 

第四建設事務所は、用地買収に伴う土地分筆

業務委託を、Ｂと特命随意契約で締結してい

る。 

Ｂは、登記が大量に一時期に集中して申請さ

れた高度経済成長期に、登記事務の適正かつ迅

速な実施に寄与するために設立されており、所

は、この団体が登記事務の適正かつ迅速な実施

を唯一履行できるとして特命している。 

しかしながら、土地家屋調査士法は有資格者

間の競争活性化のため平成１４年に改正され、

Ｂ以外の土地家屋調査士法人も受託できる仕

組みとなっていること、現状では登記が大量に

一時期に集中しているとはいえないことから、

特命随意契約とする必要性は認められない。 

 

用地部は、平成２３年１０月

５日に各所担当者に対して表示

登記・権利登記委託契約におけ

る取扱についての説明会を実施

した。ここで同日付２３建用調

第９６号「公共嘱託登記等に係

る委託契約の取扱いについて

（改正）」を各所に配付した。 

第四建設事務所は、同上の通

知文中の「１（１）表示登記に

係る委託契約について」に則り、

Ｂ以外の土地家屋調査士法人も

対象とした随意契約（競争見積）

により、業務委託を発注するこ

ととし、平成２４年度以降の案

件から、実施する。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 権利登記

に係る業務

委託につい

て競争入札

の導入に向

けた検討を

行うべきも

の 

第四建設事務所は、用地買収に伴う関係権利者

の相続人及び抵当権者等調査業務委託単価契約

（複数単価契約）を、Ｃと特命随意契約している。

この業務は、石神井川（蛍橋～扇橋）河川整備

事業地内の土地調書等作成業務であり、内容は、

用地買収に伴う関係権利者の相続人・持分の確定

や相続の登記、所有権移転登記など司法書士の有

資格者しか行えない業務とそれに附帯する業務

となっている。 

Ｃは、登記が大量に一時期に集中して申請され

た高度経済成長期に、登記事務の適正かつ迅速な

実施に寄与するために設立された団体であり、か

つ、短時間に処理する必要があるとして所は、こ

の団体が登記事務の適正かつ迅速な実施を唯一

履行できるとして特命している。 

しかしながら、司法書士法は有資格者間の競争

活性化のため平成１４年に改正され、Ｃ以外の司

法書士法人も受託できる仕組みとなっている。 

用地部は権利登記に係る業務委託の発注につ

いては、都の競争入札参加有資格者がＣの他には

存在しないことから、大量の事務処理が発生する

ものや困難性の高い案件に限り委託することと

し、その際はＣへ随意契約により発注するよう所

へ通知しているが、権利登記に係る業務委託につ

いても競争性の導入に向けた取組を行うべきで

ある。 

 

用地部は、平成２３年１０月

５日に各所担当者に対して表

示登記・権利登記委託契約にお

ける取扱についての説明会を

実施した。ここで同日付２３建

用調第９６号「公共嘱託登記等

に係る委託契約の取扱いにつ

いて（改正）」を各所に配付し

た。 

第四建設事務所は、同上の通

知文中の「１（２）権利登記に

係る委託契約について」に則

り、Ｃ以外の司法書士法人も対

象とした随意契約（競争見積）

により、業務委託を発注するこ

ととし、平成２４年度の契約か

ら、実施した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
港湾局 工事を適

切に施行す

べきもの 

東京港管理事務所は、青海縦貫線第二航路

海底トンネル道路舗装緊急補修工事（契約金

額：１，９５３万円、契約期間：平成２２．

４．３０～平成２２．６．１１）を特命随意

契約によりＡと締結している。 

本件工事は、平成２２年１月２４日に路面

の穴によって車両が損傷する事故が発生し、

これに関する現場検証の際に所轄警察署か

ら路面の補修を要請されたため、翌日に当面

の応急処置を施した上で、同年４月２２日に

緊急工事の意思決定がなされ、同月３０日に

施行を発注したものである。 

ところで、東京都工事施行規程（昭和４６

年訓令甲第１５号）第１５条では、地震、暴

風雨、豪雪、洪水、工事上の事故防止、公共

の安全確保その他の理由により、緊急に工事

を施行する必要が生じたときは、この規程に

定める手続き（事前に設計した上で契約手続

きを行う）によらないで処理することができ

る、と定められている。本件工事においては

設計が同年６月１０日に行われ、その後に契

約手続きが行われている。 

しかしながら、現場検証における補修要請

から工事の発注までに３か月以上が経過し

ていることから、本件工事に緊急性は認めら

れない。本件工事を通常の工事として試算す

ると、現場管理費に緊急補正率が適用されな

いことから、表１のとおり、２６万９，８５

０円が過大に積算されている。 

所は、工事を適切に施行されたい。 

東京港管理事務所内では、緊急

性を要する補修・改修工事が発生

した場合の対処方法について、関

係各課で協議・検討し、今後かか

ることのないよう速やかに周知徹

底を図った。 

具体的には以下のとおりであ

る。 

 

１ 緊急性を要する補修事案が発

生した場合（工事の手法に関す

ること） 

① 所内各工事主管課は、事案の

状況を十分に配慮し、速やかに

実施すべき工事の内容と工期等

を考慮した上で、実施すべき工

事の手法を検討、決定し、予算

契約主管課である港務課と協議

するものとする。 

② 所内各工事主管課は、施設管

理課と協議、施設の利用状況や

利用者要望等により、施設の補

修工事が通常の工事手続きによ

り難い場合は、東京都工事施行

規程第１５条に基づき、緊急工

事で対応するものとする。 

 

２ 緊急工事を行う必要性があま

り認められないような場合（緊

急性の可否等に関すること） 

① 所内各工事主管課は、緊急性

を要するものの工事期間等の内

容や施設利用状況などにより、

緊急工事を実施すべきでない、

あるいは、実施できない、とい

った際は、十分な応急補修措置

を施し、別途、対応すべき工事

の手法等を速やかに検討・確定

するものとする。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
港湾局 緊急工事

の事務手続

きを適切に

行うべきも

の 

東京港管理事務所では、上屋の汚水設備（配

管及び汚水ポンプ）が故障し早期に復旧する

必要があることから、平成２２年度１０号地

ふ頭４号上屋汚水設備緊急補修工事を実施し

ていた。 

東京都工事施行規程第１５条では、工事主

管課長は、緊急に工事を施行する必要が生じ

たときは、部長の指揮を受けて、規程に定め

る手続きによらないで処理することができる

ものの、事後直ちに定められた手続きをしな

くてはならない、とされており、緊急工事は、

緊急の場合に限り通常の手続きを経ずに行う

ものであることから、工事を行った直後に速

やかに起工を行う必要がある。 

ところで、この工事について見たところ、

工事が完了し、完了検査を受けているにもか

かわらず、工事の起工決定は、工事完了の約

２か月後となっていた。 

また、平成２２年に所の発注した緊急工事

を見たところ、７件中２件がこのように起工

が遅れている状況であった。 

 

東京港管理事務所内では、緊急

工事の事務手続きについて、関係

各課に対し、工事施行規程等に定

める事務手続きを厳守するとと

もに、予算契約担当課においては

確認及びチェックを厳格に行う

よう役割を明確にし、今後かかる

ことのないよう速やかに関係各

課職員への周知徹底を図った。 

 

港湾局 廃棄物の

種別の判断

を適正に行

うべきもの 

東京港管理事務所は、埋立地等に不法投棄

されるごみや、草刈・清掃業務等の対象地の

空き缶等の塵芥ごみについて、収集運搬業務

を委託している。 

これらのごみは、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律（昭和４５年法律第１３７号）等

において、空き缶等は「金属くず」（同法施

行令第２条６項）、ビン・アスファルト塊・

コンクリート塊等は「ガラスくず、コンクリ

ートくず、及び陶磁器くず」（同法施行令第

２条７項）、ペットボトル・ビニール等は「廃

プラスチック類」（同法第２条４項１号）と

して、いずれも産業廃棄物と定められている。

しかしながら、所は契約手続きのなかでこ

れらの産業廃棄物を全て一般廃棄物として取

り扱っており、適切でない。 

所は、廃棄物の種別の判断を適正に行われ

たい。 

 

東京港管理事務所では、各種作

業委託に伴い生じる廃棄物収集

運搬について、法令に則した仕様

にするよう改めた。 

具体的には、以下のとおりであ

る。 

① 埋立地等草刈委託について

は、発生するゴミのうち、一般

廃棄物のみの収集運搬とした。

② ①の作業に伴い発生する産

業廃棄物については、別途、埋

立地清掃・ゴミの収集運搬委託

を発注することとした。 

③ 駅前広場管理については、①

と同様に一般廃棄物のみの収

集運搬とし、この駅前広場から

生じる産業廃棄物については、

同敷地内に保管場所を設置（３

月設置予定）し、そこへ保管す

るまでのものとした。 

④ ③の保管場所に保管する産

業廃棄物の収集運搬委託契約

は、別途発注する。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
港湾局 固定資産

の管理を適

正に行うべ

きもの 

東京都臨海開発事業財務規則第９０条では、

固定資産を常に良好な状況において管理し、そ

の用途に応じてもっとも効率的に運用するよ

う努めなければならないとしており、また、第

１０８条では、局長は、固定資産の保管、管理

について、毎年１回以上所属職員から検査員を

命じて、検査させなければならないとしてい

る。 

ところで、東京港管理事務所において、工具

器具備品の状況を見たところ、平成１２年４月

１日から平成１４年２月６日の間に取得し、所

の港務課で使用したコンピュータ等１２台に

ついて亡失していることが判明し、残存価格の

１２万８，９９５円を雑損失として計上してい

た。また、この亡失については、亡失した時期

についても明らかになっていない状況であっ

た。 

コンピュータには、業務に関する重要な情報

が残されている可能性もあることから、特に管

理を徹底する必要があるにもかかわらず、規則

で義務付けられた定期的な検査を行わなかっ

た結果、亡失したことすら気づかなかったこと

は、適正でない。 

所は、規則に則り定期検査を確実に行うこと

はもとより、固定資産の管理を適正に行われた

い。 

 

東京港管理事務所では、施設

管理担当課とともに工具器具備

品の現況調査を行うとともに、

固定資産（工具器具備品）の配

置場所（現地）において現物確

認を実施した（平成２３年１２

月１日）。 

また、東京港管理事務所は、

東京都臨海地域開発事業財務規

則第１０８条に基づき、総務部

による自己検査を受検した（平

成２４年２月１０日実施）。 

なお、今後も毎年度、施設管

理課による配置状況報告を徴

し、港務課（財産主管課）の現

地現品確認を行い、局等による

検査を引き続き規則に則り実施

していくものとする。 

 

東京消防庁 リース契

約の積算に

ついて 

ア 防災部、予防部及び消防技術安全所におけ

るリース契約１７件について見たところ、リ

ース物件価格等に基づいて積算しているも

のの、そのリース物件価格が妥当であるか検

証したことが確認できない状況となってい

る。 

リース契約の積算根拠となる資料の取扱

いを見直されたい。 

イ 予防部は、中央処理装置外２１点の賃借契

約に係るリース料の積算について、特段の理

由なく、都におけるリース料率の上限を上回

る率で算出しており、適正でない。 

その結果、５年間のリース期間全体で、４

５４万６，６２０円が過大積算となってい

る。 

リース契約に係るリース料の積算を適切

に行われたい。 

 

東京都総務局行政改革推進部

行政改革課長から示された「情

報システムに関する平成２４年

度予算要求に係る単価基準等に

ついて」を庁内通知により、リ

ース料率の周知を図った。 

また、リース契約の積算につ

いては、調査するために収集し

た積算資料に基づきリース物件

価格を検証し、使用した資料に

ついては保存するよう総務部長

通知により、庁内へ周知を図っ

た。 

２つの通知により、現在はリ

ース料率及び積算資料の保存に

ついて改善が図られた。 

 



 - 50 -

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
東京消防庁 企画提案

方式による

契約を適切

に行うべき

もの 

総務部は、契約事務処理の手引を作成し、その中

で企画提案方式の事務処理手順についても定めて

おり、各部は手引に基づいて契約事務手続きを行っ

ている。 

ところで、手引で定める企画提案方式の事務処理

手順では、企画案提示の際に提案価格を提出させる

ことにしていないため、企画提案方式による委託契

約１５件について、採用された者が事前に示された

庁の予定額と同額で見積書を提出し、その価格で契

約する結果となっていることが認められた。 

企画案の選定に当たっては、財務局通知において

「提案内容とともに提案価格を十分勘案のうえ提

案を選定すること」としていることから、総務部は、

企画案の選定について、提案内容のみならず提案価

格も考慮するよう手引を見直し、企画提案方式によ

る契約を適切に行われたい。 

 

企画提案方式による委託

契約については、企画内容

に加え価格面における競争

性を高める観点から、提案

者に見積価格を提示させ、

価格の妥当性についても審

査することとした。このこ

とを平成２３年２月２４日

付けで本庁内関係各課に対

して通知した。 

また、本庁契約事務担当

者用の「契約事務の手引き」

を改正し、職員への周知徹

底及び適正な契約事務の確

保を図った。 

 

交通局 リース料

を積算すべ

きもの 

職員部が行ったリース契約「電車教習用ＣＡＩシ

ステム装置等賃貸借」について見たところ、積算の

内訳が、リース料及び保守料を合算した月額のみと

なっており、リース料の積算根拠となるリース物件

価格（本体価格及び初期導入経費）、リース料率、

保守料などの内訳が記載されておらず、リース料の

積算の根拠が不明確となっている。 

部は、リース契約の締結に当たってはリース料を

積算されたい。 

情報システムに係る費用

の適正化に資することを目

的とし、平成２２年４月か

ら情報システムに関する契

約については、「情報システ

ムに関する契約の起案前調

整要領（平成２２年４月１

２日付２２交総第２４号）」

により、総務部情報システ

ム課において仕様や積算の

適切性等について、事前確

認を行っている。 

本件のリース契約は、長

期継続契約（５年）である

ため、次回更新時には、同

要領に基づき契約事務を適

正に行う。 

 

交通局 契約事務

を適切に行

うべきもの 

市ヶ谷駅務管理所は、例年、武道館において、大

学の卒業式が開催され、多数の乗降客があることか

ら、平成２２年度、九段下駅における大学卒業式式

典の旅客案内整理業務に係る委託契約（契約締結

日：平成２３．３．８）を締結しているが、当該契

約の対象として予定されていた大学の卒業式式典

は、平成２３年３月１１日に東日本大震災が発生し

た影響により、全てが中止となった。 

ところで所は、４月の入学式等の旅客案内整理業

務を契約手続きなしで委託し、当該契約の解除等の

措置を取っていなかった。 

所が、当該契約の内容は履行されていないにもか

かわらず、契約解除等の措置を行わなかったこと

は、適正でない。 

 

１ 平成２３年１０月２１

日の各指令・乗務区長が

出席する指令・乗務区長

会及び平成２３年１０月

２８日の各駅務区長・営

業所管理係長が出席する

区長会において、当該事

例を報告し、再発防止の

徹底を図った。 

２ 平成２４年１月１９日

付けで、本来の履行を行

った年度の支出とするた

め、過年度修正の会計処

理を行った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
交通局 委託契約

事務を適切

に行うべき

もの 

自動車部は、定期券や乗車券の発売、再発行、払

い戻し等の業務を委託しており、委託した定期券や

乗車券の発売、再発行、払い戻し等の業務の結果を、

委託発売等調定額報告書、電子データにより提出さ

せ、確認することとしている。 

現金の取扱いについて、局では、東京都交通局会

計事務規程により、局の収納する現金及びつり銭準

備金を取り扱わせるために現金取扱員を置くこと

とし、現金取扱員が取り扱える金額の限度を、一日

分の収納額と定めている。 

このため、定期券や乗車券の発売、再発行、払い

戻し等の業務に係る現金の取扱いについても、日次

単位でその収納額を適切に把握することが求めら

れる。 

しかしながら、契約の執行状況を確認したとこ

ろ、部は、必要に応じて、委託発売等調定額報告書、

電子データを提出させ、確認するとしており、委託

業務での発売等の実績報告書の報告内容・時期・方

法及び様式を明確に定めていなかった。 

部は、委託契約事務を適切に行われたい。 

 

１ 乗車券等の販売実績の

報告内容及び時期につい

ては、平成２４年度契約

から仕様書に明記した。 

２ 各定期券発売所の発売

実績について、月ごとに

報告するよう平成２４年

度契約から仕様書に明記

した。 

３ 改定後の仕様書に基づ

き平成２４年度契約を締

結した。 

 

水道局 適正なリ

ース期間で

契約すべき

もの 

総務部は、水道局事務系ネットワーク用サーバ装

置等の賃貸借契約（その４）（当初リース契約期間：

平成１８．１２．１～平成２２.１１．３０）を締

結している。 

部は、当該リース期間中にサーバ装置の容量を拡

充する必要に迫られたことから、平成２２年２月、

新たにサーバ装置を追加してリース契約（契約期

間：平成２２．２．１２～平成２２.１１．３０）

を締結することとした。 

ところで、これらのリース契約について見たとこ

ろ、部は、追加装置のリース料につき、３年リース

の料率を基にして積算した３年間分のリース料の

総額を１０か月で除した額を、月額としている。 

追加装置に関しては、契約金額７０５万５０８円

から保守料（１０か月分）を差し引いた６０９万８，

６２３円が、機器に係るリース料として平成２１年

度（２か月分）及び平成２２年度（８か月分）に支

払われていた。 

しかしながら、部が、当初装置を１年間再リース

するとしていたことを踏まえると、部が平成２２年

２月３日付けで追加装置を新たにリースする際に、

追加装置のリース期間の終了時期を当初装置の再

リース終了予定日に合わせて平成２３年１１月３

０日までと調整していれば、追加装置について再リ

ース契約を締結する必要まではないものと認めら

れるところ、部が追加装置について、再リース契約

を締結し、再リース料として１年分を合計すると５

６万５，１６５円を過大に支払うとしていること

は、適正でない。 

平成２３年８月、係内会

議の場において、情報シス

テム係職員（契約事務担当

者及び局内各課が起案する

契約原議のチェック担当

者）に対して指導を行い、

今後の事務に関する注意喚

起を図った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 料金の収

入管理に係

る事務を適

切に行うべ

きもの 

江東営業所において、料金の収入管理に係る事

務について見たところ、履行延期特約を締結した

案件において、水道料金は、全額完済となってい

る一方で、下水道料金については、５５万８，７

７８円が未納となっている事案が認められた。 

これは、履行延期の特約に基づき、分割納入を

認められていた料金が、金融機関に一括納入され

た際、料金管理システムである水道料金ネットワ

ークシステムの処理上、本来下水道料金として収

入されるべき金額の一部が水道料金として収入さ

れていたことから、水道料金としては過納入とな

り、それが水道料金の次回請求分に誤って充当さ

れたためである。 

一括納入された翌営業日には、水道料金が過納

入となったとして、システムから自動的に現金還

付対象リストが出力されていること、さらに、平

成２２年６月７日及び平成２３年１月１１日に

は、所が行った履行延期特約の解約処理により、

下水道料金の未納カードが出力されていることか

ら、この間に修正を行う機会が複数回あったにも

かかわらず、チェックを十分に行っていなかった

ことが認められた。 

このため、結果として２年以上、誤処理が修正

されることなく、下水道料金が未納状態とされて

きたことは、適切でない。 

 

本件について、平成２３年

２月３日及び８日にお客さ

まに説明を行い、お客さまの

了承の下、平成２３年２月２

４日に口座振替を行い、料金

の未納状態を解消した。 

また、所内職員に対し、係

会等において、本事例を基に

しながら、適正な事務処理に

対して注意喚起を図った。 

 

水道局 下水道料

金に係る還

付金債務を

適正に管理

すべきもの 

局は、下水道料金徴収業務の委託に関する協定

等に基づき、下水道局から下水道料金の徴収に関

する事務の委託を受けている。 

下水道料金は、公債権であり、時効の援用をす

ることなく、時効起算日から５年経過したときに

は消滅する。 

ところで、荒川、足立両営業所において、過誤

納金等の還付に係る整理事務について、水道料金

ネットワークシステム（以下「システム」という。）

から出力された「現金還付対象集計リスト（料金）」

等をもとに見たところ、時効起算日から５年以上

経過しているにもかかわらず、時効消滅していな

い下水道料金に係る還付金債務が６件認められ

た。 

これらは全て、現金書留の方法により下水道料

金の還付を行おうとしたものの、不着として返送

された案件であるが、システム上、設定されてい

なかった事例であったために、時効完成と認識さ

れず、システム上債務として残っている状況とな

ったものである。 

 

書留不着分の還付金につ

いて、時効起算日を書留不着

処理日の翌日とするよう、平

成２３年３月１日にシステ

ム改善を行った。 

これにより、時効起算日か

ら５年以上経過した下水道

料金の還付金は、平成２３年

３月２日に時効消滅となっ

た。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 土地売買

契約におけ

る契約保証

金の取扱い

を適正に行

うべきもの 

局は、水道局財務規程により、契約を締結する

際、契約保証金に係る事項を契約書に記載のうえ、

契約金額の十分の一以上を契約保証金として納め

させることとしている。ただし、随意契約でその

必要がないと認めるときなどの場合には、納めさ

せないことができるとしている。また、債務不履

行により契約解除となった場合には、契約保証金

は都の所有に帰属すると規定している。 

ところで、経理部は、Ａと土地売買契約（売買

金額５，５５８万円）を随意契約により締結した

後、売却金額の支払いがないことを理由として契

約解除している。 

しかしながら、この契約について見たところ、

部が契約保証金に関する明確な意思決定を行わな

いまま、契約書に契約保証金に関する事項を記載

せず、契約保証金を納めさせていないことは、適

正でない。 

 

平成２２年１０月より、随

意契約（国、地方公共団体等

との契約を除く全て）におい

ても、契約締結と同日に代金

の全額を支払う場合を除き、

契約保証金を徴収するよう

統一化し、契約書に契約保証

金条項として一律に記載す

るものとした。 

これにより、契約保証金に

関する明確な意思決定を示

せるものとした。 

 

水道局 緊急工事

に係る発注

を速やかに

行うべきも

の 

各支所は、道路管理者や住民等から消火栓など

に係る緊急に工事が必要な事案が発生したとの通

報を受けたとき、直ちに現場を確認の上、緊急工

事の実施が必要と判断した場合には、速やかに契

約を締結している工事業者に発注することとして

いる。 

ところで、南部支所において、水道緊急工事に

おける工事請負者への発注及び工事施工の状況を

見たところ、平成２２年７月８日発注の「消火栓

器械故障に伴う取替工事」については、受注した

工事請負者と契約解除しているにもかかわらず、

監査日（平成２３．１．２５）現在、支所は、次

順位の業者など他に再発注していなかった。 

当該消火栓は、栓全体としては止水されていた

ものの、本栓部分に故障があり、そのままでは、

火災発生時の対応に問題が生じる可能性があるこ

とから、迅速な工事の施工が必要であったにもか

かわらず、支所が速やかに工事の発注を行ってい

なかったことは、適切でない。 

 

当該工事については別業

者に再発注し、平成２３年３

月４日に消火栓器械補修を

完了している。 

また、本指摘を受けて、支

所係員、全支所の配水課長及

び維持係長に対して、指摘事

項の説明を行い、今後のチェ

ック体制の強化及び再発防

止の徹底を図った。 

さらに、発注の手引きに施

行発注簿や受付経過簿を毎

月帳票として出力し、支所課

長の決済を受け給水部へ提

出することを明記した。給水

部においても支所から提出

された帳票を配水課長まで

回付しチェックを行ってい

る。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 発注工事

に係る監理

を適正に行

うべきもの 

局は、「工事関係検査基準の手引き」により、

発注した工事について、契約書等に記載されてい

る給付の目的物に未完成の部分がある場合、工事

完了と認めず検査の対象としないと規定してい

る。 

ところで、北部支所において、「板橋区氷川町

１番地先から同区板橋二丁目１９番地先間外１箇

所配水管布設替工事契約」に係る弁償金の収納状

況について見たところ、工事請負者から回収する

べき弁償金９４４万５，５１４円が未納となって

いる。 

この経緯を見たところ、当該工事により布設し

た配水管の破損事故が平成２１年１２月２日に発

生したことから、支所は、配水管を破損した工事

者からの情報により、破損箇所の配水管の土被り

が浅く、工事請負者が適切に施工を行ったかどう

かについて調査の必要性があることを、工事完成

検査（平成２１年１２月４日実施）の前に確認で

きていたにもかかわらず、支所は、直ちに局の検

査部門へ通報を行わなかったため、検査では前回

検査で不備があった書類について審査したことか

ら合格となり、工事代金の全額を支払うものとな

った。 

他方、支所は、不適正な施工の修正に要した費

用について、工事請負者に対して弁償金として求

償したが、工事請負者は、民事再生手続が開始さ

れ、回収困難な状況に陥っている。 

支所は、このような事案が再発しないよう、発

注工事に係る監理を適正に行われたい。 

 

北部支所では、平成２３年

２月から３月にかけて配水

課内会議を３度開催し、発注

工事に係る監理の適正化と

再発防止策について討議を

重ね、改善策への取組を確認

した。 

給水部では、平成２３年３

月２９日に給水部系列配水

課長会及び工務係長会を開

催し、今回の監査指摘事項に

ついて周知し、再発防止のた

め各関係者への指導の徹底

を依頼した。 

また、完成検査合格前に不

適正施工が判明した場合に

おける事務処理フローを定

め、平成２３年４月１８日付

けで各支所配水課及び工事

監督業務受託者に対して通

知し、事務処理の適正化を図

った。  

 

下水道局 登記事務

委託につい

て競争入札

の導入を検

討すべきも

の 

経理部は、譲与国有地等表題登記調査委託単価

契約（複数単価契約）を、Ａと特命随意契約で締

結している。 

Ａは、登記が大量に一時期に集中して申請され

た高度経済成長期に、登記事務の適正かつ迅速な

実施に寄与するために設立されており、部は、Ａ

が登記事務の適正かつ迅速な実施を唯一履行でき

るとして特命している。 

しかしながら、土地家屋調査士法は有資格者間

の競争活性化のため平成１４年に改正され、Ａ以

外の土地家屋調査士法人も受託できる仕組みとな

っていること、現状では登記が大量に一時期に集

中するものとはいえないことから、特命随意契約

とする必要性は認められない。 

 

検討の結果、平成２４年度

の登記事務委託については、

特命随意契約によらず競争

入札による契約とすること

とし、平成２４年１月２３日

付けで発注予定表の公表を

行った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 パーソナ

ルコンピュ

ータの調達

方法の検討

を行うべき

もの 

指導部が締結したパーソナルコンピュータのリ

ース契約について見たところ、１年６か月または

２年３か月という短期間のリース契約となってい

る。 

一般的に、ファイナンス・リース契約は、実質

的に資金の借入れの性質を有することから、リー

ス物件が通常使用できる期間よりも著しく短い期

間でリース契約を行うと、短い返済期間で借入れ

資金の全額を返済することとなるためリース料が

高額となり、不経済となる。 

したがって、使用期間が短期間の場合には、フ

ァイナンス・リースのほか、オペレーティング・

リースや、レンタルによる調達といった他の方法

についても検討を行い、それぞれの長所・短所を

比較したうえで、調達方法を決定する必要がある

が、部は、本契約の締結に先立ち、その調達方法

について十分な検討を行っていない。 

部は、パーソナルコンピュータの調達に当たっ

て、使用期間を考慮して、その調達方法を検討さ

れたい。 

 

平成２３年９月６日指導

部管理課において、パーソナ

ルコンピュータの調達方法

に係る検討の必要性につい

て、周知徹底を図った。 

また、パソコンの調達方法

について、十分な検討を行

い、検討結果についても担当

者間で相互チェックを行う

体制を整えた。 

 

教育庁 リース契

約に係る積

算について 

都立学校教育部及び指導部が行ったリース契約

について見たところ、適切でないものが見受けら

れた。 

ア 都立学校教育部は、都立中学校及び中等教育

学校給食予約システム機器の借入れ（その３）

契約について、保守の必要のないＬＡＮ配線も

保守対象に含めて保守料を算出しているため、

積算が５２万５，０００円過大となっている。

イ 指導部は、緊急雇用職員用パーソナルコンピ

ュータ等の借入れの契約において、月額リース

料の算出に当たって、リース料率の適用を誤る

とともに、リース料の計算方法が誤っているた

め、適正な積算額を検証できない。 

 

庁は、平成２４年２月１日

付けで総務部から通知した

「リース契約における留意

事項について」において、積

算を適切に行うよう周知徹

底を行い、再発防止を図っ

た。 

教育庁 リース料

を積算すべ

きもの 

契約を締結するに当たり、契約目途額を設定す

るには、その根拠を明確にしておく必要があり、

リース契約においては、リース料及び保守料を適

正に積算する必要がある。 

ところで、総務部・都立学校教育部・東部学校

経営支援センター・西部学校経営支援センターが

行ったリース契約８件について、積算の内訳がリ

ース料及び保守料の月額のみなどとなっており、

積算の算定根拠が不明なものとなっている。 

 

庁は、平成２４年２月１日

付けで総務部から通知した

「リース契約における留意

事項について」において、積

算を行う際には積算項目ご

とに算出を行うよう周知徹

底を行い、再発防止を図っ

た。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 リース契

約における

料金の内訳

の把握につ

いて 

教育庁内のリースに係る契約手続きについて見

たところ、総務部、都立学校教育部、中央図書館

における８契約について、契約金額における料金

の内訳（リース料・保守料）が不明となっている

契約が見受けられた。 

これは、契約締結時において、契約相手から契

約金額の内訳書を徴していないことによるもので

ある。 

リース期間終了後、再リースにより契約を継続

する場合には、当初リース契約におけるリース料

と保守料の内訳が再リース契約時の積算根拠とな

るものである。 

各部所には、リース契約における料金の内訳（リ

ース料・保守料）を把握するよう、特段の努力が

望まれる。 

 

 庁は、平成２４年２月１日

付けで総務部から通知した

「リース契約における留意

事項について」において、リ

ース料、保守料の明細が記載

された内訳書を徴取するよ

う周知徹底を行い、再発防止

を図った。 

 

教育庁 授業料の

未納管理を

適切に行う

べきもの 

 

都立高等学校における授業料の未納管理につい

て見たところ、次のとおり、適切でない点が認め

られた。 

各学校は、授業料の未納管理を適切に行われた

い。 

ア 足立東高等学校では、監査日現在、平成２１

年度分授業料６万１，２００円（生徒１人分）

が未納となっている。 

未納管理の状況を見たところ、当初納期限を

１０か月経過してから交渉経過を記録する個人

別管理簿の記載が開始されており、記載を開始

した後の記載内容についても督促や催告の経過

についてのみとなっており、未納理由や保護者

との交渉内容など具体的な記載がなかった。 

未納管理に当たっては、未納者との交渉内容

を詳細に記録し、未納者の状況に応じた対応を

行う必要があるにもかかわらず、個人別管理簿

の記載を適切に行っていなかった。 

イ 世田谷泉高等学校では、監査日現在、平成２

０年度から平成２２年度分授業料３２万７，８

００円（生徒１０人分）が未納となっている。

未納管理の状況を見たところ、学校は定期的

に督促の文書を送付するのみで、未納者の状況

を把握する努力を行っていなかった。 

未納管理に当たっては、電話や面接を行い、

未納理由や家庭の状況を把握し、未納者ごとに

その状況に応じた対応を行う必要がある。 

 

都立学校教育部は、学校経

営支援センターと連携し、適

正かつ効果的な取組を行う

よう指導した。その結果は以

下のとおりである。 

ア 学校は、指摘のあった生

徒について、平成２３年１

０月以降の催告等、保護者

との交渉内容等を具体的

に記載している。当該生徒

の滞納については、平成２

４年３月２日に支払いを

受けており、滞納は解消し

ている。 

イ 校長の指揮・監督のも

と、経営企画室及び教員が

授業料の未納状況に関す

る情報を共有し、連携して

電話や面接による督促を

行うよう改善した。 

今後についても、授業料

徴収事務の手引きに基づ

いて、個人別管理簿の記載

や督促を適切に行ってい

く。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 債権管理

の指導を徹

底すべきも

の 

上水高等学校ほか２校は、平成１４年度、Ａと

ストーブ点検ほか３件の委託契約等を締結した

ものの、Ａが自主廃業したことにより、これらの

契約が不履行となったことから、平成１４年１１

月から平成１５年５月にかけて、Ａに対して契約

違約金を請求している。 

ところで、各校におけるその後の債権管理の状

況について見たところ、平成１７年度に催告を行

って以降、平成２２年９月に再び催告を行うまで

５年以上にわたってＡと連絡を取っておらず、ま

た、督促も行っていないことなどが認められた。

この結果、都立学校教育部がこれらの回収見込

み不明な債権１５万５，１７２円を未収金として

計上している状況となっている。 

部は、各学校に対して債権管理を適正に行うよ

う指導を徹底されたい。 

 

都立学校教育部は、平成２３

年９月２日に都立学校長宛て

に債権管理の適正化について

通知した。このことにより、学

校に債権管理の重要性を改め

て認識させ、債権管理における

事務処理上の注意喚起を行う

ほか、債権管理に関する部と学

校の連絡・連携体制の強化を図

った。 

なお、指摘のあった上水高等

学校外２校の業者Ａに対する

債権について、平成２３年８月

に部の指導により３校が督促

を行ったところ、時効援用の旨

回答があったので時効が完成

した。 

 

教育庁 積立金の

残額を速や

かに返還す

べきもの 

園芸高等学校における退学者に対する積立金

の返還状況を見たところ、監査日現在、学校は、

３人の退学者に対して残額７万１６４円を適切

に返還しておらず、うち１人については、２年以

上返還しないままとなっていた。 

学校は、速やかに積立金の残額を返還された

い。 

学校は、退学者に積立金を返

還できるよう体制を整えた。こ

の結果、２名分は、返還済みで

ある。なお、残り１名分は、家

庭訪問や親族調査などできる

限りの対応を行っても、本人の

所在不明であるため、所在が判

明次第速やかに返還できるよ

うにしてある。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 学校徴収

金が残高不

足とならな

いよう個人

別管理を適

切に行うべ

きもの 

各学校における学校徴収金の個人別管理の状

況を見たところ、次のとおり、適切でない事例が

認められた。 

ア 世田谷泉高等学校では、積立金及び教材費に

ついて、未納者に対して、納入がない場合には

積立金又は教材費の支出を停止すると通知し

たにもかかわらず支出を続けたため、平成２２

年度末現在、５人の生徒の残高が６万３６２円

不足となっている。 

イ 国分寺高等学校では、１人の生徒の積立金残

高が３万５，３６２円となっているにもかかわ

らず、修学旅行等の経費（５万７，４２４円）

を支出し、コース別返還金が発生したとして、

１，４９０円を生徒に返金している。 

学校は、修学旅行の参加に当たり、生徒から

不足分を徴収していないため、監査日現在、残

高が２万３，５５２円不足となっている。  

ウ 八王子拓真高等学校では、１人の生徒の積立

金残高が２万５，１１７円となっているにもか

かわらず、不足分を徴収せず、修学旅行等の経

費（６万４，３９９円）を支出したため、平成

２２年度末現在、残高が３万９，２８２円不足

となっている。 

エ 園芸高等学校では、全日制の生徒について

は、修学旅行の参加に当たり、学校が不足分を

徴収しておらず、また、定時制の生徒について

は、個人別収支の把握が遅れていることにより

積立金等の支出の停止が行われていなかった。

このため、平成２２年度末現在、全日制２人、

定時制２人の積立金残高が５万６，３１８円、

また、定時制１９人の生徒の給食費の残高が３

３万６，５７０円不足となっている。 

 

校長の指揮・監督のもと、経

営企画室及び教員が連携して、

学校徴収金の未納解消に向け

た取組を行うとともに、学校徴

収金の個人別の執行管理も着

実に行うよう改善した。 

この結果、徴収可能な残高不

足については、全て解消した。

未徴収分については、解消可能

な体制を整備してある。 
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対象局 教育庁 

事項 学籍の管理、授業料及び学校徴収金に係る事務処理を適切に行うべきもの 
 

監査結果の要約 講じた措置の概要 
橘高等学校における学籍の管理、授業料及び学校徴収金等

に係る事務について見たところ、次のとおり、監査日（平成

２３．５．２６）現在、適切でない点が認められた。 

学校は、校長等による事務の統制を十分に行い、学籍の管

理、授業料及び学校徴収金に係る事務処理を適切に行われた

い。 

ア 学籍管理について 

授業料未納者の生徒の状況について見たところ、退学の

手続きを行っていないものの、事実上在学していない生徒

が２人いることが認められた。 

確認したところ、２人とも登校しておらず、うち１人の

生徒は、退学の手続きを行っていないにもかかわらず、生

徒指導要録では退学したこととなっている。また、他の１

人の生徒は、退学の手続きを行っていないにもかかわらず、

学校は、生徒に関する事務を全く行っておらず、退学した

ものとして取り扱われている状況にある。 

イ 授業料の未納管理について 

生徒７人分の平成２０年度及び平成２１年度分授業料６

０万４，８００円が未納となっている。 

未納管理に当たっては、未納者との交渉内容を詳細に記

録し、未納者の状況に応じた対応を行う必要があるが、学

校は、未納者に対し電話や個別訪問により督促を行ってい

るとしているものの、個人別管理簿を作成しておらず、交

渉の状況が確認できなかった。また、納入を促すための納

入確約書を提出させているのは１人だけであり、残りの６

人については納入確約書を提出させていない。 

ウ 学校徴収金の個人別管理について 

（ア）全日制課程では、平成２２年度末現在、徴収努力とと

もに残高管理が不十分であったため、残高が不足してい

るにもかかわらず、教材等の経費支出を行ったことから、

３５人の生徒の残高が１０３万７，７４７円不足してお

り、うち第３学年の５人については、修学旅行の経費（１

人当たり１３万１，９４７円）を支出していた。 

また、平成２２年度に卒業した７人の生徒の残高不足

分５５万１，３８７円が未納のままとなっている。 

（イ）定時制課程では、積立金について、平成２２年度末現

在、２人の生徒の残高が８，１３５円不足となっている。

また、給食費について、残高が不足しているにもかかわ

らず、給食を継続していた生徒が７人おり、うち４人の

生徒の残高が３万９，５７０円不足となっている。 

なお、交渉内容を記録し、未納者との交渉に役立てる

ための個人別管理簿について見たところ、徴収努力が行

われてはいるものの、記載が年度の途中で終わっている

もの、納入経過が記入されていないものが多数認められ

た。 

 

ア 学籍管理について 

指導要録の作成・管理の徹底について企画

調整会議及び職員会議で周知し、退学の記載

は校長決定後に担任教諭が退学の事実を指

導要録に記載することを確認した。 

チェック体制については、校長、副校長の

管理・監督のもと、教務主任を中心に複数名

の主幹教諭等で行うこととした。 

なお、当該生徒２人については平成２３年

９月に授業料未納による退学処分を行った。

イ 授業料の未納管理について 

授業料未納者７人中５人については、平成

２３年１０月までに徴収済となった。 

また、アの退学処分を行った２人について

は、平成２３年９月に授業料未納による退学

処分に伴う免除決定を行った。 

ウ 学校徴収金の個人別管理について 

学校徴収金の未納対策としては、校長の指

揮・監督のもと、副校長、各学年、経営企画

室が連携を取り、未納等の情報を共有するた

めに、定期的に未納対策会議を行うことと

し、平成２３年度は学年ごとに各学期に１回

実施した。 

個人別管理については、教員と連携し残高

不足・マイナス執行が生じないよう個人別管

理表での管理を徹底し、個人別管理簿には、

継続的に督促経過等を詳細に記載している。

なお、平成２４年度入学生からは前納金を

３月中に徴収し、新年度当初の支出に未納が

生じないよう対応する。 

（ア）全日制課程について 

平成２４年２月８日現在、全日制の残高

不足は３人計１８万４４円であるが、夜

間、休日等に家庭訪問を行い、電話連絡を

行うなど継続して、未納分の徴収督促に努

めている。 

（イ）定時制課程について 

平成２４年２月８日現在、定時制の積立

金及び給食費の残高不足は１人計１万６，

６６５円である。家庭訪問を行い、納入確

約書を提出してもらったが、確約書どおり

納入がなかった。このため、引続き家庭訪

問を行い、２月中旬の子ども手当支給後

に、未納金の一部が納入される予定であっ

たが、納入がなかったため、引き続き、徴

収督促している。 
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〔平成２２年度決算審査（各会計歳入歳出）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
総務局  公有財産に

ついて 

＜有価証券＞ 

有価証券６，０００万円（株式会社東京映像

アーカイブ株券１，２００株）が過大に登載さ

れている。 

 

平成２３年１０月３１日に

公有財産増減異動通知書を会

計管理者へ送付した。 

 

環境局 公有財産に

ついて 

＜山林＞ 

山林の立木推定蓄積量２万１，１０５．００

㎥が登載漏れとなっている。 

平成２３年６月９日に財産

情報システムに入力した。 

平成２３年１０月２５日に

公有財産増減異動通知書によ

り会計管理者に通知した。 

 

産業労働局  債権につい

て 

債権２万円（特定地域新部門導入資金貸付

金）が過大に計上されている。 

平成２３年１０月に公有財

産増減異動通知書を会計管理

者へ提出した。 

 

産業労働局 債権につい

て 

債権４，１２９万５６０円（入居保証金及び

敷金）が過大に計上されている。 

平成２３年１０月に公有財

産増減異動通知書を会計管理

者へ提出した。 

 

産業労働局 区分経理に

ついて 

局は、東京都中小企業設備導入等資金会計に

おいて、小規模企業者等設備導入資金助成法に

基づく「設備導入資金貸付金」と、高度化事業

に係る都道府県に対する資金の貸付に関する

準則（平成１６年国規程１６第３０号）に基づ

く「高度化資金貸付金」を経理している。これ

らの貸付金事業において、事業に必要な事務費

の財源については、契約違約金（延滞金）、預

金利子及び繰越金等を充てる仕組みとなって

いる。 

ところで、これらの貸付金事業の経理は、法

令において特別会計を設置して行うことが求

められており、特別会計において他の資金と併

せて経理する場合は、区分経理を行うものとさ

れている。 

しかしながら、設備導入資金貸付金について

事務費の原資となる債権（貸付金元金及び契約

違約金）の回収が滞っていることなどから、設

備導入資金貸付金の事務費（５２万５，４９０

円）に、高度化資金貸付金を合わせて運用した

預金利子全額（３２万１，８４９円）を充当し

ており、適切な区分経理がなされていない。 

 

平成２３年９月１４日に処

理した、平成２３年２月２１

日から８月２１日までの期間

における預金利子について、

平成２２年度末時点の設備導

入資金と高度化資金の繰越金

の残高割合で按分して歳入計

上を行った。 

なお、今後、繰越金に差異

が認められた場合は、更正を

行う。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 公有財産に

ついて 

＜建物＞ 

 

建物３３．３１㎡（町田合同庁舎車庫）が過

大に登載されている。 

平成２３年１０月１２日に

財産情報システムに入力し

た。 

港湾局 公有財産に

ついて 

＜建物＞ 

ア 建物１，６３１．０９㎡（辰巳の森緑道公

園水泳場・管理棟４４７．４３㎡ほか５件）

が過大に登載されている。 

イ 建物５７６．９１㎡（青ヶ島港船客待合所

ほか７件）が登載漏れとなっている。 

ア 過大登載されていた６件

のうち、３件については平

成２３年８月５日に、三宅

島空港ターミナルビルほか

２件については平成２３年

８月３０日に台帳からの抹

消処理を行った。 

イ 登録漏れとなっていた８

件のうち、辰巳管理物置２

件、青ヶ島港船客待合所１

件の３件については平成２

３年８月３０日に、残りの

５件については平成２４年

２月１４日に登録処理を行

った。 
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〔平成２２年行政監査（債権管理について）〕 

 

対象局 都市整備局 

事項 滞納整理事務を適切に行うべきもの（移転資金貸付金） 
 

監査結果の要約 講じた措置の概要 
局は、移転資金貸付金について、移転資金貸付金収納等委託契約（単価契約）

を締結し、滞納整理事務を行わせている。 

 

ア 業務内容を見直し、滞納整理事務を適切に行うべきもの 

委託業務の内容及びその履行状況について見たところ、次のような問題点が

認められた。 

局は、公平かつ効果的、効率的な債権回収が行えるよう、委託業務内容を見

直し、滞納整理事務を適切に行われたい。 

（ア）催告 

仕様書では、催告書の送付について送付時期を画一的に定めているのみで、

個々の納付状況に応じて、随時、電話、現地訪問（臨戸）などの催告と適宜

組み合わせて早期対応することを求めておらず、催告が効果的なものとなっ

ていない。このため、回収可能性の判断を適切に行えない状況となっている。

（イ）催告手法の設定 

電話、訪問及び来社面談による催告については、債権回収の困難度を判断

した滞納者区分ごとに、催告手法をあらかじめ設定し、その催告のみを行う

ことで履行完了とみなす指示となっており、それぞれの催告を適宜組み合わ

せて早期納付に向けた納付交渉を行うようになっていない。 

（ウ）催告書の種類 

滞納状況・交渉状況等に応じた５種類の様式が用意されているが、仕様書

において、その使用基準を示していない。また、種類別の送付実績の報告を

求めていないことから、適切な催告書が送付されたか不明となっている。 

（エ）電話催告 

電話による催告で弁済が見込まれる者に対して電話催告することとなって

おり、催告書を送付しても納期限までに納付のない者に対して電話による催

告を行うなどしていないため、適時適切な催告となっていない。 

（オ）分割納付の承認 

分納承認手続を行わず、分納誓約書等を徴しないまま、滞納者が不定期に

納付する償還金の一部収納を継続しているため、局は、徴収すべき金額・納

入期限の特定、履行監視を行えておらず、また、納入が途絶えた場合に債務

の承認を担保できない。 

（カ）分割納付状況の把握 

仕様書では、分割納付に当たっては、受託者が「分割納付個人別台帳」を

作成・記帳して、償還状況を管理するとしているが、局はこれを提出・報告

させるなどしておらず、分割納付状況を把握していない。 

（キ）現金収入 

仕様書では、現金による回収を行うこととしているが、受託者に現地訪問

（臨戸）時等での現金収納業務を行わせていない。また、現地訪問（臨戸）

での現金収入の際に発行する領収書について、事前の承認を行っていない。 

（ク）困難度に応じた区分 

この契約では、①電話催告・訪問等の滞納整理業務について、それぞれ１

単位（件数）ごとの統一の単価を設定していること、②債権回収報酬につい

て、滞納債権を困難度で区分し、それに応じた価格を設定する等の工夫がな

いこと、などから、困難案件の滞納整理事務が未着手となりやすい状況とな

っている。 

 

ア 業務内容の見直しにつ

いて 

（ア）、（イ） 

催告状、電話、現地訪問

等の催告手段を適宜組み

合わせ早期対応するよう

に仕様書を変更した。 

（ウ） 

５種類の様式の使用基

準を示し、種類別の送付実

績の報告を求めるように

仕様書を変更した。 

（エ） 

催告状を送付した滞納

者が納付期限内に支払い

を行わない場合は、納付期

限後１０日以内に電話に

よる催告を行うように仕

様書を変更した。 

（オ） 

現在、分納している債務

者全員に対し、平成２３年

１１月に分割納付願等の

書類提出を文書にて依頼

した。今後、未提出の債務

者については、局が電話等

により書類提出の催告を

行う。 

（カ） 

分割納付については、

「東京都移転資金貸付金

分納管理表」を局が作成・

管理することに改めた。 

（キ） 

現金による回収事例は

ないが、領収書様式につい

ては局にて作成した。 

（ク） 

滞納債権の困難度を３

段階に区分し、それぞれの

単価を設定した。 

 

 



 - 63 -

 

監査結果の要約 講じた措置の概要 
イ 委託業務を検証し、効果的な債権回収を行うよう指導すべきもの 

この契約の実績報告書及びその検証状況について見たところ、次のよ

うな問題点が認められた。局は、委託業務の実績を検証し、公平かつ効

果的、効率的な債権回収を行うよう指導されたい。 

（ア）実績報告書 

実績報告書は、この契約が単価契約であることなどから、 

① 実績件数の報告が主となっている。 

② 催告書の送付時期を記載していない。そのため、仕様書に定められ

た督促状納期限経過後３０日以内を超えて３５日以後に送付してい

る状況が続いているにもかかわらず、局は、これを把握しておらず、

是正させるに至っていない。 

③ 実績報告書に添付された交渉経過報告書は、当月に実施した催告等

を日付順に記載したものとなっており、滞納者ごとの交渉経過として

整理されていない。 

など、適時適切に漏れなく債権回収業務が行われたか、効果的に取り組

んだか確認できないものとなっている。 

（イ）検証状況 

実績報告及びその効果について、 

① 交渉記録に明らかな誤記載があっても、確認・修正がなされていな

い 

② ３年以上納付交渉が行われていない 

③ 交渉内容が記載されていない 

などの適切でない事例があるにもかかわらず、局は、実績について検証

を十分行っていないことから、これらを把握しておらず、十分な指導・

改善がなされていない状況となっている。 

 

ウ 契約方法を見直すべきもの 

この契約の積算について見たところ、納入通知書等送付、催告書送付、

電話催告、納入済通知書仕分等の業務については、それぞれの項目の単

価を見積もり、債権回収業務については、滞納額、滞納期間、償還状況

等から債権回収の困難度を判断した滞納区分ごとに、成功報酬率を設定

している。この成功報酬率は、前々年度の当該契約の競争見積もりにお

ける参加業者２者の成功報酬率の平均値としている。 

契約の相手方の選定に当たっては、単価及び成功報酬率を比較し、そ

の総額の最も低い者を採用している。 

しかしながら、この契約は、延滞債権の規模が大きく（８８名、２億

９，９００万余円）、滞納状況も多様な滞納者に対する債権回収業務を

委託するものであるため、回収方法・成果目標値・経費を総合的に提案

させるプロポーザル方式（コンペ方式）等による業者選定を行うなどし

て、専門業者の持つ債権回収のノウハウや創意工夫等による効果的な取

組を求める必要がある。 

局は、契約方法を見直されたい。 

 

イ 委託業務の検証について 

（ア） 

仕様書どおりの履行となるよ

う、是正改善させたとともに、

催告が効果的なものとなってい

るかどうかを検証するため、滞

納者ごとの交渉経過を四半期毎

に整理報告してもらうこととし

た。また、滞納者に対する交渉

方針を調整する場として、委託

業務調整会議を四半期毎に開催

し、効果的、効率的な債権回収

に資することとした。 

（イ） 

交渉記録については是正改善

させたとともに、３年以上納付

交渉が行われていない債務者に

ついては、債務者の状況等を把

握の上、個別に対応することと

した。 

また、交渉記録に記載につい

ては、必要な事項を明確にする

とともに、催告等報告書にも記

載し提出してもらうこととし

た。 

 

ウ 契約方法を見直すべきもの 

他局と比べ発注規模が極めて

小さい（支払実績、平成２１年

度：１１９万余円、平成２２年

度：２３０万余円）ことから、

プロポーザル方式では、希望者

の事前費用がかかるため、複数

の参加が見込めない。また、強

行した場合での契約不調は、避

けなくてはならない。 

したがって、平成２４年度契

約についても、引続き、希望制

指名競争入札とすることとし

た。 

しかしながら、①困難度に応

じ区分分けした催告へのインセ

ンティブを図る、②四半期ごと

に契約業者と今後の方針等を協

議するなど、効果的な回収が進

むよう改善を図った。 
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対象局 都市整備局 

事項 滞納整理事務を適切に行うべきもの 

（亀戸・大島・小松川地区市街地再開発事業保留床分譲に伴う譲渡代金） 
 

監査結果の要約 講じた措置の概要 
再開発事務所は、亀戸・大島・小松川地区市街地再開発事業保留床分譲に係る

譲渡代金の長期延納制度（最長２０年償還）に伴う償還金について、収入管理及

び督促までの滞納整理事務を行っており、催告・納付交渉等の滞納整理について

は、保留床譲渡代金催告等委託契約（単価契約）をＡと締結している。 

ところで、滞納整理事務について見たところ、次のような問題点が認められた。

所は、滞納整理事務を適切に行われたい。 

また、部は、所が滞納整理事務を公平かつ効果的、効率的に行えるよう、具体

的な事務処理指針等を策定されたい。 

 

ア  督促 

東京都債権管理条例施行規則第８条において、履行期限までに履行しない者

があるときは、納期限経過後２０日以内に督促しなければならないとされてい

るが、所は、督促状を発付していない。また、法的措置を行う前提条件である

督促を行っていないことから、法的措置に移行できない状況となっている。 

イ  催告 

督促状を送付し、期限までに納付がされない場合には、随時、文書、電話、

現地訪問（臨戸）などの催告を適宜組み合わせて早期対応することにより、納

付を促す必要がある。 

しかしながら、受託者による催告について見たところ、 

① 納付交渉が、１年～２年にわたり行われていない事案がある 

② 当該契約の仕様書では、電話による催告では支払を受けるのが困難と判断

される者について、滞納者への訪問等を随時行うとされているにもかかわら

ず、電話不通の状況が継続している場合に、訪問調査等を行わずに催告書を

画一的に送付している 

など、個々の滞納者の納付状況に応じて、随時、電話、現地訪問（臨戸）など

の催告と適宜組み合わせた早期対応を行っておらず、催告が効果的なものとな

っていない。 

ウ  分割納付 

長期延納契約による譲渡代金の支払は半年賦払となっているが、滞納者から

分割支払（再分納）の要望があったとき、受託者は「分割支払願」及び「分割

支払計画書」を徴し、所に提出し、所は、滞納者から収入額を証する書類等を

提出させるなどして、経済的状況等を判断し、承認を行うこととなっている。

しかしながら、所は、滞納者３１名のうち１７名について、この手続を行わ

ないまま、償還金の一部納入を繰り返し受けている。 

この結果、分納誓約書を徴していないため、徴収すべき金額、納入期限が特

定できず、分割納入期間中の履行監視も行われておらず、また、納入が途絶え

た場合、債務を承認しているのか否かが不明確な状況となっている。 

エ 困難案件対策 

所は、平成２２年７月に、滞納債権の解消に向けて、受託者の納付交渉や催

告に応じない滞納者等回収が困難な場合には、法的措置を視野に入れた対応を

していく方針を定めているが、納付交渉等に応じず、納付意思も示さない滞納

者がいるにもかかわらず、財産調査等を実施せず、法的措置を視野に入れた効

率的な滞納整理事務を行うに至っていない。 

これは、困難案件に対する有用な知識や具体的な事務処理指針等がないこと

によるものであり、所及び部は現状を踏まえた具体的な対応策を策定する必要

がある。 

 

ア 督促状未発布  

定期的な納付が滞って

いる２名に対して、督促

状を発布した（平成２３

年９月２６日簡易書留に

より発送、１名：同年９

月２７日、１名：同年１

０月１日到着確認）。 

イ  催告 

・ 債権回収業者に対する

委託業務遂行の指導徹底

（平成２３年６月２２日

及び同年８月１８日） 

・ 上記を受け、債権回収

業者による個別債務者へ

の臨戸調査及び納付交渉

実施（同年９月８日） 

・ 債務者の現状を確認の

上、報告するよう徹底（同

年９月１４日） 

ウ  分割納付 

平成２３年９月現在

「分割支払願」及び「分

割支払計画書」を徴して

いない再分納者１４名に

対し、書類等を提出する

よう、債権管理会社を通

じて文書を送付した（同

年９月１５日業者に発送

依頼）。 

エ 困難案件対策 

平成２４年１月２５日

付２３都市整再第１２０

号 市街地整備部長決定

により保留床売却代金長

期分納徴収基本運営方針

を策定した。これを受け、

所において重点行動計画

を策定し、効果的な滞納

整理事務に取り組んでい

く。 

また、法的措置を行っ

たことにより、１，２０

０万円の徴収実績があっ

た。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 システム

による管理

を適正に行

うべきもの 

（児童福祉

施設等措置

費徴収金） 

児童相談所情報管理システム（以下「児相システ

ム」という。）に係る管理について見たところ、児

相システムの処理履歴は、保存されているものの、

データの変更状況を検証する仕組みが備わっていな

いことが認められた。 

税外収入徴収簿として収入未済に係る管理をシス

テムで行うためには、データの正確性を担保できる

システムとなっていることが必要不可欠である。 

児相システムは税外収入徴収簿としての要件を満

たしていないにもかかわらず、センターが、税外収

入徴収簿として収入未済に係る管理について児相シ

ステムを利用し続けていることは、適正でない。 

センターは、システムによる管理を適正に行われ

たい。 

 

債権管理の情報に関し、

操作ログが出力できるよう

システム改修を行った。 

これにより、データの変

更状況を検証できる仕組み

となった。 

 

福祉保健局 調定に係

る事務を適

切に行うべ

きもの 

（児童福祉

施設等措置

費徴収金） 

児相システムと財務会計システムの調定額につい

て見たところ、平成２１年度で、児相システムの調

定額は、２億１，０１４万４，５６５円であったが、

財務会計システムの調定額は、２億９２９万１，７

８５円であり、その乖離額は、８５万２，７８０円

である。 

調定額が、児相システムと財務会計システムとの

間で、このように乖離しているにもかかわらず、セ

ンターは、監査日現在、原因を把握できておらず、

児相システムと財務会計システムの調定を適合させ

るよう、それぞれの調定額を突合するなど必要な事

務処理手順を構築していないことは、適切でない。

 

児相システムと財務会計

システム間における調定乖

離額を解明し、必要な事務

処理手順を確認した。 

この後、特例調定の更正

を行い、適正な状態に改善

した。 

 

福祉保健局 システム

による管理

を適正に行

うべきもの 

（児童扶養

手当過誤払

返還金） 

児童扶養手当過誤払返還金の管理は、児童扶養手

当過誤払返還金債権管理システム（以下「債権管理

システム」という。）を利用して行っており、これ

に基づいて、財務会計システムに特例調定により登

録を行い、債権管理システムを税外収入徴収簿とし

ている。 

ところで、債権管理システムについて見たところ、

システムの処理履歴を保存しているものの、データ

の変更状況を検証する仕組みとなっていないことか

ら、データの正確性を担保できるものとなっていな

い。税外収入徴収簿は、特例調定における収入未済

管理を行うためのものであり、変更状況を検証する

仕組みとなっていない債権管理システムで管理して

いることは適正でない。 

局は、システムによる管理を適正に行われたい。

 

データの更新状況を把

握、確認するため、債務者

情報の削除状況を出力でき

るようにするなどのシステ

ム改修を行った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 収入未済

額の管理を

適正に行う

べきもの 

（児童扶養

手当過誤払

返還金） 

局は、児童扶養手当過誤払返還金の収入未済額に

ついて、債権管理システムで個人別に管理し、その

調定情報等を、毎年度当初に財務会計システムに特

例調定により登録している。調定額の修正などに伴

い、金額に変更が生じる場合には、適宜、両システ

ムにおいて必要な入力を行うこととしている。 

ところで、両システムの収入未済額について見た

ところ、平成２１年度末現在、財務会計システムの

収入未済額は、１億４，１１５万４，００７円であ

ったが、債権管理システムの収入未済額は、１億５，

１５０万５，３７１円であり、その額には１，０３

５万１，３６４円の乖離が認められた。 

金額がこのように乖離しているにもかかわらず、

局が、この原因について把握できていないことは適

正でない。 

 

財務会計システムと債

権管理システムの収入未済

額について、残高を年度末

単位で突合できるようにシ

ステム改修を行い、両シス

テム間の乖離額を特例調定

により更正した。 

福祉保健局 システム

による管理

を適切に行

うべきもの 

（介護福祉

士等修学資

金貸与金） 

局は、介護福祉士等修学資金貸与金返還金の管理

を、財務会計システムでなく、局独自のシステムで

ある修学資金システムを利用して行っており、修学

資金システムが税外収入徴収簿として位置づけられ

るため、データの正確性を保持しておかなければな

らない。 

ところで、修学資金システムを見たところ、①通

常の端末操作により直接データベースのデータを上

書きできること、②修学資金システムの変更履歴の

保存が十分でないため、データの変更状況の検証を

行うには、データのバックアップや介護福祉士等修

学資金貸与・返還台帳等によらなければならないこ

と、が認められた。これらの変更状況については即

時に検証できる仕組みではないことから、変更デー

タの随時の把握が困難な状態であり、データの正確

性を担保できるものとなっていない。 

税外収入徴収簿は、収入未済管理を行うためのも

のであり、変更状況を検証する仕組みとなっていな

い修学資金システムで管理していることは適切でな

い。 

局は、システムによる管理を適切に行われたい。

 

返還状況履歴の変更履歴

の確認ができるようにする

など、適切な債権管理がで

きるようにシステムを改修

した。 
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〔平成２２年各会計定例監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
産業労働局 運転資金

貸付金制度

について適

切に見直す

よう検討す

べきもの 

雇用就業部は、東京都シルバー人材センター

事業の円滑な推進を図るため、平成１６年度か

ら、Ａと「東京都シルバー人材センター運転資

金貸付金の資金の預託契約」を締結し、運営に

必要な資金を融資するための原資を預託して

いるが、その融資状況について見たところ、制

度開始からの６年間で実績はなかった。 

このため、年度当初にＡに預託された５，０

００万円は、原資として利用されず、また、決

済用預金のため利息等による果実も発生せず、

Ａの預金口座に滞留したまま年度末に返還さ

れるという状況が長年繰り返されている。 

部は、当該貸付金は、センターにおける資金

ショート等の緊急時に対応するセーフティー

ネットであるとしているが、当該貸付金制度と

は別に、１６区市にセンターに無利子で貸し付

ける運転資金貸付金制度があり、他の民間金融

機関が扱っている融資にも、同等若しくはより

有利な条件による融資制度があるため、一部の

センターが、これらの貸付金や融資を実際に利

用している実態がある。 

また、平成１９年度のアンケート結果におけ

る、当該貸付金を利用しない理由を見ても、当

該貸付金制度がセンターに対するセーフティ

ーネットとして、実効性のあるものとなってい

るとは言い難い。 

部は、センターに対する運転資金貸付金制度

について、廃止も含め、適切に見直すよう検討

されたい。 

 

シルバー人材センターの公益

法人への移行を踏まえて、制度

利用の支障となっている事項を

分析し、これまでのシルバー人

材センター事業の経緯を勘案し

た上で制度の必要性を検証した

結果、運転資金貸付金制度を廃

止する。 

 

産業労働局 配送を最

も有利な方

法で行うべ

きもの 

労働相談情報センターでは、資金前渡の方法

により郵券を購入し郵送した回数が全体で８

０回（平成２１年度）あり、そのうち５１回（約

１４０万円）は、センターが主催する労働セミ

ナーの案内に関するパンフレット類の郵送で

あった。 

これらパンフレット類の送付は、一部を除

き、郵便法上の信書に該当せず、現在の配送業

態のなかで、郵便より割安で、一般にダイレク

トメール等に利用されている宅配便（メール

便）等、より有利な方法で行うことが可能であ

る。 

センターの出先事務所である大崎事務所そ

の他の複数の事務所では、すでにメール便を有

効活用していることからも、センターは、内容

物の種類により取扱いを勘案し、配送を最も有

利な方法で行われたい。 

 

労働相談情報センターでは、

平成２２年１０月以降の労働セ

ミナーの案内書類等（信書以外）

の送付について、メール便を導

入した。この結果、従来の郵便

発送に比べ、資金前渡処理の回

数が大幅に減り、事務手続が簡

素化したとともに、経費節減が

実現した。 

さらに、年間を通じた単価契

約をすることによって経費削減

を試みようとしたが、見積書を

取ったところ、諸経費がかかり

通常よりも料金が高くなること

が判明した。そのため、年間契

約は断念した。今後は配送物の

形態等に応じて最も有利な配送

方法を利用していく。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 効率的に

管路調査を

行うべきも

の 

部が実施する横断管路調査については、河川

管路調査と調査内容等に重複する部分がある

ものの、同一箇所での河川管路調査と横断管路

調査が近接した日程で行われている事例が見

られる。 

横断管路調査の報告書は、河川管路調査と比

較して過去の調査結果も記載されるなど、内容

が詳細かつ具体的であり、実施月の報告も、翌

月中旬には部及び当該管路を所管する支所に

提出されている。 

より効率的な調査の実施方法を選定してい

くに当たっては、横断管路調査の実施箇所にお

いて、近接した日程での河川管路調査を省略す

ることが可能であり、双方の調査予定を事前に

十分調整する必要があるにもかかわらず、これ

を行っていない。 

また、部は、これまで、大規模な漏水などに

対する即応態勢を確保するため、河川管路調査

については支所職員で行う必要があるとして

いるが、調査内容等によっては、支所職員が直

接調査を行うべきかどうかを含めた検討も行

われる必要がある。 

 

各支所関係係長等を招集し、

指摘内容に関して、関係職員へ

の周知を徹底した。 

また、様式の定まっていない

計画書、報告書、調査票及び緊

急通報シートの各書式を統一す

ることに加え、計画調整フロー

図を作成し、計画段階で双方の

調査予定が重複しないような体

制を整備した。 

これにより、平成２３年度は、

双方の調査において、実施箇所

が重複していないものとなって

いる。 

さらに、平成２４年度以降は、

河川管路調査について管路維持

管理業務委託の横断管路調査

（緊急時の船舶の調達を含む。）

に盛り込み、委託により実施す

ることとした。 

 

教育庁 特定化学

物質等取扱

業務従事者

健診を確実

に受診させ

るべきもの 

福利厚生部は、労働安全衛生法第６６条の規

定に基づいて、都立学校に勤務する化学等の教

職員を対象として、授業等で扱う薬品等の人体

への影響の有無を検査するために、「都立学校

教職員特定化学物質・有機溶剤等取扱業務従事

者健診委託（単価契約）」を締結している（推

定総金額：１２８万３，１００円、受診予定人

数：３００人）。  

部は、本健診の受診対象を、特定化学物質障

害予防規則第３９条、有機溶剤中毒予防規則第

２９条等に定める物質（以下「特定化学物質」

という。）の取扱い業務を週１回または、年１

か月程度行う都立学校教職員（再任用職員・嘱

託員・非常勤講師・臨時的任用職員を含む。以

下「受診対象者」という。）としているが、受

診対象者を把握するための調査を行っていな

い。そのため、平成２１年度の受診者は２３人

となっているが、受診対象者全員が受診してい

るかを把握できない状態となっている。  

部は、受診対象者を適切に把握するととも

に、確実に受診させられたい。 

 

平成２３年１０月に受診対象

者の調査を行い当該年度の受診

予定者は１４１名であった。 

受診については、校長宛ての

定期健診受診勧奨通知により本

検診受診対象者の受診促進を図

るよう通知するとともに、校長

会等において本検診の趣旨及び

重要性を訴えるなど受診率の向

上に努めた。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 事務処理

を適切に行

うとともに

校長等によ

る事務の統

制を十分に

行うべきも

の 

大崎高等学校の定時制課程における授業料

及び学校徴収金等に関する事務について、次の

とおり不適切な点が見受けられた。 

① 授業料未納者への督促について、複数年度

にわたる授業料の未納（平成１９年度から２

１年度まで、６０人、１６２万５，４２５円）

が発生しているが、平成２０年度以前の発生

分については、平成２１年１０月以降督促を

行っておらず、平成２１年度発生分について

は、平成２２年３月卒業予定者を除き、平成

２１年度中には督促を行っていない。 

② 授業料の減免について、平成２１年度は年

度途中に授業料の減額・免除の基準が一部変

更され、再審査による授業料免除が可能であ

ったが、保護者への周知がされなかったた

め、生徒２人が、再審査の申請を行うことが

できなかった。 

③  学校徴収金の管理について、積立金の残高

不足にもかかわらず、支出を行っている生徒

が３人（不足額１２万１，１５５円）いる。

また、平成２１年度途中の退学者２人につい

て、残額（１５万４，７６４円）が返還され

ていない。 

④ 給食費は前納が原則であるにもかかわら

ず、未納者に対して徴収努力が十分に行われ

ていないため、平成２１年度末で給食会計に

おける多額の滞納（６３人、２５３万８，３

００円）、食材会計における資金不足が生じ

ており、食材納入業者への支払遅延が常態化

している。 

これらの状況は、事務担当者の不適切な事務

処理とともに、校長や経営企画室長などによる

事務の統制が不十分であったことによる。 

学校は、収入事務に係る管理を適切に行うと

ともに、校長等による事務の統制を十分に行わ

れたい。 

 

大崎高等学校では、校長の指

揮・監督のもと、経営企画室及

び教員が連携し、全員体制で業

務の適正化を図り、再発防止に

向けた校内体制の構築に取り組

んだ。この結果、授業料未納者

への督促、徴収可能な積立金残

高不足の解消、給食会計の滞納

の解消及び前納の徹底を図るこ

とができた。 

なお、授業料未納額について

も２人、５万２，８２０円まで

縮小させており、継続的な交渉

を行っていることから、解消の

見込みが確認された。 
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〔平成２１年行政監査（都立学校の経営について）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 滞納整理

事務を適切

かつ効果的

に行うべき

もの 

大崎高等学校定時制課程において、下記の事

実が認められた。 

ア 未納者への交渉経過を記録する個人別管理

簿について、一部を除き作成していない。 

イ① 平成２１年度授業料について、監査日現

在、督促を１度も行っていない。 

② 平成２１年度学校徴収金についても一部

を除き督促を行っていない。 

③ 平成２０年度授業料について、督促状の

発送３回、学校徴収金督促４回を行ってい

るのみである。 

ウ 学校徴収金の個人別収支を記録する個人別

管理表については、個人別負担額のみ記載す

る様式となっており、支出総額が把握できな

いため支出承認書、個人別管理表、現金出納

簿間の整合性を検証できない。 

 

大崎高等学校の定時制課程

における授業料等の未納者に

対して、校長の指揮・監督のも

と、経営企画室及び教員が連携

し、適切な督促に取り組む校内

体制の見直しを進めた。 

アとイについては、個人別管

理簿を作成し、未納者との交渉

経過について、校内で情報の共

有化を図り、未納者の状況に応

じた効果的な督促を継続的に

行った。 

ウについては、様式を個人ご

との収支状況を適時・的確に把

握できるものに改め、支出承認

書、現金出納簿とも整合してい

ることを確認している。 

 

 

 

〔平成２１年行政監査（東京港臨海地域における公の施設の管理運営について）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
港湾局 遊具の不

具合に対し

て適切に対

応すべきも

の 

東部地区公園グループ（１８公園）の指定管

理における管理運営方針においては、遊具点検

について、「日常点検のほか、専門技術者によ

る点検を年１回以上行う」とされており、指定

管理者は、「海上公園及び都市公園遊器具点検

委託」契約を締結して、遊具の点検を行わせて

いる。 

ところで、本点検によって、辰巳の森海浜公

園において、基準等に照らして不適合と判定さ

れる項目が数年にわたって指定管理者に報告さ

れている。このことについて、指定管理者は、

応急処置で対応不可能な危険箇所は閉鎖のう

え、毎年度、局に対して点検結果を報告してい

るものであるとしている。 

しかしながら、この点検報告書に基づいて、

局が、応急処置では対応ができない不具合箇所

について、指定管理者へ修繕計画案の作成を指

示せず、遊具の撤去や再設置などの抜本的な検

討も行っていないために、同様の不具合箇所が

数年にわたり報告されているのは適切でない。 

 

平成２２年２月４日に指定

管理者に対し遊具の管理を適

切に行うよう文書で指導した。

また、指定管理者から修繕計画

の提出を受けた。 

局として対応すべき遊具の

改修等については、震災による

公園施設の損壊があったこと

から、公園全体の施設改修・改

変等を含めることとし、東京港

管理事務所では、改修等に向け

た調査を実施した。 

この調査結果を受け、改修計

画を策定するとともに、改修事

業経費を平成２４年度予算で

措置した（予定額約２，８００

万円）。 
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〔平成２１年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
産業労働局

＜財団法人

東京都農林

水産振興財

団＞ 

基金の効

率的な運用

について検

討すべきも

の 

財団は、都から３億円の出えん金（このうち

１億円は国費）を受け、農地保有合理化事業に

係る業務運営体制の整備強化を図るための基金

（強化基金）造成を行っており、この基金の資

金運用を「農地保有合理化推進事業強化基金造

成事業及び農地保有合理化促進事業拡充基金造

成事業の実施について（昭和４８年５月２２日

４８構改Ｂ第１６９９号農林省構造改善局長）」

の第３項３の規定（強化基金の資金の運用は、

郵便官署への貯金、金融機関（農林中央金庫並

びに信用事業を行う農業協働組合等への預金）、

国債若しくは地方債金融債の取得、信託銀行へ

の金銭信託もしくは貸付信託の受益証券の取得

又は、理事会若しくは総会の議決を経て指定し

たその他の債権の取得とする）に基づき行って

いる。 

ところで、強化基金に係る運用方法について

見たところ、利率の低い短期の定期預金での運

用が６割以上を占める状況となっており、都債

による運用等と比較して、現在の運用方法が効

率的なものになっているとは言えない。 

財団は、定期預金と債権の運用比率を見直す

等、基金の効率的な運用について検討されたい。

 

強化基金については、平成２

５年度中に国からの出えん金

１億円を国庫へ返還すること

が決定（平成２３年３月２９日

付関東農政局長通知）し、市町

村への事業移行等の状況を踏

まえると、平成２６年にも事業

終了となることが想定される。

そのため、今後、長期の資金運

用は困難なことから、短期の定

期預金による運用を図るとの

方針決定に至った（平成２３年

９月２６日第２回資産管理運

用委員会）。 

また、局も財団による検討内

容、結果を妥当であると承認し

た。 
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〔平成２１年各会計定例監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 単価契約

工事等に係

る見積合わ

せについて

経済性の高

い方法を検

討すべきも

の 

各事務所が締結している工事等に係る複

数単価契約については、工事の内容が多岐

に及ぶため工種が多くなること、どのよう

な工事や委託が必要となるか予め想定でき

ないことから、工種別の予定数量を設定で

きず、推定総金額による見積もり合わせが

できないとして、各所では、全ての工種の

単価の単純合計額を見積もらせ、その最低

額を提示した者を契約の相手方候補として

決定し、設定単価を越えるものがある場合

には、個別に減価交渉を行っている。 

この契約方法について、実際に発注した

工種だけでみた場合、契約者より他の見積

書提出者の見積単価により試算した額が低

額となるものが認められた。 

これらを踏まえると、より経済性の高い

契約を締結するためには、使用頻度を考慮

した見積もり合わせの方法を検討する必要

がある。 

 

平成２４年度契約から見積参加

業者に過去実績を提示し、より経済

性の高い契約となるよう改める。 

また、工種については、使用頻度

を考慮し、１１１工種から３９工種

へと減少させ、指摘以後は、契約者

以外の見積単価により試算した額

の方が低額となる事態は発生して

いない。 

病院経営本

部 

物品購入

に係る契約

手続を適正

に行うべき

もの 

広尾病院が締結した「インクリボン外３

６点の購入」について、契約関係書類と、

契約の相手方に対して行った文書照会によ

る関係人調査の結果とを照合したところ、

支出負担行為等の正規の手続を行わないま

ま、随時に、契約の相手方に納品させ、後

日それらをまとめて契約関係の書類を作成

し、一括して代金を支払う一括払いを行っ

ていることが認められた。 

 

院内において通知により物品購

入契約に係る請求締切日の遵守を

徹底する等の取組により、引き続き

契約手続きの適正化を図っている。

また、平成２３年１２月に物品購

入に係る契約に関して業者が提出

した納品書と契約条件との突合を

実施し、契約締結前納品や履行期限

経過後納品が行われていないこと

を確認している。 

 

病院経営本

部 

物品購入

に係る契約

手続を適正

に行うべき

もの 

墨東病院が締結した「収納バック外３７

点の購入」について、契約関係書類と、契

約の相手方に対して行った文書照会による

関係人調査の結果とを照合したところ、履

行期限後の納品があるにもかかわらず検査

を合格としていることが認められた。 

平成２３年１１月２５日に開催

された用度係長会において、再度適

正な契約手続きを実施するよう指

導があり、その際配布された資料を

基に事務局内において周知徹底を

図った。 

平成２３年１２月に物品購入に

係る契約に関して業者が提出した

納品書と契約条件との突合を実施

し、契約締結前納品や履行期限経過

後納品が行われていないことを確

認している。  

サービス推進部としては、上記の

とおり墨東病院において契約事務

が適正に遂行されていることを伝

票等の書類により確認している。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

物品購入

に係る契約

手続を適正

に行うべき

もの 

府中病院（現：多摩総合医療センター）が

締結した「動脈送血カニューレ外２１点の購

入」について、契約関係書類と、契約の相手

方に対して行った文書照会による関係人調

査の結果とを照合したところ、①支出負担行

為等の正規の手続を行わないまま、随時に、

契約の相手方に納品させ、後日それらをまと

めて契約関係の書類を作成し、一括して代金

を支払う一括払いを行っている、②履行期限

後の納品があるにもかかわらず検査を合格

としている状況が認められた。 

 

平成２３年１１月２５日に開催

された用度係長会において、再度

適正な契約手続きを実施するよう

指導があり、その際配布された資

料を基に事務局内において周知徹

底を図った。 

なお、多摩総合医療センターで

は、ＰＦＩ事業開始により診療材

料についてはＰＦＩの業務となっ

ている。ＰＦＩ業務の対象外とな

っている研究研修などにかかる物

品購入について、適正な手続きに

より契約事務を行っている。 

 

病院経営本

部 

＜墨東病院

＞ 

墨東病院では、平成２３年１１

月２５日に開催された用度係長会

において、再度適正な契約手続き

を実施するよう指導があり、その

際配布された資料を基に事務局内

において周知徹底を図った。 

平成２３年１２月に医療薬品等

の購入に係る契約に関して業者が

提出した納品書と契約条件との突

合を実施し、契約締結前納品や履

行期限経過後納品が行われていな

いことを確認している。  

サービス推進部としては、上記

のとおり墨東病院において契約事

務が適正に遂行されていることを

伝票等の書類により確認してい

る。 

 

病院経営本

部 

＜府中病院

（現：多摩

総合医療セ

ンター）＞ 

医療薬品

等の購入に

係る契約手

続を適正に

行うべきも

の 

物品購入について不適正な契約手続があ

った各病院において、医療薬品等の購入契約

の一部を抽出して契約関係書類と納品書（契

約の相手方の様式）とを照合したところ、墨

東病院、府中病院において、①契約日前の納

品、②履行期限後の納品が認められた。 

これは、支出負担行為等の正規の手続を行

わないまま契約の相手方に納品させ、その後

に契約を締結して代金を支払っていること

から、入札制度及び見積合せの趣旨を損なう

ものであるとともに、履行期限後の納品があ

るにもかかわらず検査を合格としているも

のであり、適正でない。 

病院の医療薬品等の一部については、やむ

を得ず緊急に調達すべき状況が起こり得る

が、単価契約の活用などにより、病院は医療

薬品等の購入に係る契約手続を適正に行わ

れたい。 

 平成２３年１１月２５日に開催

された用度係長会において、再度

適正な契約手続きを実施するよう

指導があり、その際配布された資

料を基に事務局内において周知徹

底を図った。 

なお、多摩総合医療センターで

は、ＰＦＩ事業開始により医薬品

についてはＰＦＩの業務となって

いる。ＰＦＩ業務の対象外となっ

ている放射性医薬品及び輸血用血

液については、複数単価契約など

適正な手続きにより契約事務を行

っている。 

 



 - 74 -

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
港湾局 単価契約

工事にかか

る見積合わ

せについて

経済性の高

い方法を検

討すべきも

の 

港湾局では、道路等維持補修、植栽地管理

などを対象とした工事・委託について複数単

価契約を締結している。ただし、上記の単価

契約工事においては、工事の内容が多岐に及

ぶため工種が多くなること、どのような維持

補修工事が必要となるか予め想定できない

ことなどから、工種別の予定数量を設定でき

ず、推定総金額による見積合わせができない

としており、局では、見積合わせの参加者に

全ての工種の単価の単純合計額を見積もら

せ、その最低額を提示した者を契約の相手方

として決定し、設計単価を超えるものがある

場合には、個別に減価交渉を行っている。 

この契約方法について、実際に発注した工

種だけでみた場合、契約者より他の見積書提

出者の見積単価により試算した額が低額と

なるものが認められた。 

これは、単純合計の見積金額は低くても、

使用頻度の高い工種について高い単価、使用

頻度の低い工種について低い単価で見積も

っていれば、実際の支払金額は高価となるた

めである。 

これらを踏まえると、経済性の高い契約を

締結するためには、使用頻度を考慮した見積

合わせの方法を検討する必要がある。 

 

平成２３年１１月に契約締結に

向けた手続が実施された、海の森

公園植栽地管理委託について、東

京港管理事務所において指名した

業者への発注に際し、同所は全員

に前回実績を添付することで、使

用頻度を考慮した積算が可能とな

るよう、入札参加業者に対する措

置を講じ、これまでの手続方法を

改めた。 

 

教育庁 減免事務

を見直すべ

きもの 

都立学校の授業料の徴収において、納入が

極めて困難と認められる者については授業

料を減免しており、各学校では、都立学校教

育部が定めた「東京都立学校の授業料減免取

扱要領」及び「入学料・授業料減免事務の手

引」に基づいて、減免事務を行っている。 

世帯の収入認定の方法を見ると、原則とし

て、前年の源泉徴収票、確定申告書により収

入認定を行っており、当年になって、失業等

により収入が減少した場合には減少後の収

入を認定している。 

一方、部は、世帯の構成員が当年１月以降

に就職した場合について、申請日直前の３か

月の給与により、当年の収入見込額を算出

し、認定することとしている。 

しかしながら、就職状況を確実に捕捉する

方法がない中で、就職したことを申請した者

のみ直近の３か月の収入により認定するこ

とは、就職を申請しなかった者が利益を受け

るため、公平を欠くこととなる。 

部は、公平に減免を行えるよう、減免事務

を見直されたい。 

 

授業料減免事務の公平を期する

ため、下記のとおり取扱うことと

し、「入学料・授業料等減免事務

の手引」にも反映させた。 

① 「授業料減免決定・不許可通

知書」において、年度途中に世

帯状況や収入状況の変更があっ

た場合には、直ちに経営企画室

に申し出るように記載し、保護

者に周知することとした。 

②  保護者が世帯状況及び収入

状況を自筆する「世帯状況届」

に保護者押印欄を設け、申請書

類の正確性を確保した。 

③ 「授業料等徴収事務の手引」

や授業料事務説明会において、

年度途中に世帯状況や収入状況

の変更があった場合の授業料減

免事務の適正な取扱いについ

て、学校担当者宛てに周知する

こととした。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 個人別管

理簿の作成

について定

め、適切な

催告を行う

べきもの 

授業料の未納管理について、都立学校教育

部では、手引により、個人別管理簿に滞納者

との交渉の経過を記録することとしている。

ところで、各学校における催告の状況につ

いて見たところ、 

ア 大崎高等学校（定時制）では、平成２０

年度末において、３６人について９０万１

２０円の未納があるが、滞納者の全員につ

いて個人別管理簿を作成しておらず、適切

な催告を行えない状態となっている。 

イ 国際高等学校では、一部の滞納者を除き

個人別管理簿を作成しておらず、作成して

いる場合も記載が少なく、滞納者の状況を

把握できない。 

など、個人別管理簿の作成、記載について、

適切でない事例が見受けられた。 

そこで、個人別管理簿について手引を見る

と、様式、作成する時期、記載すべき事項な

どの詳細を定めていない。 

部は、手引を改正し、個人別管理簿につい

て、具体的に定め、各学校を指導されたい。

大崎高等学校及び国際高等学校は、個人別

管理簿を作成し、適切な催告を行われたい。

 

都立学校教育部は、個人別管理

簿について具体的に定め、平成２

１年１１月４日の授業料説明会で

周知した。 

国際高等学校は、個人別管理簿

を作成し、適切な催告を行ってい

る。 

大崎高等学校は、個人別管理簿

を作成し、記載内容についても電

話・文書による督促、個人面談、

家庭訪問など、滞納者との交渉内

容を詳細に記録するよう改善し

た。また、再発防止体制について

も、校長の指揮・監督のもと、経

営企画室及び教員が連携し、電

話・文書による督促、滞納者の個

人面談、家庭訪問などに継続的に

取り組むよう改善した。 

この結果、平成２０年度までに

発生した授業料の未納は平成２２

年度末までに解消した。 

 

教育庁 徴収停止

基準を定め

るべきもの 

授業料の徴収について、債務者が死亡し、

相続人がないことが明らかな場合、所在不明

かつ差し押さえられる財産が強制執行の費

用を超えないと認められる場合などには、徴

収を停止することが合理的かつ効率的であ

る。 

しかしながら、国際高等学校及び上野高等

学校は、所在不明、生徒・保護者死亡により

徴収困難となった滞納授業料について、何ら

意思決定なく徴収を行わなくなっており、適

切でない。 

一方、都立学校教育部は「授業料等徴収事

務の手引き」において、徴収停止基準及び手

続を定めていない。 

部は、合理的かつ効率的な債権管理を行え

るよう、徴収停止基準を定められたい。 

 

授業料の徴収停止について、財

務局の意見を踏まえ、地方自治法

施行令の徴収停止に係る規定に則

った基準となるよう調整したうえ

で徴収停止基準を定め、授業料徴

収事務の手引きに反映させた。 
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〔平成２０年度決算審査（各会計歳入歳出）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 会計処理

について 

＜都営住宅

等事業会計

＞ 

都営住宅に関する住宅使用料等について

は、入居者世帯ごとの調定額及び収入額を

住宅管理総合システムで管理しており、住

宅管理総合システムで管理している調定情

報を財務会計システムに登録するととも

に、収入情報は金融機関からのデータを反

映し、決算計数としている。 

ところで、住宅管理総合システムの計数

が財務会計システムの計数に比べ、合計で

３１６万４，２３０円下回っている。 

 

計数の差については、全件チェッ

クを実施し、追加処理を行うことに

よりシステム間の差異を解消した。

なお、監査の指摘以降、システム

運用業者による収納データの突合

作業をこれまでの年１回から月１

回に変更し、毎月システム間の差異

を調査し、随時、修正を行っている。

今後とも、データ処理の正確性に

努めるとともに、再発防止に向けた

意識の維持・向上を図っていく。 

 

 

〔平成２０年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
産業労働局 

＜公益財団

法人東京し

ごと財団＞ 

事業効果

の分析を適

切に行い、

就業支援を

より効果的

に行うべき

もの 

財団法人東京しごと財団（現：公益財団

法人東京しごと財団）が運営しているしご

とセンターでは、利用者ごとに、利用した

サービスの区分が利用履歴としてデータベ

ースに記録される仕組みとなっている。こ

のデータベースには、利用者が就職したこ

とを確認した場合、その情報も入力される。

ところで、しごとセンターが提供するサ

ービスには、多数のメニューがあるが、就

職のためにより効果的なサービスを提供し

ていくためには、どのようなサービスが実

際の就職に結びついているかを検証・分析

し、サービス内容の見直しや拡大を行う必

要がある。 

しかしながら、財団は、各サービスの利

用履歴と就職との関連性については、特段

の検証・分析を行っていない。また、デー

タベースには、利用履歴について、利用区

分は入力されているものの、その中のいず

れのセミナーを受けたのかなど、分析に必

要な情報は記録されていない。 

財団は、就職者とその利用したサービス

との関連を検証するなど、事業効果の分析

を適切に行い、より効果的な就業支援を行

われたい。 

局は、指定管理者の行う事業が効果的に

行われるよう、適切に指導されたい。 

しごとセンターシステムに、セミ

ナーの受講履歴、職業紹介の履歴、

就職までの支援期間等の項目を追

加した。 

財団は、追加後のシステムでデー

タを分析したところ、ミドルコーナ

ーでは就職までの期間が長期化す

る一方、就職までに受けるカウンセ

リング回数に変化がないという傾

向が見られたことから、この結果を

局へ報告した。 

局は、この結果を受け、早期就職

にはカウンセリングの間隔短縮が

必要であることを確認し、対応策と

して、グループカウンセリングの手

法を取り入れた事業を予算化し、平

成２４年度より実施することとし

た。 

財団は、今後も、データベースを

用い多様な分析を実施し、就業支援

に活かしていく。 

局は、今後も、財団に対し、デー

タベースを用い多様な分析を実施

し、就業支援に活かしていけるよう

適切に指導していく。 
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